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10年の情報通信産業の実質国内生産額は112.9兆円、全産業の12.5%に成長

　

我が国の情報通信産業(資料８参照)の実質国内

生産額を産業連関分析の刊去を用いて推計する、

産業連関分析を行うに当たっては、我が国産業の

部門分類について情報通信産業を十郵便、才電気

通信レ不放送、①情報ソフト、①|青報関連サービ

ス、引貴報通信機器製造、．ﾀﾞ情報通信機器賃貸、

右電気通信施設建設、氷研究の９部門に整理統合

し、情報通信産業を除いた産業を希晴報通信関連

部門とした、

夕闇報通信産業の実質国内生産額の推移([図表丿

　

我が国の情報通信産業の実質国内生産額(注11)は、

10年には112.9兆円となり、全産業に占めるシェア

は12.5%と、我が国の経済活動が低迷を続けた近年

においても、順調に成長を続けている．.

図表･１

　

情報通信産業の実質国内生産額の推移

(兆円)
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②産業別実質国内生産額の比較(図長士)

　

実質国内生産額を情報通信産業と土な産業につ

いて比較すると、情報通信産業は昭和60年に卸売

を、７年には建設を上回った。昭和55年から平成10

年にかけての年平均成長率は情報通信産業が最も

高く7.3%、次いで電気機械の6.6%となっている。

③情報通信産業における部門別実質国内生産額の

　

比較(図表③)

　

実質国内生産額を情報通信産業における部門別

でみると、10年において最も大きいのは情報通信

機器製造の42.5兆円、次いで情報関連サービスの

23.4兆円となっている。昭和55年から平成10年にか

けての年平均成長率をみると、最も年平均成長率

が高いのは情報ソフトの15.2%、次いで情報通信機

器製造の皿8％となっている。
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図表②

　

産業別実質国内生産額の比較
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図表③情報通信産業における部門別実質国内生産額の比較
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10年の情報通信産業の名目粗付加価値額は47.8兆円、全産業の9.4%に成長

①情報通信産業の名目粗付加価値額の推移([ｽﾞI表①]

　

我が国の情報通信産業の名目粗付加価値額(注12)

は、10年には47名兆円となり、全産業に占めるシェ

アは9.4%となった。全産業に占めるシェアは、２

年から７年にかけて一時下落したものの、10年に

は増加に転じた。昭和55年から平成10年にかけて

の、情報通信産業の名目粗付加価値額の年平均成

長率は6.4%となっている。

②産業別名目粗付加価値額の比較(図長音)

　

名目粗付加価値額を情報通信産業と主な産業に

ついて比較してみると、情報通信産業は２年及び

７年において建設の名目粗付加価値額を下回って

いたが、10年において再び建設を上回った。昭和

図表①

　

情報通信産業の名目粗付加価値額の推移

(兆円)
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55年から平成10年にかけての年平均成長率をみる

と、情報通信産業が最も高く6.4%、次いで電気機

械の6.3%となっている。

③情報通信産業における部門別名目粗付加価値額

　

の比較(図表③)

　

名目粗付加価値額を情報通信産業における部門

別でみると、10年において最も大きいのは情報関

連サービスの11.9兆円、次いで情報通信機器製造の

10.2兆円となっている。昭和55年から平成10年にか

けての年平均成長率をみると、最も年平均成長率

が高いのは情報ソフトの13.0%、次いで情報通信機

器賃貸のＬに％となっている。

47.8

２

郵政省資料､｢産業連関表｣(総務庁)､｢産業連関表(延長表)｣(通商産業省)により作成

７
10(年)

(％)

10

８

６

４

２

０



図表②

　

産業別名目粗付加価値額の比較
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昭和55年からの情報通信産業の労働生産性年平均成長率は5.1%

①産業別労働生産性の比較(図表①)

　

10年における情報通信産業の労働生産性(実質国

内生産額＝就業者数バよ2,948万円となっており、昭

和55年以来順調に伸びている、

　

昭和55年から平成10年における労働生産性の年

平均成長率を、情報通信産業と主な産業で比較す

ると、情報通信産業が最も高く5.1%となっている。

　

その他の主な産業について見てみると、電気機

械の労働生産性の年平均成長率は比較的高く4.5%、

次いで鉄鋼の3.0%、輸送機械の2.7%と続いてい

る。

②情報通信産業における部門別労働生産性の比較

　

((図表②)

　

労働生産性を情報通信産業における部門別で比

較すると、昭和55年から平成10年における年平均

成長率の伸びが最も高い部門は電気通信の11.4%で

あり、10年における6.531万円は、昭和55年の値の

約７倍となっている。また、10年における労働乍

図表①

　

産業別労働生産性の比較(昭和５５年を１００とする)
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産性が最も高い部門は情報通信機器賃貸の1億9,615

万[月である。

③産業別全要素生産性(ＴＦＰ: Total Factor Pro-

　

ductivity)成長率の比較([図表享……=･]

　

全要素生産性成長宰(注13)とは、生産に対する寄

与の中で、中間投入・労働・資本の定量的な寄与

以外のすべての要因による生産量の成長率を意味

しており、労働生産性、資本生産性、技術革新の

他、法律や規制等の制度的な要因も含まれる。す

なわち全要素生産性成長率とは、生産量の成長率

から全生産要素の成長率を除いた値である。

　

２年から10年における全要素生産性成長率を情

報通信産業と主な産業について比較してみると、

最も高いのは情報通信産業の18.6%、次いで電気機

械の7.9%、鉄鋼の2.7%となっている。また、全産

業計の全要素生産性成長率が－2.4％であることを

鑑みても、情報通信産業の全要素生産性成長率は

非常に高いことが分かる。
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情報通信産業における部門別労働生産性の比較（昭和５５年を１００とする）

指
数

650

450

250

100

　

50

ﾍﾞタ==郵便……………………

＝こ

　

電気通信………………

一一‥･放送……………………

－＝

　

情報ソフト…………

‥==‥

　

情報関連サービス

　　　

情報通信機器製造

　　　

情報通信機器賃貸

＝○==電気通信施設建設

＝……研究……………………

図表③

-10.0

7.1

一 一 一

55

ニ

　　

ｰ
ﾚ･-一一一

一一一一J一一一‥

　

’/‾
一一二一一一二．＿

　　　

－

　　　

６０

………6,635………

‥‥‥‥9,294‥‥‥‥‥

…‥27,237‥‥‥‥‥

‥…14,394‥‥‥‥‥

●‥‥14,256‥‥‥‥‥

‥…11,411…………

…‥57,907‥‥‥‥‥

…‥10,919‥‥‥‥‥

‥‥‥‥8,791‥‥‥‥‥

-5.0 0.0

　　　　　　　　

･==-･=

　　　

J=･㎜㎜一一‥

　　　　　

。ぶ・三亡三三ｙ

　　

ニ‾ＴニTTT三万ﾛﾌ三こと三土台=〒ヲノ

２

6,615………………8,916……………

15,454……………19,513……………

28,231……………36,251…………

12,080……………14,553…………

16,720……………18,601……………

18,994……………29,018……………

5.0

50,134………

23,886………

11,051………

10.0

62,943……………

17,025………

13,615………

15.0

　　

７

　　　　　

１０(年)

　　

55～10年

　　　

(単位:千円／人)年平均成長率(％)

-…9,230…………9,935…………………………2.3

･40,475………65,310………………………11.4

40,014…………44,756……………

16,596…………18,930……………

18,361

‥38,460‥

123,924…

………17,297･‥･

………14,348…

18.6

19,265……………

47,628……………

･196,150……………

18,409……………

…15,609……………

2.8

1.5

1.7

8.3

7.0

2.9

3.2

□鉄鋼

口電気機械

口輸送機械

口建設

口卸売

口小売

口運輸

口情報通信産業計

口全産業計

20.0 (%)

図表②､③

　

郵政省資料､｢産業連関表｣(総務庁)､｢産業連関表(延長表)｣(通商産業省)等により作成

第
１
節

情
報
通
信
産
業

３

生
産
性

105



106

第
２
章

情
報
通
信
の
現
況

４

一雇

用

７年から10年にかけての情報通信産業の就業者数は微増

①間報通信産業の就業者数の推移(図表①)

　

我が国の情報通信産業の就業者数(注14)は、10年

には382.8万人、全産業に占めるシェアは6.7%と、

７年と比較して就業者数は微増となった。

②産業別就業者数の比較([図表②]

　

10年の産業別就業者数について主な産業をみる

と、小売が最も多く715.6万人、次いで建設の698.3

万人となっている。昭和55年から平成10年にかけ

ての情報通信産業における年平均成長率は、全産

業計の1.6%を上回る2,1%であった。

③情報通信産業における部門別就業者数の比較(図

　

表③)

　

７年と10年の就業者数を情報通信産業における

図表①

　

情報通信産業の就業者数の推移

(万人)４00

350

300

250

200

150

100

50

　

0

部門別でみると、電気通信施設建設(年平均成長率

7.9%)、情報ソフト(同3.9%)、研究(同1.6%)等に

おいて就業者数が増加しているのに対し、電気通

信(同一9.1%バこおいては減少している。 10年にお

いて最も就業者数が多いのは情報関連サービスの

121.5万人、次いで情報通信機器製造の89.2万人と

なっている。また、昭和55年から平成10年にかけ

ての年平均成長率をみると、最も年平均成長率が

高いのは情報ソフトの13.5%、次いで研究の3.3%

となっており、逆に、年平均成長率が最も低いの

は電気通信施設建設の－2.7％、次いで電気通信

の-2.6%である。

二情報通信産業計

二C)二情報通信産業構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

､.､.

　　　　　　　　

DU

　　　　　　　　　

２

　　　　　　　　　

７

郵政省資料､｢産業連関表｣(総務庁)､｢産業連関表(延長表)｣(通商産業省)により作成
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産業別就業者数の比較
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図表③

　

情報通信産業における部門別就業者数の比較
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36.2‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥30.1……………22.6

6.2………………………6.6………………5.9

32.8……………36.8……………………13.5

119.8…………121.5

･87.8……………89.2

5.5…………………6.1

情報ソフト…………………………3.8…………………11.8…………………35.4…………

101.3‥‥‥‥‥‥‥‥‥116.2…………

情報通信機器製造……………58.6…………………83.9…………………99.5

　　　

情報通信機器賃貸………………2.5…………………4.1…………………5.9………………………5.6………………3.8………………………2.3

＝○＝電気通信施設建設………………6.8…………………6.6…………………2.6………………………3.3………………4.2……………………-2.7

　　　

研究…………………………………45.1…………………59.9…………………71.8……………………77.1……………80.8…………………3.3

図表②､③

　

郵政省資料､｢産業連関表｣(総務庁)､｢産業連関表(延長表)｣(通商産業省)により作成
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10年の情報化投資額は２年の1.7倍に成長

　

我が国の情樅化投資の推移をみると以ドのとお

りである

　

なお／|青俗化投資は、産業連関表の｢電

r一計算機・同付属装置｣、｢有線電気通信機器｣、

｢無線電気通信機器｣の背計と定義した。、

①開報化投資(図表い

　

我が国における10年の情報化投資は10.4兆円とな

っており、対前年比では6石％の減少となったもの

図表①

　

情報化投資

(兆円)
１２

１０

　

８！

6.4

10.4

9.3

11.1

10.4

61

４

２

6.1

Ｏニコ

５．７

6.5

の、２年の1.7倍の水準にまで成長している。

②情報化投資比率([図表②]

　

10年の情報化投資対ＧＤＰ比率は2.2%と、７年以

降横這い圏内の動きを続けている。同様に、10年

の情報化投資対民間設備投資比率は12.4%と、こち

らも７年以降横這い圏内の動きを続けている。

図表②

　

情報化投資比率
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図表S･情報化投資の推移
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12.412.5 12.312

1.4

　

1.4

　

1.3

　

1.4

　

1.6

　

2.0

　

211
｡?'?｡｡272

2年

　

3年

　

4年

　

5年

　

6年

　

7年

　

8年

　

9年

　

10年

(単位：十億円､％)

実質GDP
実質民間

設備投資

実質民間

情報化投資

　　　指数

2年を100とする

情報化投資

対ＧＤＰ比率

　情報化投資対

民間設備投資比率

2年 429,986 83,081 6,101 100.0 １．４ 7.3

1　　　3年 446,315 88,338 6,424 105.3 １．４ 7.3

4年 450,877 83,385 5,682 93.1 1.3 6.8

5年 452,282 74,840 6,460 105.9 １．４ 8.6

6年 455,197 70,839 7,342 120.4 1.6 10.4

7年　　　　　　461,894 74,517 9,256 151.7 2.0 12.4

8年 485,219 82,943 10,361 169.8 2.1 12.5

9年 492,954 90,429 11,125 182.4 2.3 12.3

10年 480,587 83,553 10,387 170.3 ２．２ 12.4

図表j～3

　

郵政省資料､｢産業連関表｣(総務庁)､｢産業連関表(延長表)｣(通商産業省)､｢国民経済計算年報｣(経済企画庁)等

　　　　　　

により作成



学生の約３人に２人が起業意識を持つ

　

近年、インターネット関連の企業を中心として、

ユニークなアイデアを核に急成長する企業が出現

してきており、これらのベンチャー企業は、学生

の起業意識を刺激するのにト分なインパクトがあ

ると考えられる。

　

ドy:生起業意識アンケート］において、「将来の起

業意向」について質問したところ、約３人に２人が

「将来起業したい」または「状況によっては起業した

い」を選択しており、学生の起業意識は総じて高い

ことが分かる（図表①）。

　

また、［将来の起業意向］において「状況によって

は起業したい」を選択した学生の挙げた「起業への

障害」としては、「今は自信がない」が42.6%と最も

高く、次いで［経営ノウハウの取得が困難］の

図表①

　

将来の起業意向

起業する

意向はない

33.8%、／

将来起業

したい

13.7%

状況によっては

起業したい

　

.

52.6%

　　

／ﾀﾞ

図表③

　

進路予定(大学４年生のみを対象に調査)

その他(フリー

ターを含む)

独立'起業17.8%

y

荻

……………

ｽﾞ

禁Ｐ゛

図表①～④

　

「学生起業意識アンケート」により作成

20.0%、｢資金調達が困難｣の18.0%が上位となって

いる(図長寸呪

　

しかしながら、比較的起業意識が高いにも関わ

らず、大学４年生の｢進路予定｣において、｢独立・

起業｣を選択した学生はいなかった(図八寸㈲これ

は前述の質問[起業への障害]において挙げられた

｢自信｣や｢経営ノウハウ｣の欠如を補うため、多く

の学生は起業のステップとして｢就職｣｢進学｣等を

選択していると考えられる。

　

また、｢起業する場合に選ぶ産業分野｣について

は｢情報通信産業(情報通信機器製造・ソフトウェ

ア業を含む回を選んだ学生が最も多く、42.8%と

なっている([図表①]。

図表②

　

起業への障害

販路の開

拓が困難

2.0%

核となる

技術開発

が困難

　

’

8.6%

資金調達

が困難

18.0%

人材確保

が困難

1.1%
その他

7.7%

経営ノウ

ハウの取

得が困難

20.0%

図表④

　

起業する場合に選ぶ産業分野

運輸業

0.8%

不動産業ゴ

0.3%

　

／

金融業･保険業

2.3%

　　　

｀

　

建設業一…………

　

2.6%

　　

ブ

製造業(情報通信

機器製造業を除くト

3.8%

　　　

/

　

農林･水産･鉱業

　

5.0%

小売･卸売業･飲食店

　

サービス業(ソフトウェア

11.7% 業を除く

16.4%

情報通信産業(情報

通信機器製造･ｿﾌ

ﾄｳｪｱ業を含む)
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新興企業向けの証券市場、マザーズが創設される

　

情報通信分野は、インターネットや移動通信、

放送のデジタル化等メディアの高度化・多様化が

進展しており、それに伴い新たなサービスが次々

と出現している。他方、技術の急速な進歩や自由

化の進展が相まり、市場も急速に拡大しているこ

とから、ベンチャー企業が大いに活躍できる可能

性の高い分野となっている。

　

しかしながら、資金

調達環境をみると、我が国の情報通信ベンチャー

企業の資金調達は、必ずしも円滑に行われている

とは言い難い。

　

日米両国のベンチャーキャピタルの投資状況を、

ベンチャー企業のステージ別にみると、日米両国

のステージ間の厳密な対比は困難であるが、概ね

米国の方が創設期から早いステージにおいて、ベ

ンチャーキャピタルによる投資が行われているこ

とが分かる（図表①几

　

また、産業別投資状況をみると、米国は通信業、

ソフトウェア・情報処理への出資が全体の50％を

図表①

　

ステージ別投資状況の日米比較

　　　　　　　　

日本(10年度)(単位:億円)

レイダー･－

ステージ

(10年以上)

スタートアップ･

ステージ
(設立～5年未満)

アーリー●

ステージ
(5～10年未満)

図表②

　

産業別投資状況の日米比較

　　　　　　　　

日本(10年度)(単位:億円)

ソフトウェア業5.7% (323)

情報処理サービス業1.6%(90)

農林･水産･鉱業0.3%(19)

建設業7.2%(410)

製造業42.2% (2,409)

越えているのに対し、我が国の通信業、ソフトウ

ェア業、情報処理サービス業への出資は10％にも

満たない状況である([図表②]。

　

こうした中、11年11月、東京証券取引所は｢マザ

ーズ(東証新興企業市場)トMothers:Market of the

high-growthandemerがngstocks)を創設した。

　

マザーズは｢高い成長の可能性を有する新興企業

の資金調達を可能にし、新たな産業の育成に資す

るとともに、投資者に多様な投資物件を提供する

こと｣を目的に掲げており、新しい技術やアイディ

ア等を持ちながらも資金的制約が事業成長を妨げ

ていることが散見されがちな、情報通信分野のベ

ンチャー企業にとっても、今後、同市場の一層の

成長が期待される。

　

12年２月現在、マザーズに上場した企業は以下

の４社であるが、４社の事業内容はいずれも情報

通信分野に関連している(図表③)。

米国(1998年)(単位:十億ドル)

　　　

バイアウト･

　　　

ステージ

　　　

レイダー･

　　　

ステージ

エクスパンジョン･

ステージ

米国(1998年)(単位:十億ドル)

　　　

その他9.2%(1.8)

産業用機械等2.3% (0.4)
小売業7.1% (1.2)

医薬品関連

　　　

13.7% (2.3)八

　　

バイオ技術6.2% (1.0)一

半導体･電子部品5.0％(0.8)

コンピュータ3.4% (0.6)

アーリー●

ステージ

17.0% (2.8)

ソフトウェアー情報処理

34.4% (5.7)

図表①､②

　

我が国は｢ベンチャーキャピタル投資状況調査｣((財)ベンチャーエンタープライズセンター)､米国は｢NVCA

　　　　　　

yearbook｣(National Venture Capital Association)により作成

図表③

　

マザーズに上場した企業と事業内容(12年２月現在)

企業名 事業内容

インターネット総合研究所
インターネットシステム運用技術支援、インターネット技術の受託研究開発及び

ネットワーク機器開発支援等

リキッド｀オーディオ・ジャパン インターネット及びコンピュータを利用した音楽の販売システムの開発及び販売

メツツ コンピュータソフトウェアの開発・販売

クレイフィッシュ 中小企業向けの電子メール・ホスティング・サービス

東京証券取引所資料により作成



人材の活性化と新規事業の創出に向けた取組の一環として
コーポレートベンチャーを活用

　

我が国においては、新たな株式市場の創設や、

エンジェル税制、ストックオプション制度の導入

等により、ベンチャー企業に対する投資環境の整

備を積極的に図っているところであるが、現状で

は、依然として外部からの経営資源の調達が得に

くい状況にある。

　

こうした中、我が国の企業の中では、人材の活

性化と新規事業の創出による会社経営への貢献の

観点からコーポレートベンチャー制度(社内ベンチ

ャー制度)を導入する企業が出てきている。。

　

コーポレートベンチャー制度は、企業にとって

は従業員の活性化や起業家意識の高い従業員を起

業家として独立させ、リストラを進めることがで

きる。また、起業家を目指した野心ある新人社員が

入社することも期待されるなど、メリットが多い。

　

また社会経済にとっても、優秀な人材がベンチ

ャーの世界に流人しベンチャー企業がより一層発

展することで、就労構造の変化や労働力の吸収な

どの効果が期待できると考えられるっ

　

しかしながら現状では、企業としては、ベンチ

ャー企業が軌道にのるまでの間は不採算事業とな

るため、思い切った制度の推進に躊躇しがちにな

る。また、このようなベンチャー企業も親会社の

支援に頼った形の経営に陥りやすい。このため成

功事例は、まだ少ないものの、今後の展開に期待

したい制度である。

　

以下の図表は、コーポレートベンチャー制度を

採用している企業及び情報通信関連の事業内容の

例である。

図表コーポレートベンチャー制度を採用している企業と当該事業内容の例

企業名
　事業会社名

又はサービス名
事業あるいはサービス内容

NTT

ュージーン
インターネット上での複数参加型ネットワークゲーム

を提供するのに必要な、通信ソフトウェア開発ツール

や、サーバープログラムの開発・運用サービス。

サイバーラボ
汎用的なOSに対応したアプリケーションソフトの開

発ツールの提供。

エクスウェイ
本人確認を行う際等に使用される、暗号や電子署名等

の情報を、ICカードに高速で書き込む技術の開発。

沖電気 スカイコム

インターネット上で「キャラクタが喋りながら情報配

信サービスを行うJPush型ソフトウェアの開発、イ

ンターネットによる「医療過誤予防データベースの情

報サービス」。

KDD KDDメディアウィル
テレビ局や番組制作会社向けに、画像品質の試験評価

を自動化するシステムを開発。

ＣＲＣ総合研究所 マイボイスコム

インターネットを利用したマーケティング調査の代行

により、電子商取引を推進しようとする企業の支援を

行う。

東洋情報システム ティアイエス・アイ・メディア
インターネット上のデジタルコンテンツの配信サービ

ス、及び配信のためのシステム開発と運用。

日本電気 テレミディック

通信技術を中心にした各種機器の企画・開発及び、半

導体設計（事例：電話回線でリアルタイム双方向MIDI

通信を実現）。

松下電工
ヴイ・インターネットオペレー
ションズ

デジタル画像をインターネットやイントラネットで管

理するアルバムソフトの販売。

各種資料､各社ヒアリング等により作成
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電気通信事業者数は引き続き増加傾向

　

11年度に新規参入を行った電気通信事業者は

1.218社(10年度は903社)であり、ケーブルテレビ

事業者による第一種電気通信事業への参入、イン

ターネットサービスプロバイダ事業者による第二

種電気通信事業への参入は、引き続き増加傾向に

ある。

　

11年度に新たに許可された第一種電気通信事業

者は94社であり、11年度末累計249社である((図表

①､②)。

図表①

　

電気通信事業者数の推移

　

11年度に新たに登録された特別第二種電気通信

事業者は19社であり、11年度末累計101社である。

このうち国際特別第二種電気通信事業者は96社で

ある（図表①､③）。

　

11年度に新たに届出を出した一般第二種電気通

信事業者は1,105社であり、汁年度末累計7,550社で

ある（図表①､酋万

10年度 11年度 増減

第一種電気

通信事業者

NTT １ ３ ２

KDD １ １ ０

NTTドコモ等 ９ ９ ０

NCC 長距離・国際系 １２ 21 ９

地域系 77 159 82

衛星系 ６ ５ -1

移動系 72 51 -21

小　　計 178 249 71

第二種電気

通信事業者

特別（うち国際特別） 88(84) 101(96) 13(12)

一般 6,514 7,550 1,036

小　　計 6,602 7,651 1,049

計 6,780 7,900 1,120

図表②

　

１１年度に新規に参入した第

　

図表③

　

１１年度に新規に参入した特

　

図表④

　

１１年度に新規に参入した一
一種電気通信事業者

合計９４社

図表土～４

　

郵政省資料により作成

別第二種電気通信事業者

合計19社

気通信役務別内訳

合計1,098社

※

　

複数役務契約の届出会社がある

　　

ため合計は会社数を超える。



第二種電気通信事業者の営業収益は、対前年度比18.3%増

①第一種電気通信事業者の営業収益(図表①)

　　　

②第二種電気通信事業者の営業収益聯1友則

　

第一一種電気通信事業者の、10年度の電気通信事

　　

｢通信産業実態調介｣によれば、第万種電気通仁

業による営業収益(附帯事業収益を除く)は、11兆

　

事業者の10年度の営業収益は9､687億円(対前年ぽ

5,710億円は寸前年度比1.7%増)であった、

　　　　　　

比18.3%増)であった、

　

その内訳は、国内第一種電気通信事業者が11兆

　　

その内訳は、特別第ﾆ種電気通信他業者が2,468

1,866億円([司2.6%増]、国際第一種電気通信事業者

　

億円(同10.1％増)、一般第二種電気通信事業者が

が3,844億円(同18.9%減)であった(付帯事業の収

　

7,219億円(同21.4%増)であった｡

益を含むデータは資利･9参照)。

図表①
(単位：億円、％)

６年度 フ年度 ８年度 ９年度 10年度

国内第一種電気通信事業営業収益 75,151 84,612 98,140 109,042 111,866

対前年度増減率 7.4 12.6 16.0 11.1 2.61

国際第一種電気通信事業営業収益 3,406 3,448 4,670 4,742 3,844

対前年度増減率 3.8 1.2 35.4 1.5 -18.9

合計 78,557 88,060 102,810 113,784 115,710

対前年度増減率 7.3 12.1 16.7 10.7 1.7

郵政省資料により作成

図表②第二種電気通信事業者の営業収益
(単位：億円、％)

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度

特別第二種電気通信事業営業収益 5,152 4,237 6,023 2,241 2,468

対前年度増減率 ３．４ -17.8 42.2 - 10.1

一般第二種電気通信事業営業収益 1,744 1,956 1,476 5,949 7,219

対前年度増減率 15.5 12.2 -24.6 - 21.4

合計 6,896 6,193 7,499 8,190 9,687

対前年度増減率 6.2 -10.2 21.1 9.2 18.3

※１０年刊月に第二種電気通信事業者の区分見直しが行われたため､８年度と９年度の特別及び一般第二種電気通信率

　　

業営業収益の単純比較は不可能。

｢通信産業実態調査｣(郵政省)により作成
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BSデジタル･データ放送事業者８社に業務認定

①地上系放送事業者

　

11年度末現在、地上系放送事業者数は､335社で

ある。その内訳は、テレビジョン放送事業者129社、

中波(ＡＭ)放送事業者48社(うち37社はテレビジョ

ン放送と兼営)、超短波(FM)放送事業者185社、短

波放送事業者２社、FM文字多重放送単営事業者１

社及びテレビジョン多重放送単営事業者７社とな

っている。

　

11年度において、新たに免許を付与されたのは

15社であった。

②衛星系放送事業者

　

11年度末現在、衛星系放送事業者数は146社であ

図表

　

放送事業者数の推移

(社)800

600

400

200

　　　

プ

　　

地上系放送事業者……

二’ト

　

衛星系放送事業者……

＝=０二＝

　

ケーブルテレビ事業者

０

る。その内訳は、BSアナログ放送事業者２社、BS

デジタル放送事業者10社、BSデジタル･データ放送

事業者８社、CS委託放送事業者124社、CS受託放

送事業者２社である。

　

この中で、11年度において新たに業務認定を受

けたのは、BSデジタル･データ放送事業者８社、

CSデジタル放送を行う委託放送事業者13社(標準テ

レビジョン放送)となっている。

③ケーブルテレビ事業者

　

11年度末現在、自主放送を行うケーブルテレビ

事業者は684 {概算値)社である。

　

一一一一

｜”＿－Ｊ－

　 　

＿ ． ・ - ･ “ ｜

‾ 一 一 一 ” 一 卜 ･
一

＝ － = = - = - - - ＝ = - ■ - 八 - -

－ 一 一 一 - － -

　　

６

(単位:社)

‥‥205…‥

…………19

………581

７

………224

…………17

………641

.－ごづ｡I⊆二ご二二二ﾑこ二‾こゴ'こコ｀－jl'･‾‾‾“‾'‾

　　　　

8

　　　　　　

9

･268

‥64

･708

292

…81

720

/二二二二二回

10 11(年度)

319…･･

124…

738…‥

………335

………146

‥‥‥‥‥684

※１

　

地上系放送事業者には､ＮＨＫ及び放送大学学園を含む。

ぞ２

　

衛星系放送事業者には､通信衛星を利用する委託・受託放送事業者両者を含み､ＮＨＫ及び放送大学学園を含まない。
※３

　

ヶ－ブルテレビ事業者は､自主放送を行うケーブルテレビ事業者。

郵政省資料により作成



10年度における民間放送事業者の営業収益は２兆7,700億円

①地上系民間放送事業者

　

地上系民間放送事業者の10年度営業収益は、２

兆4皿4億円(対前年度比4.1%減)と５期ぶりの減収

となった。事業別にみても、すべての業態におい

て減収となった(資料10参照)。

②衛星系民間放送事業者

　

衛星系民間放送事業者の10年度営業収益は、

1,327億円(対前年度比45.4%増)と大幅に増加した。

図表

　

民間放送事業者の営業収益と前年度比増減率の推移

　　　　　　　　　　　　　　

(百万円)

　　　　　　　　　　　　　

3,000,000

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

　　　　　　　　　　　　　　　

０

二地上系民間放送事業者……

　　　　　

増減率（％）……………………

丁‾‾‾つ衛星系民間放送事業者……

　　　　　

増減率（％）……………………

二二コケーブルテレビ事業者……

　　　　　

増減率（％）……………………

　　　　　

合計…………………………………

　　

5

2,078,486

…………-3.3…

…39,256…

特にCSデジタル放送事業においては、引き続き、

加入者の増加を背景として、高い伸びを示してい

る(資料10参照几

③ケーブルテレビ事業者

　

ヶ－ブルテレビ事業者の10年度営業収益は、

1,931億円(対前年度比17.5%増)であった、単年度

黒字を計上した事業者がはじめて５割を超えた(資

料11参照几

　　

６

　　　　　　

７

　　　　　　

８

　　　　　　

９

　　　　　　

１０(年度)

2,141,058………2,280,685………2,468,353……2,546,256……2,441,359

……………3.0…………………6.5…………………8.2…………………3.2………………-4.1

47,003……………59,321

……………10.8………………19.7

………77,469…………98,415

……………23.2………………27.0

…2,195,211‥‥‥‥2,286,476

68,515……………91,286

‥…15.5………………33.2

40,991…………164,380

25.3………………16.6

……………26.2………………15.5………………33.2…

……112,554…………140,991…………164,380

……………14.4………………25.3………………16.6‘‥

…2,452,560………2,677,859……2,801,922･･･

‥‥‥‥132,713

……………45.4

………193,114

……………17.5

…2,767,186

※１

　

衛星系民間放送事業者は､放送衛星を利用する２社と通信衛星を利用する委託放送事業者を含む(ただし､ＣＳ放送事業

　　　

者については､委託放送事業に係る収益のみを計上)。

※２

　

ケーブルテレビ事業者の対象は､営利目的の事業者であ０､通信事業収入等ケーブルテレビ事業以外のものを除外する。

郵政省資料により作成
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全産業の設備投資額の約１割を占める

　

｢通信産業実態調査言郵政省バこよると、10年度

における通信・放送産業の設備投資額は４兆2,829

億円(対前年度比4.0%減)と、２年連続で前年度比

減となった。 11年度における通信・放送産業の設

備投資計画額も、４兆162億円(同6.2%減)と、10

年度実績から更に減少する見込みとなっている。

しかしながら、我が国の経済低迷を背景に元年度

以降の全産業の設備投資加減少しているにもかか

わらず、通信・放送産業の設備投資額は６年度以

降における移動通信事業者の積極的な設備投資に

伴い、全産業と比較すれば依然として高い水準を

図表①

　

通信・放送産業と

200

指

数150

100

50

０

｜

ｉ

維持していると評価することが出来る。

　

また、通信・放送産業の全産業に占める割合の

推移は、９年度において一旦減少したものの、そ

の後は増加傾向にあり、11年度には10.4%の見込み

である([図表半]。

　

なお、10年度の設備投資額の内訳は電気通信事

業者４兆302億円は傾け|二度比3.5%減)、放送事業

者2.527億円(同皿7％減)となっている。

　

元年度以降の設備投資額を主な産業と比較する

と、通信・放送産業はリース業、電力・ガス業に

次いで高い水準となっている(図表口几

１００とする)

179.0 171.8

152.7

　　　

112.9

　

119り１６７……皿

　　　　　　　　　　

-=

　　　

ふ･＝
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－
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49,192

448,127

　　

11.0

　　

9

　

44,637

450,966

　　　

9.9

φ

　

リ年度の設備投資額(計画)は､実績(確定)頷ではなく､｢通信産業実態調査｣調査時点での計画額による。

図表②

　

通信・放送産業と主な産業の設備投資額の推移

(兆円)９
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□年度の設備投西部(計画Jは､実績(暗足丿頷てはなく汀通信産業実態調査)調査時､岬での計画謳による、

図表１、２｢通信産業実態調査｣(郵政省)､｢法人企業動向調査｣(経済企画庁)により作成
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11年７月にＮＴＴの内:編成が実施された

　

我が国の電気通信市場における公正有効競争を

促進するとともに、競争が激しさを増す|[ﾋ賜市場

における我が国の国際競争力の向上を図るため、

11年７月にＮＴＴの再編成が実施された。

　

事実11の独占状態になっているＮＴＴの地域通信

部門(県内通信)と競争状態にある長距離通信部門

(県間通信)が分離されるとともに、地域部門は東

西の２社体制となり、それぞれＮＴＴ持株会社の傘

下として別会社化された。

　

このほかにも電気通信分野における世界的な競

争が激化する中で、我が国の電気通信市場におい

ても、国際競争力の向tこ等を図る観点から、事業

者間の今併等による業界再編が進んでいる｡､11年

の主な動きは以下のとおりである。

　

第く電電(ＤＤＩ)、ＫＤＤ、日本移動通信(ＩＤＯ)の３

社は12年10月に合併する予定である。合併によっ

て誕生する新会社は、連結売上高２兆円を越える

図表

　

11年における

国際通信

ケーブル･アンド･ワイヤレス

　　　　　　

IDC

ａ↑

ヶ一ブル･アンド･ワイヤレス
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●

●

鋤
寸
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長距離通信

　

ＮＴＴコミュニケーションズ

(11年10月ＮＴＴ国際ネットワークと合併)

叶

　　

第二電電(ＤＤＩ)

･･●

　　　　　　

KDD

(１０年12月テレウェイと合併)

国内第２位の総合通信会社となる。

　

また、外資系電気通信事業者においても積極的

な国内市場への進出が見られる。

　

ブリティッシ

ュ・テレコム(英国)とＡＴ＆Ｔ(米田)は、日本テレ

コムに対して合計30％の出資を実施し、日本テレ

コムが両社の日本における代理店の役割を担うこ

ととなったほか、ケーブル・アンド・ワイヤレス

(英国)による国際デジタル通信(ＩＤＣ)の買収が実施

された。

　

放送分野における事業者の動向としては、通信

衛星(CS)放送の日本デジタル放送サービス(サービ

ス名：スカイパーフェクＴＶ)とディレクＴＶジャパ

ン(サービス名：ディレクＴＶ)が、両社の事業を統

合することを発表した、､統合後、ディレクＴＶジャ

パンは12年末までに清算され、我が国におけるcs

放送事業は日本デジタル放送サービスの１社に集

約されることとなった。

　　

地域通信

コ絆⑩（）

∩NTTSH*コ

移動通信

○四
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(英国)

郵政省資料により作成
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財政は引き続き厳しい状況、郵便営業収入は３年ぶりに増加

　

郵便事業の財政状況についてみると、７年度に

は、単年度損益、累積損益とも黒字幅は拡大した

ものの、この年をピークに単年度利益が減少に転

じた。９年度には、戦後初めて収益が前年度実績

を下回ったことから、単年度利益が大幅に減少し、

10年度も引き続き収益が対前年度マイナスとなっ

たことから、５年度以来５年ぶりに625億円の単年

度赤字となった。

　

11年度においては、予算上(補正後)689億円の赤

字を計上し、また、12年度予算においても、11年

図表

　

郵便事業の財政状況(推移)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(億円)
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収益………………………………

　　　　　

対前年度増減率(％)

　　　　

(内)郵便営業収入…………

　　　　　

対前年度増減率(％)･

　　　　

費用………………………………

　　　　　

対前年度増減率(％)一

二単年度損益…………………

＝○＝累積損益………………………

※

　

実績速報値

郵政省資料により作成

度予算(補正後パこ比べて286億円の改善をしている

が、403億円の赤字を見込んでいる(図表)。

　

しかし

ながら、11年度の郵便営業収入は、２兆528億円

(対前年度比0.3％増、速報値)と３年ぶりに増加し

た。

　

このような厳しい状況を踏まえ、郵便事業では

新郵便番号制の着実な推進や情報化･効率化など経

営基礎体力の強化を推進していく中で、増収と経

費節減に努め、健全な事業財政の維持に努めてい

くこととしている。

ロノつ
レロ白

7年度決算

　　

8年度決算

　　

9年度決算

　　

10年度決算

　

１１年度補正予算12年度予算
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JIHの運用開始で国際網との相互乗り入れが容易に

　

国内の電気通信網は、11年４月にＫＤＤによる

lOOGbpsの光海底ケーブルJIH (Japan Information

Highway)の運用が開始されたことで、高速な国際

網との相互乗り入れが容易となり、本格的な高速

ネットワーク時代を迎えようとしている。

　

各電気通信事業者においてはさらに、将来的な

トラフィック増加を見込み、大都市間の伝送帯域

の増加やWDM (Wavelengh Division Multiplexing：波

長分割多重)網の増設を計画している。

　

11年２月に電力会社系ＮＣＣ１０社が連合して設立し

た｢パワー・ネッツ・ジャパン｣では、11年12月よ

り、DWDM { Dense Wavelength Division Multipleχ-

ing : 高密度波長分割多重パこよるlOOGbps (東京一名

古屋一大阪、サービス開始当初は、25～lOGbps程

度)のバックボーンの構築を進めており、12年夏に

運用開始を予定している(図表①)。

図表①

　

国内における基幹網

　

我が国周辺の国際海底ケーブルについても、イ

ンターネット等のトラフィックの増加に対応する

ため、増強が図られている（［図表②］。

　

また、

ＤＷＤＭ技術により、日本、台湾、韓国、中国、香

港、マレイシア及びシンガポールをループ状に結

ぶ光海底ケープ｀ルであるＡＰＣＮ２の構築が1999年６

月に始まり、2002年に運用開始が予定されている。

このＡＰＣＮ２はループ構成であるため、一部に障害

が起こっても瞬時に自動復旧する機能を持つ信頼

性の高いケーブルシステムであり、回線容量も

l,280Gbpsまで拡大が可能である。完成後は、現在

建設中のChina-USケーブルネットワークやJapan-

USケーブルネットワーク等と接続されることにな

っており、今後ますます増加が見込まれるアジア

から米国への通信需要への対応が可能となる（図表

③）。

伝送ノート

ＮＴＴ網

ＮＴＴ網(高速)

ＫＤＤ網

-ＫＤＤ網(JIH)

　　　

ＤＤＩ網

-JT網

　　　

DWDM網(一部予定)

各社資料により作成



図表②

　

日本周辺の国際海底ヶ－ブル網(２０００年２月現在)
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名称 伝送容量(bps) 距離(km) 運用開始(年) 陸揚げ地

TPC-3 840 M 9,070 1989 日本(千倉)､米国(グアム､ハワイ)

TPC-4 1.12G 9,850 1992 日本(千倉)､米国(ポイント･アリーナ)､カナダ(ポートアルバニー)

TPC-5CN １０Ｇ 25,000 1995､1996 日本(宮崎､二宮)､米国(バンドン､サンルイス･オビスポ､ハワイ､グアム)

NPC 420 M 30,000 1990 日本(三浦)､米国(パシフィックシティ.セワード)

APC 1.68G 7,500 1993 日本(宮崎､三浦)､台湾(頭城)、香港､マレイシア､シンガポール

APCN １０Ｇ 15,000 1996､1997 日本(宮崎)､韓国(釜山)､台湾(頭城)､香港､フィリピン､マレイシア､シンガポール､タイ､インドネシア、

オーストラリア

R-J-K 1.12G 1,715 1995 日本(直江津)､ロシア(ナホトカ)､韓国(釜山)

H-J-K 560M 4,600 1990 日本(千倉)､韓国(済州島)､香港

C-J FOSC 560M 1,250 1993 日本(宮崎)､中国(南匯)

FLAG １０Ｇ 27,000 1998 日本(二宮)､韓国(巨済)､中国(南匯)､香港､タイ､マレイシア､インド､アラブ首長国連邦､ヨルダン、

エジプト､イタリア､スペイン､英国

SEA-ME-WE 3 20G 38,000 1999 日本(沖縄)、韓国(巨済)、中国(上海､泊頭)、台湾(頭城､枯山)、香港､マカオ､フィリピン､ブル

ネイ､ヴィエトナム､シンガポール､マレイシア､インド｀ネシア､オーストラリア､タイ､ミャンマー､スリラ

ンカ､インド､パキスタン､アラブ首長国連邦､オマーン､ジブチ､サウジアラビア､エジプト､トルコ、

キプロス､ギリシャ､イタリア､モロッコ､ポルトガル､フランス､英国､ベルギー､ﾄﾞｲﾂ

PC-1 160G 20,900 2000 日本(阿字ヶ浦､志摩)､米国(ノーマ･ビーチ､トロ･クリーク)

China-US CN 80G 30,000 2000 日本(千倉､沖縄)、中国(崇明､泊頭)、韓国(釜山)、台湾(枯山)、米国(バンドン､サンルイス･オ

ビスポ､グアム)＜注:米国本土～グアム問については2000/第3四半期に運用予定＞

図表③･

　

計画中の主な国際海底ヶ一ブル網(２０００年２月現在)

名称 伝送容量(bps) 距離(km) 運用開始(年) 陸揚げ地

Japan-US CN 80G 21,000 2000 日本(志摩､丸山､北茨城)､米国(ポイント･アリーナ､サンルイス･オビスポ､ハワイ)＜敷設済みであ

るが､運用は2000/第4四半期を予定＞

日本一香港問

ケーブル

2.56T - 2000末 日本､香港

日豪間ケーブル 320G - 2001中 日本(丸山､志摩)､グアム､豪州(オックスフォードフォール､パディントン)

APCN2 1,280G - 2002 日本､台湾､韓国､中国､香港､マレイシア､シンガポールをループ状に接続

図表②､③ 各種資料により作成
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インターネットの爆発的普及に伴い、IP化か加速

　

近年のインターネットの急速な普及に伴い、イ

ンターネット上のトラフィックが急激に増加して

いる。各ISPが回線確保のため相互に接続しトラフ

ィックを交換するIχ(internet Exchangeバこついて、

国内最大規模のNSPIXP2における一日の平均トラ

フィックデータの推移をみると、一年間でトラフ

ィックが約２倍に増加している([図表①]。また、

一般家庭をはじめとした個人ユーザーにもインタ

ーネット利用が普及しはしめた８年と、12年のア

クセスポイント数を比較すると、20倍以上拡大し

図表①

　

ＮＳＰＸＩＰ２のトラフィック推移

－
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WIDEプロジェクト資料による

図表③

　

主な通信事業者におけ

ており、インターネットアクセスに対する需要の

高まりがうかがえる(図表②)。

　

このような、インターネットに代表されるデー

タトラフィックの急速な増大により、従来の回線

交換方式を基本とする電話網に対し、音声をIP

(InternetProtocol)パケットに変換し、データトラ

フィックの一種として扱うことで、高速ルータを

用いたパケット交換方式を基本とする汐網を基幹

網として構築する動きが、主な通信事業者の間で

活発になっている([図表③]。

図表②

　

インターネットアクセスポイント数の推移

(か所)
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9年

　　　

10年
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5,004
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2,598

　

‥
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･E･| アナ[]グ接続は｡8年|こ関しては14 4k[DpS以上｡9年以降|こ閏し

　　　　

ポイントを軍計した｡

　　

※２心ＤＮ接続は､38 4kbps以上のアクセスポイントを累計した。

インプレス資料により作成

ては28 SkbDS以上のアクt2ス

NTT
ATMベースの基幹網を保有しており、波長分割多重をコアネツトワークに導入する意向。

将来はIP overSDHとＷＤＭ技術を提供予定。

日本テレコム(PRISM)※1
IP overSONET(将来的には|PoverWDM)技術を用い、基幹ネットワークをIP網化する。

2000年早期から、稼動予定。 10数年かけて、既存の電話網を置き換える計画。

KDD(KTH21)※1

IP技術をベースとしたテラビットレベルの超高速伝送を行う基幹網を構築予定。当初は

SDHを介さずATMをＷＤＭに直結するネットワークとし、将来的にはIP over WDMへの統

合を検討。 2010年には、現在と同コストで通信トラフィックを100～1,000倍処理可能な

コアネットワークの全国展開を目指す。※２

パワーネッツ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(PIN)※1
電力系通信事業者10社により、IP over WDMの技術を用いたIP網を構築し、2000年に実

用化予定。実証試験を通じ、実用化に向けて推進中。

DDI
ＷＤＭを用いたIP網を構築し、2002年に商用化予定。携帯電話、PHSによるデータ系通信

にも対応。※２

　

※I

　

C

　

ﾗ内は､ネットワークの名称

　

※２

　

ＫＤＤに合併予足のため､計画調整中

各社資料により作成

関連サイト:WIDE/NSPIXP (http://jungle.sfc.wide.ad.jp/NSPIXP/)



アクセス方法の多様化が進む

　

公衆網にアクセスするための加入者網は、従来、

電話回線を中心に構成されてきたが、近年のイン

ターネットの普及等に伴い、高速データ通信の需

要が高まっており、加入者網の多様化が急速に進

んでいる([叉1表]。

　

FTTH (Fiber to the Ｈｏｍｅ)は、加入者宅まで光フ

ァイバを敷設し、高速・大容量伝送を可能とする

ものであるが、これにはかなりのコストがかがる

ため、メタリックケーブルと光ファイバの複合型

であるPDS (Passive Double Star)方式等の導入・実

証試験が進められている。

　

また、ＮＴＴグループで

は、松下電器産業、松下通信工業と共同して、12

年４月から１年間、金沢市(石川県)において、

ＦＴＴＨを利用した情報流通ビジネス実証実験を開始

している。これは、金沢市内の約40か所の一般家

庭や商業施設等をＬＡＮ型光ネットワークで結び生

活情報の流通等を行うもので、ユーザーインター

フェースやネットワークと情報家電が調和できる

諸条件や、光伝送機器等の低コスト化を検証する

こととしている。

　

メタル系では、既存のメタリックケーブルにモ

デムを接続して高速伝送を可能にするDSL (Digital

図表

　

アクセス網の分類と伝送容量の比較

Subscriber Line: デジタル加入者線)技術による高速

アクセスサービスが導入されつつある。ＤＳＬには、

ﾄ丿下りの速度が違う非対称型のＡＤＳＬや、対称型

のSDSLがあり、低コストで高速インターネットア

クセスを実現する等の実用性の高さから、米国で

は、既に10年からＡＤＳＬを中心にＤＳＬサービスの提

供が本格化されている。我が国では、11年に入っ

てから、四国情報通信ネットワークがSDSLによる

インターネット接続サービスを開始したほか、東

京めたりっく通信(ＡＤＳＬ及びSDSL)及び東西NTT

(ＡＤＳＬ)においても地域限定で定額制インターネッ

ト接続試験サービスを開始した。また、12年度中

には日本テレコムが自社回線を用いたＡＤＳＬサービ

スの提供を予定している。

　

無線系では、FWA (Fixed Wireless Access : 加入

者系無線アクセスシステム)が地域電気通信市場の

競争を促進するとともに、広帯域の情報通信を無

線により可能とするシステムが注目されている。

ＦＷＡでは、光ファイバやメタリックケーブルで構

築されているアクセス回線部分を無線で代替する

ため、ケーブル敷設の必要がなく、ネットワーク

構築コストを抑えることが可能である。

分類 名称 伝送速度 サービス開始年

有線系

メタリックケーブル

固定電話 電話サービス：上り33.6kbps/下り56kbps 1890年～

｢SDN(64kbps) 64kbps 1988年～

xDSL

ADSL:上り16kbps～IMbps/下り1.5Mbps～9Mbps程度

SDSL:1対で1.5Mbps～2Mbps

HDSL:2対で1.5IVlbps～2Mbps

vDSL:上り最大2.3Mbps程度／下り最大52Mbps程度

1999年～

光･メタル併用

　　HFC

(CATV構成)

CATVインターネット:30Mbps (上りlOMbps/下り40Mbps)

HFC:50Mbps程度

電話利用1996年～

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用1997年～

ADS

PDS

　ss

～144kbps

STM-PDS : 64kbps～数Mbps

ＡＴＭ-ＰＤＳ：数Mbps～数lOMbps

数lOMbps～Gbps

　実証実験中

TTシステムについ

ては､1998年より

サービス開始光ケーブル

ISDN(1.5Mbps) 1.5Mbps 1989年～

無線系

固定系
FWA(WLL) ～156Mbps 1999年～

高遠光空間通信～IGbps 研究段階

移動系
携帯電話/

　PHS

PHS:32kbps～64kbps

携帯電話:～28.8kbps(PDC)/～64kbps (cdmaOne)

IMT-2000 : 144kbps(高遠移動)⌒-2Mbps (静止時)

自動車電話1979年～

携帯電話1987年～

PHS1995年～
IMT-2000 2001年～

衛星系

衛星移動電話 2.4kbps～9.6kbps 1996年～

衛星通信
LEO : 数kbps (固定利用で数10Mbps)

GEO:30Mbps (上りに電話回線利用可能)
1984年～

各種資料により作成
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事業者の全国的な展開により、携帯・自動車電話の普及が地方でも加速

　

10年度末現在、我が国では携帯・自動車電話は

約３人に１台、PHSは約22人に１台の割合で普及し

ている

　

都道府県別にみると、携帯・自動車電話の普及

率は東京都が最も高く、100人当たり50台を超えて

いる（図表卜いI

　

また、人ﾚ1100人当たりの普及台数

図表①

　

携帯・自動車電話の普及状況（１０年度末現在）

人口1

□

□

□

□

□

□

00人当たりの台数

　　　

10年度末

　

9年度末

50台以上………………………1都

40台以上～50台未満………２府県

　　

１都

35台以上～40台未満………４県

30台以上～35台未満…‥１２府県

　　

２府県

25台以上～30台未満…‥１８道県

　　

８府県

20台以上～25台未満‥…１０県

　　

21道県

15台以上～20台未満

　　

Ｏ県

　　

13県

15台未満

　　　　　　　　

Ｏ県

　　　

２県

が20台未満の県は、９年度木には15県あったが、

10年度末にはなくなり、地域における普及率の底

上げが図られた。一方、PHSについては、宮城県が

最も普及しており、約10人に１台の割合となって

いる、

図表②

　

ＰＨＳの普及状況

　　　　

(１０年度末現在)
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図表土､ｊ

　

各社資料により作成

□
□
國
□

8台以上～10台未満…１都

6台以上～8台未満…４県

4台以上～6台未満‥13道府県

2台以上～4台未満‥19県

□

　

2台未満……………………９県

9年度末

　

１県

　

3都県

　

3県

19道府県

15県

　

6県



宇宙通信のスーパーバードB2が打上成功

①国内サービス

　

第一種電気通信事業者が国内サービスに使用中

の静止衛星（バックアップ用を除く）は、11年度末

現在９機であり、総トランスポンダ（電波中継器）

数は275本である、12年２月には、宇宙通信がスー

パーバードＢ号機の後継機であるスーパーバード

B2号機の打上に成功している。さらに、12年夏に

は、宇宙通信とJSATが、東経110度に共同利用衛星

を打上予定である。

　

衛星の利用分野は、ＪＣＳＡＴ及びスーパーバード

が主に企業内通信、デジタル多チャンネル放送、

衛星インターネット等であり、Ｎ-ＳＴＡＲが離島通信

及び災害時等の迂回用となっているほか、移動通

信サービスにも用いられている。

　

一方、放送衛星は、11年度末現在３機であり、

利用分野はBSAT-laが衛星テレビジョン放送、

図表

　

国内サービスに使用中の衛星の概要

BSAT-lb及びBS-3NがBSAT-laのバックアップ用で

ある、

②国際サービス

　

第一種電気通信事業者が国際サービスに使用中

の静止衛星は、11年度末現在24機であり、総トラ

ンスポンダ(電波中継器)数は797本である([叉|表、

資料12参照卜

③その他

　

以ヒのほか、低軌道衛星として11年３月に運用

を開始したオーブコムジャパンが新たに地球規模

の双方向データ通信及び測位サービスを展開して

いる。また、11年12月に米オーブコム社とカナダ

のテレデシック社が協同して７機の衛星通信の打

上に成功しており、現在オーブコムは35機体制と

なっている。

軌　道 運用会社
CS放送

　利用
衛星の名称

トランスポンダ数 国　際

サービスCバンド KUバンド その他

静　止 JSAT ＪＣＳＡＴ－ＩＢ(ＪＣＳＡＴ－５) - 32 Ka(11) ○

○ JCSAT-2 - 32 - -

○ JCSAT-3 １２ 28 - ○

○ JCSAT-4A - 32 - -

JCSAT－R(バックアップ用) １２ 28 - -

静　止 宇宙通信 スーパーバードーＡ - 23 Ka(3) ○

スーパーバードーＢ - 23 Ka(3) ○

○ スーパーバードーＣ - 24 - Ｏ

スーパーバードーＢ２ - 23 Ka(6) (予定)

静　止 NTT東日本

NTT西日本

NTTドコモグループ

Ｎ－ＳＴＡＲａ※ ６ ８ Ka(11)S(1) -

Ｎ－ＳＴＡＲｂ※ ６ ８ Ka(11)S(1) -

静　止 (株)放送衛星システム BS－4先発機

　(BSAT－la)

- ８(現用4本､残り4本は

　同一衛星の予備)

- -

BS－4先発機

　(BSAT－lb)

- ８ - -

BS-3N - ３ - -

低軌道 ORBCOM(米戸

オーブコムジャパン(日)

Orbcomm - - - ○

　

※

　

N-STARa及びN-STARbのトランスポンダの一部(全KL)バンド及び全Ｋａバンド)lにＪＳＡＴが所有及び運用。

各種資料により作成
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１０

(年度末)

43,809

　

1,111

　　

944

　　

785

　　

322

46,972

　　

19.0

　　　

3

　　　　

4

　　　　

5

　　　　

6

　　　　

7

　　　　

8

　　　　

9

…3,497‥‥‥‥4,098‥‥‥‥5,051‥‥‥‥7,770‥‥14,190‥‥25,975‥…36,192

…1,203‥‥‥‥1,283‥‥‥‥1,326‥‥‥‥1,364‥‥‥‥1,350‥‥‥‥1,296………1,220

…2,473………2,506………1,641………1,325………1,173………1,102………1,024

………91……………90……………78……………77…………303…………527…………729

……310‥‥‥‥‥316‥‥‥‥‥296‥‥‥‥‥298‥‥‥‥‥299‥‥‥‥‥312…………314

…7,574……8,293……8,392･…10,834 17,316･…29,211 39,479

２

[ニコ陸上移動局…………1,916………2,581

∩‾‾‾||アマチュア局………1,027………1,101

□‾‾¬簡易無線局…………2,321………2,410

二基地局………………………73……………84

｢‾¬その他……………………274…………292

　　　

合計……………………5,611………6,468

郵政省資料により作成

　　　　

伸び率(％)……………13.3…………15.3…………17.1…………9.5…………1.2………29.1………59.8………68.7………35.1

ま１

　

陸上移動局ｙ陸上を移動中又はその特定しない地点に停止中運用する無線局(携帯電話等)。
※２

　

簡易無線局ｌ簡易な無線通信を行う無線局(パーソナル無線等)。
※３

　

基地局１陸上移動局との通信を行うため陸上に開設する移動しない無線局(PHS基地局等)。
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携帯電話利用増加に伴い、無線局数は引き続き増加

　

10年度末現在の無線局数(PHS端末やコードレス

　

9,334局(21.0%増）と大幅に増えたほか、基地局の

電話等の免許を要しない無線局を除く。）は、4,697

　

増加も続き78万4,616局(7,7%増）となったことによ

万1,542局（対前年度比19.0%増）となった。これは

　

るものである（図表､資料13､14参照）。

携帯電話の利用増加に伴い、陸上移動局が4,380万

図表

　

無線局数の推移

　　　　　　　　

(千局)

　　　　　　　

50,000

45,000

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

　

5,000

　　　　　

0



コラム２

　

不法無線局

出現数は年々増加傾向

　

不法無線局の出現数は、年々増加傾向にあり、

10年度は45,136件で、前年度より8,820件、24.3%

と大幅に増加した（図表①､3-5-4参照）。

　

不法無線局の主なものには、不法パーソナル

無線、不法アマチュア局、不法市民ラジオがあ

る。これらは、郵政大臣の免許を受けずに無線

局を開設したり、電波法令の基準に合致しない

無線設備を使用したり、違法に改造等したもの

で、10年度の出現数はそれぞれ19,068件（同

図表①

　

不法無線局の出現数及び措置数の推移

　　

(件)

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

※１

※２

※３

44.9%増）、15,726件（同39.4%増）、9,481件（前

年度比8.3%減）であり、全体の98.1%を占めてい

る（図表②）。

　

郵政省では、出現した不法無線局に対し、告

発又は指導等の措置を行っており、10年度にお

ける措置数は、6,528件（前年度比3.0%減）であ

る。また、不法無線局については、警察庁や海

上保安庁と共同で取締りを行っており、10年度

には、162回実施した。

０

　　　　　

６

　　　　　　　　　　　

７

　　　　　　　　　　　

８

　　　　　　　　　　　

９

　

｢不法無線局｣とは､法定の除外事由がないのに郵政大臣の免許を受けずに開設された無線局をいう。

　

｢出現数｣とは､不法無線局の出現を電波の捕捉又は視野等により確認した数をいう。

　

｢措置数｣とは､郵政省が告発又は指導を行った不法無線局数をいう。

図表②

　

不法無線局出現数の内訳(１０年度)

図表①､②

　

郵政省資料により作成

その他

1.9%

　　

不法

市民ラジオ

　

21.0%

　　

不法
アマチュア局

　

34.8%

　　

不法

パーソナル

　　

無線

　

42.2%

１０

　

（年度）

コ
ラ
ム
２

不
法
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地域に 根ざしたコミュニティ放送局が着実に増加

　

11年度末現在の地Ｌ系民間テレビジョン放送局

の開局数については、図表十のとおりとなってい

る。また４年１月に制度化されて以降、増加を続

けているコミュニティ放送の開局数は、11年度末

現在で131局となり、着実に増加している([司表②、

資料15参照]、

図表①

　

民間テレビジョン放送の開局状況（平成１２年４月１日現在）

図表②

　

コミュニティ放送の開局数の推移

　　　　　　　　　　　

(局)

　　　　　　　　　　　

150

120

　

90

　

60

　

30

ＯＯＯ

　　

３

図表ｊ、Ｓ

　

郵政省資料により作成

30

68

二口1チャンネル

□2チャンネル

ロ3チャンネル

ロ4チャンネル

□
□

118

　

(２)

　

(３)

　

(９)

(13)

5チャンネル（１４）

６チャンネル

　

（６）

131

１

４

16

93

こ

１１（年度末）

６

－
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自主放送を行う施設をはじめ、施設数は順調に増加

　

10年度末現在、ケーブルテレビの施設総数は、

　

再送仁のみを行う共聴施設数は６万8.512巾皿9％

6万9､542はヽ｣うf年度比1.9%増)である

　

これを規役

　

坤りとなっており、∩ト放送を行う施設の仲びが顕

別にみると、作目丁施設放はL902(同1.0%増)、届出

　

著である｡

施没数は３万6.113(|"'Jl.8%増)、小規模施設数は３

　　　

今後は、さらにケーブルテレビを高ぼ化するた

万1.527(同2.1%増)となっている　また、突務別に　めに、基幹網の光ファイバ化やフルデジタル化が

みると、白土放送を行う施設数は1.030(㈲5.9％増)、

　

進展していくこととなる(3-3-4(5)参照ト

図表

　

ヶ一ブルテレビ施設数の推移

区

　

分

許可施設※１

届出施設※２

自主放送を行う施設

2,000

1,800

1,600

　

悩23
1,400

1,200！

1,000

800

600

400
200

　　

0

と二二二一一一一'‾‾

740

6

484…

自主放送を行う施設

　　　　　　　　　　　　　

㎜㎜㎜■

　　　　　　　　　　　

=〃==

　　　

=J=--･〃--･-.-----=J･==･=-=-
二心

10

　　

937

７

一一

　　

８

一 一 一

㎜ ■ ㎜ ㎜ ㎜ ㎜

……538……………614‥‥‥‥‥

＝ ＝ ＝ = ＝ 〃 ”

　 　 　

J ＝
＝ ＝ ＝ = J ＝

973

９

1,030

10（年度）

640……………653

再送信のみを行う共聴施設…………1,139………1,200………1,205………1,244………1,249

合計………………………二〇=＝…………1,623………1,738………1,819………1,884………1,902

自主放送を行う施設……………

再送信のみを行う共聴施設

合計……………………………………

小規模施設※３………再送信のみを行う共聴施設

施設総数

※｜

　

許可施設

……256‥‥‥‥‥‥292‥‥‥‥‥‥323･･

32,491‥‥‥‥33,490……34,413｡

32,747‥‥‥‥33,782‥‥‥‥34,736‥

27,236‥‥‥‥28,443‥‥‥‥29,717‥

自主放送を行う施設ニこニニ……………740……………830

再送信のみを行う共聴施設………60,866

　　　

合計…………………………

　　　

対前年度増加率………

…引込端子数50]以上の施設。

………61,606･

…………4.5%…

937

……333‥‥‥‥‥‥377

･35,141………35,736

･35,474………36,113

･30,876‥‥‥‥31,527

………973………1,030

63,133……65,335……67,261……68,512

63,963……66,272……68,234……69,542

3.8%………3.6%………3.0％………1.9%

※２

　

届出施設‥…引込端子数51以上５００以下の施設及び引込端子数50以下の施設で自主放送を行う施設。

※３

　

小規模施設‥･引込端子数50以下の施設で､同時再送信のみを行う施設。

※４「自主放送を行う施設」には､他のケーブルテレビ事業者に施設を提供（チャンネルＵ－ス）して自主放送を行う施設も含乙

郵政省資料により作成
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郵便局ネットワークをさらに充実

　

郵便局は、すべての市区町村に設置されており、

全国にあまねく公平なサービスを提供している。

　

郵便を取り扱う施設数については、11年度末現

在、郵便局は2万万4.768局、郵便ポスト設置数は耳

万5.563本(速報値)、郵便切手順販売所・印紙売り

さばき所は15万1.482か所(速報値)、ゆうパック取

次所は８万3,667か所(速報値)となり、いずれも増

図表①

　

郵便を取り扱う施設数の推移

　　　　　　　　　　　　　

＝○＝ﾆ郵便ポスト

　　　　　　　　　　　　

(本､か所)

　　　　　　　　　　　　

180,000

160,000

郵郵ゆ
便便う
ポ切パ
ス手ツ
ト類ク

　

販堅

　

＝次

　

卵

　

印

　

紙

　

売

　

り

　

さ

　

ぱ

　

き

　

所

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

加している(図表寸､口㈲

　

また、郵政省では、10年６月から、民間運送業

若と提携し、郵便局ネットワークを活用して荷物

(ここに保冷荷物)を郵便小包として届ける協力体制

を築いている。このような業務提携を行っている

事業者は、12年３月末現在13社となっている。

郵便切手類販売所･

　　　

ゆうパック取次所に‾1郵便局

印紙売りさばき所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(局)

166,144

　

167,977

125,027

７

146,965

151,134

　

150,595

］

０

24,693

］

･==･==J

　　

=㎜㎜㎜
○

9

］

０

151,482

11(年度)

25,200

25,000

24,800

24,600

24,400

24,200

24,000

※

　

郵便ポスト｡郵便切手類販売所･印紙売りさばき所及びゆうパック取次所のＵ年度の数値につい

　　

ては速報値。

図表②

　

郵便局数の推移

郵
便
局
数

区別　　　　　　　　　年度末 ７ ８ ９ １０ １１

普通郵便局

集配局 1,260 1,262 1,265 1,257 1,256

無集配局 59 59 59 58 55

小　　計 1,319 1,321 1,324 1,315 1,311

特定郵便局

集配局 3,692 3,682 3,655 3,656 3,651

無集配局 14,962 15,029 15,109 15,176 15,227

小　　計　　！　　　18,654 18,711 18,764 18,832 18,878

簡易郵便局 4,614 4,606 4,605 4,589 4,579

｜合　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　㎜㎜㎜■

24,587 　　　　　24,638
-

24,693 24,736 24,768

図表土､S=

　

郵政省資料により作成



携帯・自動車電話、ISDNが引き続き成長

　

我が国の主要な電気通信サービス（資料16参照j

の現況についてみると、固定通信については、携

帯電話の急速な普及等により、東西ＮＴＴの加入電

話契約数及び公衆電話の施設数が、減少を続けて

いる。

　

また、インターネットの普及により、高速大容

図表

　

主要な電気通信サービスの概況

1890　　1900　　1910（、

聖
震

1890加;

　1900

k電話(ＮＴ

公衆電話

1906

ヤ
レ
ソ

ソ

ヤ
レ

ヤ

ソ

ソ

移
動
通
信

う
∩＼｜

ゾ
へ

量のデータ伝送が丿f能な】SDNIIII線数が急増してお

り、専用サービスについても、人容限回線に需要

がシフトしている。

　

移動通信については、携帯・自動l卜電話の契約

数が爆発的に増加している一方で、無線呼出しの

契約数は前年同期よりほぼ半減している、。

1950

　　

1960

　　

1970

　　

1980

　　

1990

　

2000（年）契約数等

長距離中継電話(ＮＣＣ)

　　　　　　　　

1987

　　

，

　　　　

地域電話(ＮＣＣ)

　

F

　　　　　

F

　

1988

　

＝

　

＝

　　　　　

j

　　　

ISDN

　　　　　　　　　

1988

　

，

5,729万契約(11年9月末)

事業者数:2社

4,334万契約(11年9月末)

事業者数:3社

5｡2万回線(11年9月末)

事業者数:4社

520.4万回線(11年9月末)

事業者数:11社

一般専用サービス

　　　　

高速デジタル伝送サービス

　　　　　　

y

　　　　

1984

国際専用サー1年!｀ス

　　　

：
１

携帯･自動車電話

　　　

1979

　

無線呼出し

1968

74.4万台(11年9月末)

事業者数:3社

83.5万回線(10年度末)

事業者数：１４社

25.5万回線(10年度末)
事業者数：１６社

1,696回線(10年度末)

事業者数:3社

　

PHS
1995

5113.9万契約(11年度末)

事業者数:30社

570.7万契約(11年度末)

事業者数:20社

207.1万契約(11年度末)

事業者数:28社
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加入電話等相互間の通話の割合が減少

　

10年度の加人電話等、携帯・自動車電話及びPHS

　

が着信を上川る傾向にある。

の相互通話状況についてみると、加入電話等相互

　　

加入電話等、携帯・自動車電話及びPHSからの着

間の令通話に占める割合は67.4%で、対前年度比

　

信先については、９年度はいずれも加入電話等が

瓦8ポイント減少している。、

　　　　　　　　　　　　

最も多かったが、10年度は、加入電話等は加入電

　

一一方、加入電話等と携帯・自動車電話又はPHS相

　

話等、携帯・自動車電話は携帯・自動車電話、PHS

互間の全通話に占める割合は、18.9%で、対前年度

　

はPHSが最も多い状況となっている。

比1.8ポイント増加している｡また、携帯・自動車

　　

また、携帯・｢1動率電話からの着信先について

電話又はPHS相互間の令通話に占める割合について

　

は、加入電話等と携帯・自動車電話とて97.2%を占

も、13.7%と、廿前年度比6.0ポイント増となって

　

めており、PHSからの着信先について乱加入電話

いる([羽表Ｕ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

等とPHSとで86.8%と、携帯・自動車電話とPHS間

　

なお、加人電話等は発信数を着信数が上回って

　

の通話が他の電話サービス問との通話状況に比べ

おり、逆に、携帯・自動車電話及びPHSでは、発信

　

て少ないことが分かる(図表口刊

図表①

　

相互通話状況の推移

(億回) 1,400

　　　　

1,200

　　　　

1,000

800

600

400

200

０

ロ二二］携帯･自動車電話又はＰＨＳ相互間通話……………………

¬加入電話等と携帯･自動車電話又はＰＨＳ相互間通話

二二］加入電話等相互間通話……………

　　　　

合計………………………………………

7.7% 13.7%

17.1%

ぺ
18.9%

75.2% 67.4%

　　　　

9

……………94.1

‥‥‥‥‥‥209.6

921.5…………………

1,225.2…………………

ぞ１

１２

衣B

｢加入電話等｣発の数値には汀公衆電話｣、｢ISDN｣発の数値が含まれている。

｢加入電話等｣着の数値には､｢ＩＳＤＮ｣、｢無線呼出し｣着の数値が含まれている。

｢ISDN｣は、通話モードのみの数値。

図表１･

　

加入電話等、携帯・自動車電話及びＰＨＳの着信先の状況（１０年度）

（億回）950

　　　

900

800

250

200
150

100

　

50

　

0

　　　　

着信

Γ‾‾‾‾‾‾¬ＰＨＳ…………………

二携帯･自動車電話・

二二二］加入電話等…………

　　　　

合計……………………

※｜

け42

ぞ３

発信

　　

9.4…‥

95.4

834.5･

939.3…‥

　

2.8%

　

52.6%

　

ﾌﾟ］

‥携帯･自動車電話‥‥

………………７.0…………

…………131.6…………

…………111.6…………

…………250.2…………

｢加入電話等｣発の数値には､｢公衆電話｣汀ISDN｣発の数値が含まれている、

F加入電話等｣着の数値には丿ISDNJ丿無線呼出し]着の数値か含まれている｡
[旧ＤＮ]は、通話モードのみの数値｡

図表１、ｐ

　

郵政省資料により作成

　　

10

…170.0

…233.4

…834.5

1,237.9

35.1%

(年度)

・合計

　

41.4

233.4

963.1

･1,237.9

PHS

25.0

6.4
17.0

48.4



（２）発信別通話回数・通話時間

加入電話等は減少、携帯・自動車電話は増加

　

10年度の総通話回数は1,237.9億同で、対前年度

比1.0%増となっている。

　

その内訳をみると、加入電話等からの発信通話

回数は939.3億回（対前年度比72％減）と減少してい

るのに対し、携帯・自動車電話及びPHSは、それぞ

れ、250.2億回（同43.3%増）、48.4億回（（司25.4%増）

と増加した（［図表土］。

　

また、総通話時問は、50.8億時間で対前年度比

図表ぐ〔〕発信別通話回数の推移

　　　　　　　　　　　　　　　

(億回)1,300

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1,200

※１

※２

※３

※１

※２

※３

ニココ

1,100

１,０００

　

９００

　

８００

　

３００

　

２００

　

１００

　　　

０

5｡0％増となっている｡

　

これを発信別にみると、加入電話等からの通話

時問は42イ億時間（廿前年度比0.6%減）と減少した。

一一方、携帯・自動車電話及びPHSは、それぞれ7.2

億時間（［司56.1%増］、1.1億時間（同7.1%増）と増加

しており、特に携帯・自動車電話は、急激な伸び

を示している（図表j 2几

　

8

18.9

８

９

38.6‥‥‥‥‥

174.5

ニ.ﾆこご二

　

10

　

48.4

250.2

………1,012.1………………………………939.3

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1,225.2……………………………1,237.9

９

　　　

10

……………113

‥‥‥‥‥‥723

………4,241

‥‥‥‥5,077

(年度)

(年度)

ｊ

-．四
－
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肩
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ロニコ携帯･自動車電話………………………………109.8

□ニコ加入電話等……………………………………1,035.6

　　　

合計………………………………………………1,164.3

｢加入電話等｣発の数値には､｢公衆電話｣､｢ＩＳＤＮ｣発の数値が含まれている。

｢加入電話等｣着の数値には､[ＩＳＤＮ]､｢無線呼出し｣着の数値が含まれている。

｢ＩＳＤＮ｣は､通話モードのみの数値。

図表②

　

発信別通話時間の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(百万時間) 5,500

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4,500

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４,０００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3,500

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1,500

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0

二二二］ＰＨＳ……………………………………………

□二口携帯･自動車電話…………………………

ニコ加入電話等…………………………………

269

4,292

4,611

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥463……………

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4,266‥‥‥‥‥‥

…………………………4,835…………

｢加入電話等｣発の数値には､｢公衆電話｣､｢ISDN｣発の数値が含まれている。

｢力[]入電話等｣着の数値には､｢ＩＳＤＮ｣､｢無線呼出し｣着の数値が含まれている。

｢ISDN｣は通話モードのみの数値。

図表①､②
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携帯・自動車電話及びＰＨＳの通話時間は、夜間がピーク

①時間帯別の通話状況

　

10年度における加入電話、携帯・自動車電話及

びPHSの時間帯別の通話状況については、次のとお

りである。

(i)加入電話の時間帯別通話回数[図表]ﾂﾞ)

　

事務用は、12時から13時までの時間帯を除き、

９時以降18時までの日中の時間帯において通話回

数が多いことが分かる。一･打、住宅用では、18時

以降の夜間の時間帯の通話回数が多く、20時から

21時の問にピークを迎える｡

　

また、ＮＣＣ(ＫＤＤ、第二電電(ＤＤＩ)、日本テレコ

ム(JT)、東京通信ネットワーク(ＴＴＮｅt)、タイタ

ス・コミュニケーションズ(ＴＩＴＵＳ)、ジェイコム

図表①

　

時間帯別通話回数（加入電話）

　

（百万回）

Ｎ
Ｔ

Ｔ

6,500

6,000

5,500

5,000

４,５００

4,000

３,５００

３,０００

2,500

２,０００

1,500

１,０００

□ＮＴＴ(事務用)

□ＮＴＴ(住宅用)

　　

ＮＴＴ全体

=o=NCC

5ｏけむ、=－一台。
１ ２

東京(JCOM東京)の６社合計)では、事務用・住宅

川の区別はないが、日中の時間帯の通話回数が多

いなど、傾向としてはＮＴＴの事務用と類似してい

る､､、

(ii)加入電話の時間帯別通話時間([図表口]

　

事務用は、通話回数と同様に12時から13時まで

の時間帯を除き、９時以降18時までの日中時間帯

において通話時回が長いことがわかる。一方、住

宅用の通話時間は、19時以降の夜間の時間帯にお

いて、目中時間帯にピークを迎える事務用の通話

時間を人幅に上回るなど、19時以降の夜間に著し

く長くなっていることが特徴的である。

＼、

巾

３

　

４

　

５

　

６

　

７

　

８

　

９

　

１０

図表･t

　

時間帯別通話時間（加入電話）

　

（万時間）

　

25 000

　　　

’

　　　

□ＮＴＴ（事務用）

N20'000

　

□;万万j;客用)

Ｔ

　　　　　　

=ｏ=ＮＣＣ
Ｔ１５,000

１０,０００

　

5,000

　　　　

０
１ ２ ３ ４

　

５

１１ １ １３

∩

1

　

15

　

16

　

17

　

1

６

図表j,､'Z>
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3

　

14

　

15

　

16

　

17

　

1

づレ

8 19 20 21 22 23 24

(百万回)

1,５００

1,400

1,300

1,200

1,100

１,000

９００

800

７00

６００

5００

４00

300

2００

1０0

０

Ｎ
Ｃ

Ｃ

(万時間)

6,000

5,000

４,０００

３,０００

２,０００

１,０００
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(iii)携帯・自動車電話、ＰＨＳの時間帯別通話回数

　　　

(図表③)

　

午前中の時間帯にピークを迎える加入電話と比

較すると、携帯・自動車電話は、17時から19時ま

での時間帯にピークを迎えるが、PHSは、これより

さらに遅い22時から23時の時間帯にピークを迎え

ることが特徴的である。

　

また、加入電話の通話回数は12時から13時の時

間帯に一端落ち込むが、携帯・自動車電話、PHSの

通話回数にはこうした傾向はみられない、

(iｖ)携帯・自動車電話、ＰＨＳの時間帯別通話時間

　　　

(図表土)

図表③

　

時間帯別通話回数(携帯･自動車電話、ＰＨＳ)

　　

(万回)

　

220,000
携２００･000

ｔｔｔ１８０,０００

？１６０,０００

自
動
車
電
話

140,000

120,000

１００,０００

　

80,000

　

６０,０００

　

40,000

　

20,000

　　　　　

０
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

　

携帯・自動l卜電話及びPHS双方とも、午前７時以

降、時間の経過とともに概ね増加傾向にあり、

　

い

ずれも22時から24時までの深夜にピークを迎える

ことが特徴的である｡

②通話時間別通話回数([叉1表ずつ

　

１通話当たりの通話時問の分布状況では、携

帯・自動車電話は加入電話と同様の分布を示して

おり、10～20秒程度の通話が最も多い。

　

一方､PHSは10秒以内で終ｒする通話が最も多く、

全体の50％以上がO～20秒程度の通話となってい

る、このことから、PHSは文字メッセージサービス

の利用が多いことが推測される。

(万回)

４０,000

35,０００

３０,０００

25,000

卜

　　

20,000

　

こ

　

15,000

　　　　　

１０,０００

　　　　　

５,０００

　　　　　

０

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

　　　　　　　　　　　　　

(時)

図表④

　

時間帯別通話時間(携帯･自動車電話、PHS)

　　

(万時間)

　　　

6,0００

羅

ｌ

器

5,000

４,０００

３,０００

２,０００

1,000

　　　

○
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

　　　　　　　　　　　　　

(時)

図表⑤

　

通話時間別通話回数(加入電話、携帯･自動車電話、ＰＨＳ)

§
|

話

　　

(万回)
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図表③～⑤）郵政省資料により作成
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区域内及び隣接区域内の近距離通話が多い

　

10年度における加入電話、携帯・自動車電話及

びPHSの距離区分別の通話状況については、以下の

とおりである。

①加入電話

　

加入電話の総通話回数を距離区分別にみると、

同一区域内に終始する通話回数の比率が全体の

60.2%を占めている。また、隣接区域内との通話回

数の比率は14.5%であり、全体の74.7%の通話が隣

接区域までの範囲で行われているが、その他(長距

離)の割合が増加する傾向にある((ｽﾞ|表十、資料17

参照)。

②携帯・自動車電話

　

携帯･自動車電話の通話量を距離区分別にみる

と、通話回数及び通話時間ともに90％以上が、営

業区域内及び営業区域隣接県への通話となってい

図表①

　

加入電話における通話圏の推移(全国平均､通話回数)

(年度)

　　

６

　　

７

　　

８

　　

９

　　

１０

ることが分かる（図表音）。

　

距離区分別に１通話当たりの平均通話時間は、

営業区域内及び営業区域隣接県への通話が１分27

秒、その他の通話は２分44秒と、１回当たりの通

話時間が距離区分が長くなるに従って長くなって

いる（図表才卜

③PHS

　

ＰＨＳの通話量を距離区分別にみると、通話回数で

は約80％が、通話時間では約76％が区域内及び隣

接区域への通話となっている（［図表①］。

　

距離区分別に１通話当たりの平均通話時間をみ

ると、携帯・自動車電話同様に距離区分が長くな

るほど１回当たりの通話時間が長くなる傾向があ

る（図表⑤）。

0

　　　　　　　　　　

20

距離区分別通話回数及

‾

　　　　　　　　　

8.1二

八

　　

総通話回数

　　　　

111.6億回

40

図表②

　

距離区分別通話回数及び通話時間(携帯・自動車電話)

①ｺﾞ犬
ｉ

　

携帯･自動車電話発｡加入電話等着のデータのみで作成｡

図表乙4=

　

距離区分別通話回数及び通話時間(ＰＨＳ)

総通話回数

42.0億回

を･

　

ＰＨＳ発､加入電話等及ひＰＢＳ着のデータのみで作成。

図表①～⑤

　

郵政省資料により作成

　

□営業区域内

　　

及び営業区

　　

域隣接県

　

□その他

総通話時間

28,060万時間

□区域内

口隣接区域

□その他

総通話時間
9,505万時間

　

60

図表③

80 100(％)

１加入者当たりの距離区分別利用状況

(携帯・自動車電話)

通話回数

　

(／日)

通話時間

　

(／日)

平均通話時間

　

(／通話)

l:;l;:;

　

0.80回

　　

1分9秒

　　

1分27秒

　

その他

　　　　　　

0.04回

　　　

6秒

　　

2分44秒

※

　

携帯･自動車電話発､加入電話等着のデータのみで作成。

図表⑤

　

１加入者当たりの距離区分別利用状況

　　　　

(ＰＨＳ)

区域内

隣接区域

通話回数

(／日)

1.21回

-

0.26回

通話時間

　

(／日)

平均通話時間

　

(／通話)

１分30秒

　　

１分15秒

　　

24秒

　　

１分33秒

　

その他

　　　　　

0.37回

　　　

35秒

　　

１分35秒

※

　

ＰＢＳ発､加入電話等及びＰＨＳ着のデータのみで作成。



束京都、大阪府、愛知県相互の総通話回数のＮＣＣシェアは60％を超える

　

淑叫ＮＴＴ加入屯話契約数は、11年９月末現在、

5､729万契約(対前年同期比3.9%減)となっており、

前年に引き続き減少し、減少帽も拡人しつつある。

　

また、加人電話契約を事務川と住宅用に分ける

と、卜年９月末現在、=事務用は1.598万契約(対前

年同川比8.6%減)、住宅用は4,130万契約(同2.0%

減)となっている(図式Ｕﾕ

　

長距離系ＮＣＣ及び地域系ＮＣＣの契約(回線ド故の

推移についてみると、長距離系ＮＣＣ(ＫＤＤ、第い七

電(DDI)、日本テレコム(JT)の３社)の電話サービ

スの契約数(中継定詰サービスの個別契約数のＳ什

介計)は、11年９月末現在、4,334万契約(対前年同

期比11.0%増jである｡

　

一方、地城系ＮＣＣ(東京通仁ネットワーク(TTNet)、

タイタス・コミュニケーションズ汀lTUSヘ

　

ジェイ

コム束京(ＪＣＯＭ東京八エムシーアイ・ワールドコ

ム・ジャパン(ＭＣＩＷＣＪ)の４社合計)の川線数につい

ては、11年９月末現化、5.2万回線となっている

　

長

距離系ＮＣＣ及び地域系ＮＣＣの契約(回線)数は、[所行

ともに東西ＮＴＴ加人電話契約数の減少とは址照的

に増加傾向にある(図衣白)。

　

なお、ＴＴＮｅt及び九州通信ネットワーク(QTNet)

については、中継電話サービスを提供しており、11

年９月末現在、265万契約(２社合計)となっているｰ

図表午

　

東西ＮＴＴ加入電話契約数及び増減率(対前年同期比)の推移

　　　　　　　　　　

(万契約)8,000

7,000

6,000

契5,000

a4,000
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千
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３
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ぶ増減率(％)………4.2………2.9

住宅用加入電話…‥□二]契約数…………3,700･･･3,822

　　　　　　　　　

乙ぶ=増減率(％)………3.8………3.3

加入電話総数…………………契約数…………5,448…5,621

　　　　　　　　　　　　

増減率(％)………4.0………3.2

　

4

1,830
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2.5

　

５
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…１．０

4,030

2.5

5,878

2.0

　

6

1,871

1.2

4,117

2.2

5,988

1.9

※

　

事務用加入電話には､集団電話(事業所集団電話､地域集団電話)を含む。

東西ＮＴＴ資料により作成

図表②

　

長距離系ＮＣＣ及び地域系ＮＣＣの契約(回線)数の推移

　

(万契約)5,000

長

｜
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４．０

２.０

Ｏ

　

増

:ツ

-８．０

　

7
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0.9
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9

1,814

-4.6

4,224

-0.5

6,038

-1.8

※

　

長距離系ＮＣＣについて､IO年度以降の数値は､中継電話サービスの個別契約数の合計｡

各社資料により作成
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10年度の加入電話の総通話回数をＮＴＴとNCC

　

ているが、県問通話回数に占めるＮＣＣのシェアは、

（ＫＤＤ、ＤＤＩ、JT、ＴＴＮｅt、TITUS、JCOM東京の６

社合計）別にみると、ＮＴＴが前年度に比べ17.1%減

少している一方で、ＮＣＣは23.7%増加しており、総

通話回数におけるＮＣＣのシェアは、前年度に比べ

4.6ポイント増の15.7%となっている（図表③）。

　

また、ＮＴＴとＮＣＣは主に県間通話市場で競争し

図表③

　

総通話回数におけるＮＴＴとＮＣＣのシェアの推移

　　　　　

(億回)1,000

800

600

400

200

０

7｡2％

６

[二]ＮＣＣ……………………59.8

150

100

50

　　　　　　　

０

じ二]ＮＣＣ…

7｡7％

７

10年度末現在、48.8% (対前年度比8.2ポイント増）

と着実に増加している。その中でも、東京都、大

阪府、愛知県相互の通話回数に占めるＮＣＣのシェ

アは、63.9% (同4.3ポイント増）となっている（図

表①､⑤）。

８ ９

　

10(年度)

113.6

610.7
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54.1%
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45.9%
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4.7………5.0………5.3｡
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10(年度)

･5.6

･3.2

[二]ＮＴＴ…………………772.8…………782.0…………798.9…………736.7……

図表④

　

県間総通話回数におけるＮＴＴとＮＣＣの

　　　　

シェアの推移

　　

(億回)200

　　　　　　

35.7%

31.3％31.9％

　　　　

40.6%

68.7% 68.1 %l 64.3%I 59.4%

　

6

　　　

7

　　　

8

　　　

9

48.8%

51.2%

　

10(年度)

51.1……55.7･67.1･･･72.6……78.1

二ＮＴＴ………112.4 118.9･121.2
106.2 81.8

図表③～⑤

　

郵政省資料により作成

図表⑤

　

東京都、大阪府、愛知県相互の総通話回数における

　　　　

ＮＴＴとＮＣＣのシェアの推移

　　

(億回)１０

　　　　

－

　　　

………-

二ＮＣＣ………４．４

〔コ‾〕ＮＴＴ…………3.７



I SDN

回線数、トラフィックとも急激に増加

　

ISDNサービスには、64kbpsの伝送速度で同時に

２チャンネル利川可能な基本インターフェースに

よるサービスと、l.SMbpsの高速人容量の通信をNf

能とする一次郎速度インターフェースによるサー

ビスとがある

　

11年９月末現在、基本インターフ

ェースが514万1,汀5回線(対前年同期比64.9%増)、

一次作速度インターフェースが６万2,822㈲線(㈲

59.5%増)と７年度以降、急激な伸びを示している

(図衣丁)。

　

このよな片山としては、ISDNが電話回線に比べ

て鳥速大容吊のデータ伝送が可能であることから、

インターネットやパソコン通仁の利川に適してい

図表↑

　

ＩＳＤＮサービス回線数及び提供地域数の推移

　　　　　　　　　

(回線)
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ロコ基本インターフェース…………

　　　　

ﾛｺｰ次群速度ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ‥‥

　

ＮＣＣ‥‥二驀本インターフェース‥‥‥‥‥

　　　　

ﾆｰ次群速度インターフェース

各社資料により作成

図表②

　

トラフィックの推移
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ること、また、インターネットやパソコン通信に

アクセス中であっても、電話が利用出来ることの

利便性や、導人する際に必要となる接続装置等の

価格が近年低廉化の動きにあること等が要囚とし

て挙げられる。

　

通信料金については、11年10月より、東西NTT

より、企時問帯を対象にしたｰ晶定額料企割引サ

ービスが開始された、さらに、11年11月から、完

令定頌制のサービス乱武装的に始まった。

　

また、トラフィックについても、回線故に比例

して継続的に増加している(図表=2卜
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1,037,384･･ 2,285,601 3,955,487…5,077,609

21,561………33,609………47,708……62,385

・9,448………47,544………78,919………64,217………63,566

㎜ ･ ■ ¶ ｒ ｒ ¶ ¶

6

　　　　

7

622‥‥‥‥‥‥904………

…460

2,043

1,393

17……………22…………274

　

8

1,613
･'759‥‥‥‥‥1,279…

2,902‥‥‥‥‥5,586･‥

2,696‥‥‥‥‥6,516…

　　　

9

・3,653

・2,155･｡

12,511･

16,803

437

　　

10（年度）

・7,160

3,205

24,119

33,428

※１

　

通話回数及び通話時間は､通話モード及び通信モードとも､Ｇ４ｋﾋ〕pｓ及び1,5Mbpsの合計値、
※２

　

通話モードとは音声を送信する場合のモードてあ○、通信モードとはデータ通信の際口使用さ卜うモートて脂う
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データ通信対応型公衆電話が増加

　

公衆電話の施設の総数は、11年９月末現在74万

4,267台(対前年同期比2.6%減)となっており、３年

度以降、連続して減少しているっこれは、携帯・

自動車電話契約数の伸び等が原因であると考えら

れる。こうした中、日本テレコムでは、利用回数

加減少していることに伴い、11年３月末には1,162

台設置されていた公衆電話を廃止することとし、

11年12月末には全て撤去した。

　

一方、通信機能付きパソコン等の屋外利用が増

加したことに伴い、デジタル公衆電話施設数は増

図表

　

公衆電話施設数の推移

(万台)100

90

80

70

60

50

40

30

20
１０

　

０

３ ４ ５ ６

加傾向となっている。 10年２月からは、赤外線通

信機能を持つ公衆電話が設置された。これにより、

外出先でインターネット接続やパソコン通信等を

行う際、ケーブルやモデムなしで通信が可能とな

っている。

　

さらに、11年３月から、現在のテレホンカード

とほぼ同じ大きさで、内部に電話帳機能等の情報

をICチップに内蔵したICカード公衆電話が導入さ

れ、セキュリティ対策等の強化が図られた。

ロデジタル公衆電話及びICカード公衆電話

７ ８ ９ 10 11年9月末(年度末)

　　

(単位:台､％)

年度末 ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 11年9月末

東西

NTT

店頭公衆電話 赤電話 82,102 57,045 35,168 24 ０ ０ ０ ０ ０

街頭公衆電話 青電話 11,062 5,884 2,359 １ ０ ０ ０ ０ ０

黄電話 42,228 19,977 7,243 ２ ０ ０ ０ ０ ０

カード電話 694,807 743,371 775,361 800,745 799,306 793,870 777,200 753,871 743,629

デジタル公衆電話(再掲) 2,807 8,630 22,110 35,469 47,180 71,992 97,464 115,421 114,007

ICカーﾄﾞ公衆電話(再掲) 217 4,504

小計 830,199 826,277 820,131 800,772 799,306 793,870 777,200 753,871 743,629

日本テレコム 875 1,081 1,110 1,150 1,157 1,174 1,213 1,162 581

KDD 50 50 50 52 57 57 57 57 57

合計 831,124 827,408 821,291 801,974 800,520 795,101 778,470 755,090 744,267

増減率 -0.2 -0.4 -0.7 -2.4 -0.2 -0.7 -2.1 -3.0 -2.6

※１

※２

※３

街頭公衆電話は､ボックス型､卓上型の合計。

店頭公衆電話の赤電話は､１００円型､１０円型の合計。

ＫＤＤは１０年12月より､それ以前は日本高速通信。
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発信時間数と着信時間数の差が拡大

　

我が国の国際電話サービスには、国際ダイヤル

　

ビーティー・コミュニケーションズ・ジャパン

通話(自動通話)と国際オペレータ通話(非自動通

　

(ＢＴＣＳ))のシェアは、10年度末現在、39.5% (対前

話)がある。 10年度の発信時間数における自動通話　年度比2.1ポイント増)となっている(図表作)。

と非自動通話のシェアをみると、前年同様95.5%が

　　

国際ＶＰＮサービスとは、企業内線ネットワーク

自動通話である([図表①]。自動通話の取扱地域数

　

を専用線で構築するのではなく、通常の国際通信

は、ｎ年12月末現在231地域となっている(図表

　

ネットワークを利用して構築する世界的な規模の

②)。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

仮想内線網【VPN : Virtua】Private Network)を提供

　

また、国際電話の発信時間数における国際系

　

するものであるっ我が国では、３年度からＫＤＤが

ＮＣＣ(日本テレコム(JT)、ケーブル・アンド・ワイ

　

サービスを開始しており、現在では、JT及びＣ＆Ｗ

ヤレスIDC (C&W ＩＤＣ)(旧国際デジタル通信)、エ　ＩＤＣも加わり、国際通信の３杜でサービス提供を行

ムシーアイ・ワールドコム・ジャパン(MCIWCJ)、

　

つている。取扱地域数は、11年12月末現在、31地

図表① 発信時間数における自動通話と

非自動通話のシェア（10年度）

図表②

　

主な国際電話サービスの総取扱地域数（１１年12月末）

サービス内容 総取扱地域数

電話サービス
国際ダイヤル通話(自動通話) 231

国際オペレータ通話(非自動通話) 235

国際VPNサービス 31

海外から我が国あての国際電話を各種カード
払い又は着信払いにより提供するサービス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　--

我が国の事業者のオペレータを直接呼び出して
行うオペレータ通話 87

ダイヤル通話 69

図表③

　

発信時間数におけるＫＤＤと国際系ＮＣＣのシェアの推移

(年度)

　　

７

　　

８

９

10

竺二

65.9% (10.7億分)

64.5% (11.0億分)

62.6% (11.1億分)

60.5% (11.0億分)

　　　　　　　　　　　　　　　　

0

　　　　　　

20

図表①～③
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図表④

　

国際ＶＰＮサービスの契約数の推移

国際系NCC

34.1% (5.6億分)

35.5% (6.1億分)

37.4% (6.6億分)

40 60

39.5% (7.2億分)

　　

80 100(％)

(年度末)

　　　　

6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

126

　　　　

７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

169

　　　　

8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

206

　　　　

9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

219

　　　

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

226

11年9月

　　　　

0

　　　　　　　

50

　　　　　　

100

　　　　　　

150

　　　　　　

200
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域である(図表か、11年９月末現在の契約数(国際

通信３桂合計)は、230契約となっている(図表す)。。

　

我が国の10年度における国際電話の発着信合計

通話回数(国際迦信５社合計)は、７億7.310万回

(対前年度比3.2%減)であったっ同じく通話時間数

では、33億1,210万分(対前年度比2.8%減)となり、

減少に転しか(図表勺､資料18参照几

　

通話時間数を発着信別にみると、我が国からの

発信時間数は、18億1,617万分(対前年度比2.5%増)

であり、我が国への着信時間数は、14億9,589万分

図表峯

　

通話回数及び通話時間数

　　　　　

（発着信合計）の推移

『

回

4

６ ７ ８ ９ 10(年度)

図表⑥

(億分)

　　

20

１５

１０

５

０

（同8.5%減）となっている。このように、我が国に

おいては発信が着信をll回る発信超過の状態にあ

り、ここ数年縮小傾向にあった両者の差は、拡大

に転じた（［図長与］。

　

また、発信時間数における対地別シェアについ

てみると、引き続き米国が20.9%で第１位となって

いる。上位10対地のうち７地域が近隣アジア諸国

であり、上位10対地で発信時間数の約７割超を占

めている（図表①､=8）。

口発信時間数

二着信時間数17.1

　　

17.7

　　　

16.3

　

「ヨ

　

Ｔ

６ ７ ８ ９

０

10(年度)

図表⑦

　

発信時間数における対地別シェア（１０年度）

　　

図表⑧

　

発信時間数の対地別順位の推移

インドネシア

　　　

2.0%

オーストラリアブ

　　　

2.2%
シンガポールプノ

　　　

2.６ソ

　　

英国一一

　

レ

　　

2.9%

　　

香港－‥

　　

3.4%

　　

ブラジル3.6%

発着信時間数比率

　　

(10年度)

タイ3.8%二

　　

丿

　　

台湾5.0%ニ
－－フィリピン

　　

8.8%

順位

　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

米国

2

3

4

5

6

7

8

9
１０

ベイラン

５

　　　

６ ７

7.●゛χ．......_..、

８

･-

　　

９

　　　　

中国

－

　　

＿韓国

－…………:T｀=フィリピン

　　　　

台湾

　　　　

タイ

　　　　

ブラジル

　　　　

香港

　　　　

英国

………‥………:｀シンガポール

10(年度)

図表⑤｣～'8
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携帯・ 自動車電話、 PHS

携帯・自動車電話サービス契約数は急速に増加

　

携帯・自動車電話サービスの総契約数（ＮＴＴドコ

モグループ及びNCC21桂の介計）は、11年度末現行、

5,1に9万契約であり、廿|斑年㈲期比23.1%増と８年

度から11年度までは年問約1､000万契約のペースで

増加している

　

このうち、ＮＴＴドコモグループの契約数は

2､935.6万契約（対前年回川比22.8%増）、ＮＣＣの契

約数は2.178.3万契約(|iij23.5%増）で、ＮＣＣのシェ

図表①

　

携帯・

(万契約)

　

6,000

　

5,000

　

4,000

　

3,000

　

2,000

　

1,000

　　　　

0

　　

□ﾆｺ］ＮＴＴドコモグループ

　　

ニNCC

　　　　　　

合

　

計

各社資料により作成

図表②=･

　

ＰＨＳの契約数の推移

　　　　

(万契約)

800

700

600

500

400

300

200

100

　　

0

150.8

　

7

郵政省資料により作成

４ ５ ６

アは前年同期とほぼ変わらず、42.6%である(図衣

∩

　

一ノムPHSサービスの総契約数(20什の介計)は、

↓1年厦木現在570.7;ﾌﾟ契約け川いﾄ同聞比に％減)で

ある

　

総契約数はり年度をピークに減少が続いて

いるが、減少帆には歯止めがかかっている([刈長

12卜、

７ ８ ９ 10 11（年度末）

102.7………132.2………220.6………493.6･1,096.0･1,798.4…2,389.7…2,935.6

68.5………80.9………212.5………526.8・991.7 1,354.3･1,763.3･-･2,178.3

171.3………213.1………433.1……1,020.4･2,087.7･3,152.7 4,153.0…5,113.9
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契約数が減少する中、発信課金サービスの契約数は増加

　

無線呼出しサービスの総契約数（ＮＴＴドコモグル

ープとNCC19社の合計）は、11年度末現在207.1万

契約と、対前年同期比45.0%減となり、前年に引き

続き大幅に減少した（［図表①］。

　

総契約数をＮＴＴドコモグループ及びＮＣＣ別にみ

ると、11年度末現在、ＮＴＴドコモグループの契約

数は144.9万契約（対前年度同期比31.3%減八NCC

の契約数は62.2万契約（同62.4%減）である。総契約

数に占めるＮＣＣのシェアは30.0％となっている。 11

年度には、ＮＣＣの事業撤退が相次ぎ、シェアも下

図表①

　

無線呼出し契約数及びＮＣＣのシェアの推移

(万契約)

　

1,200

1,000

二IMCC

二ＮＴＴドコモグループ

＝て)＝二ＮＣＣシェア

800

　　

36.9

600

400

200

　　

0

牛

がってきている。 12年１月末現在で、NCC31社中、

17社が事業撤退を決定した。

　

また、無線呼出し契約者が呼出料金を負担する

のではなく、発信者側か呼出料金を負担し、契約

者の月額利用料金を無料又は大幅に低減した発信

課金のサービスが、ＮＴＴドコモグループ及び東京

テレメッセージ等で11年２月より開始された。無

線呼出しの契約数が減少する中、発信課金の無線

呼出し契約数及び無線呼出し全体に対するそのシ

ェアが増加している（図表章㈲

５ ６ ７

図表②

　

発信課金サービス契約数及びそのシェアの推移

　　　

(百契約)

長
距
離
系
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□:ｺ

　

発信課金サービス契約数

＝=ひ==

　

発信課金サービスのシェア

11年3月末

図表･j＼･、S･
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新たな事業者がサービス開始を計画中

　

衛星を利川した移動通信システムには、赤道I-

空約36.000kmの軌道上にある静1ト衛星を利用した

システムと周川衛星を利川したシステムがあり、

両者とも衛星を介した船舶、航空機、平等の移動

通信サービスを提供している。

　

現在、我が国の静止衛星を利用した移動通信サ

ービスは、インマルサット及びＮ-ＳＴＡＲの通信衛星

を介して提供されている、インマルサットミニＭ

は、南極及び北極以外の令|[t界をサービスエリア

として、９年10月よりサービスを開始したっ｡また、

Ｎ-ＳＴＡＲを利用した移動通信サービスはＮＴＴドコモ

グループが目本川内及び海Lこ約200海単までをサー

ビスエリアとして、８年３月よりサービスを開始

した……

図表

　

周回衛星を利用した衛星電話等の概要

　

一丿j、周回衛星は静止衛星に比べて衛星軌道が

低く、端末の小型化・軽早化及び伝送遅延の小さ

な通話が可能である｡

　

周L日|衛星を利川した移動通信サービスは、11年

１月に日本イリジウムが開始した、サービスエリ

アは、地球全体をカバーしており、海11、山岳部

など今まで通信が不可能だった地域での新たな通

信手段として期待されていたが、業績が振るわず、

12年２月、日本イリジウムは清算されることとな

り、３月にサービスを廃止した､つ

　

また、11年３月からオーブコムジャパンが、双

方向のデータ通信及び測位サービスを開始した､､、

グローバルスター及びｌｃｏにおいても、周回衛星を

利用した移動通信サービスを計画している（図表）、

システム名 オーブコム グローバルスター ICO

サービスエリア 全世界 緯度±70度の範囲 全世界

衛星数 28十8(予備衛星) 48十8(予備衛星) 10十2(予備衛星)

軌道高度 825km 1,414knn 10,390km

サービス内容 データ､潮位

電話､データ､無線呼出し、

ファクシミリ､測位

電話､データ､無線呼出し、

ファクシミリ

ｉ　　　サービス開始 11年3月30日 12年度中(計画中) 14年中(計画中)

各社資料により作成
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昨吋卵しﾘ

高速デジタル伝送サービスの回線数が大幅に増加

　

一般専川サービスには、電話やファクシミリ通

信に適したアナログタイプの帯域品目と、データ

伝送に適したデジタルタイプの符号品目がある。

10年度末現在の回線数は、令体で83万4,598回線

け寸前年度比8.9%減)であった(図表二=､資料19参

照)。

　

一方、高速デジタル伝送サービスとは、高速、

人容量の情報伝送が卜f能な専用サービスである。

品目としては、64kbps～6 Mbpsまでの高速品目及

び32Mbps～150Mbpsまでの超高速品目がある｡ﾕ10

年度末現往、回線数は、25万4.589回線はj‘前年度

図表午

　

国内専用サービスの回線数の推移

(万回線)
801

70j

60

50

40

30

20

10

　

0

一 一 一

比31.8%増）であった（資料20参照几ここ数年の傾

向として、一般専用サービス回線数は減少を続け

ており、逆に高速デジタル伝送サービスの回線数

が大幅に増加している。､特に、10年度には、高速

デジタル伝送の回線数が、-一般専用（符号品目）の

回線数を初めて上回った。

　

なお、高速デジタル伝送サービスの総回線数に

おける速度別回線数のシェアをみると、10年度末

現在、全体の９割近くを64kbpsと128kbpsが占めて

おり、比較的低速度の回線に需要が集中している

ことが分かる（同衣ﾄ2卜

▽-一般専用(符号品目)

！

　　

34.4

　　　

34.8

7.1

　

……､ご……

.-●""..J-･

0.86

　　　

1.1

　　　　

1.5

　　　　

2.0

　　　

2.6

　　　　

t.u一一.ﾆ.づ一一J･:二･---･

∠ジごｰごこ一一一………‾二に一一一一一一一ﾌﾞ｀二==二=こ=二＝＝ニニここニご7二……･‾‾‾゛
－

几
２ ３ ４ ５ ６ ７

図表･ｔ

　

高速デジタル伝送サービスにおける回線速度別回線数のシェア(１０年度末現在)

192kbps～150Mbps

　　　　　　　　　

13.1%

図表ｌ、２

　

郵政省資料により作成

128kbps

　

22.9% 64kbps

　

64.0%

卜八

８ ９
10(年度末)



回線数はすべての品目で減少

　

国際専用サービスの総提供回線数(KDD、日本テ

　

(対前年度比0.9ポイントJ削となっている(資料21

レコム、Ｃ＆ＷＩＤＣ及びＮＴＴコミュニケーションズ　参照八

(当時はＮＴＴ国際ネットワーク)の合計)は、川年度

　　

また、10年度米の中・高速符号伝送用回線の回

末現在、1,696回線(対前年度比6.1%減)である、こ

　

線数を取扱地城別にみると、ヒ位４地域の順位は

れを品目別にみると、音声級II｣]線が147回線(同

　

９年度に引き続き変わらないものの、そのシェア

ｙO％減)、電信級回線においても105川線(同18.0％

　

を廿前年度比でみると、首位米国が4.9ポイントド

減)と人幅な減少となった(図表丿)。さらに、巾・

　　

がる一方で、香港、シンガポール、中国がそれぞ

ん圭符号伝送用回線は、1.444回線(|-nj5.1%減)と減

　

れ1.0、L4、2.7ポイント上がった(図表寸卜

少に転じており、総長供回線に｢liめる割合は85.1%

図表①)国際専用回線数の推移

　　　　　　　　　　　

(回線) 1,600

　　　　　　　　　　　　　　　

1,400
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※｜
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0

□音声級回線数…………………

□]電信級回線数…………………

二]中･高速符号伝送用回線数

㈲

　

2

‥…645…

‥…362…‥

‥…625…

ノ

3

　　　　

4

…539……………435…‥

…‥300‥‥‥‥‥‥‥268…‥

･825

］

…328…‥

］

］

６

　　　　

７ ８

285‥‥‥‥‥‥‥189‥‥‥‥‥‥‥190

245‥‥‥‥‥‥‥212‥‥‥‥‥‥‥185‥‥‥‥‥‥‥164

･951‥‥‥‥‥1,103●●,● 1,147‥‥‥‥‥1,317‥‥‥‥‥1,417

９ １０(年度末)

………158‥‥‥‥‥‥‥147

………128‥‥‥‥‥‥‥105

‥…1,521‥‥‥‥‥1,444

音声級回線は､帯域品目で主に電話に利用されている。
電信級回線は､速度200bps以下の符号品目で主にテレタイプ通信､データ伝送に利用されている。

中・高速符号伝送用回線は､通信速度1,200bps～45Mbpsの回線で､主にデータ伝送､高速ファイル転送､テレビ会
議に利用されている。

図表②

　

取扱地域別国際専用回線数比(中・高速符号伝送用回線)

　　　　　　　　　　　

【9年度末現在】

タイ3.9％－

台湾4.3%一

韓国5.7%一

英国6.4%一

中国7.4％－

シンガポール10.8%一

　　　　

タイ3.8%／

　　

台湾4.1%

韓国5.5%

英国5.5%

中国10.1%

【10年度末現在】

シンガポール12.2%

図表①､②

　

郵政省資料により作成
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放送メディアの多様化が進展

　

我が国の放送は、地上放送、衛星放送、ケーブ

ルテレビの３つのメディアに人別される｡。

　

地上放送については、4(1992)年にコミュニティ

放送が、7 (1995)年に外国語放送が、それぞれ導

入されたｴ

　

また、衛星放送については4 (1992)年

にCSアナログ放送が開始、8(1996)年にはCSデジ

タル放送が開始され、12(2000)年12月にはBSデジ

図表

　

主要な放送メディアの概況

ケ

｜
ブ
ル
テ
レ

ビ

』

１

１

１

１

　　

１

｣一一,こ｡＿＿＿＿

郵政省資料により作成

1955

地上系テレビジョン放送

ケーブルテレビ

- - 皿 - - ' － 〃 一 心 - － 一 一 －

タル放送が開始されることとなっている（契約数の

詳細については2-5-3参照トケーブルテレビにつ

いては、比較的規模の大きな施設及び自主放送を

行うものの普及が進んでいる（契約数の詳細につい

ては2-5-4参照∩図表）．

ヶ－ブルテレビ(自主放送を行うもの)

1963

1990 2000(年)

(10年度末)

契約数等

　　　　　

ｊ

--一一一一一一一一j

NHK(2チャンネル）

　

（11年度末）1

[受信契約数:3,687.8万]

　　

（衛星放送を含む。）

放送大学

民放:127社

NHK望
璧

　　　　　1953

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FM放送

　　　　　　　　　　　　　　　　　1969

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コミュニティ放送

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1992

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外国語放送

　　　　　　　　　　　　　　　ＡＭ放送　　　　　　　　　　　　1995

(1925)

　　　(mm力父λ古老

放送大学

民放:127社

NHK

放送大学

民放:51社

民放:131局

民放:4社(東京､]

NHK(2チヤンネJ

民放:47社

m
l

－

　　　　　　ＢＳ放送

1984

CSアナログ放送

　　　　　1992

　CSデジタル放送

　　　　　　1996

ＮＨＫ(テレビ2チ1

[受信契約数:1,0(

民放テレビ:1社(

[加入契約数:250

民放ラジオ:1社(

民放ラジオ:1社(

民放テレビ:120≪

[加入契約数:224

民放ラジオ:11社

民放:51社

民放:131局

民放:4社(東京､大阪､福岡､愛知)

　　　　　　　　　　

(11年度末)

ＮＨＫ(テレビ2チャンネル)

[受信契約数:1,006.9万]

民放テレビ:1社(1チャンネル)

[加入契約数:250.2万]

民放ラジオ:1社(1チャンネル)

｜民放ラジオ:1社(17チャンネル)

民放テレビ:120社(312チャンネル)

[加入契約数:224.8万]

民放ラジオ:11社(174チャンネル)

施設数:69,542

[加入契約数:1,581.7万]

J施設数:1,030

j事業者数:738社

Ｊ［加入契約数:793.6万］

　

，
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音声・文字・図形等を付加した放送サービスが普及

　

テレビジョン放送やFM放送の電波の隙間を利用

して、音声、文字、図形等の情報を送信する放送

サービスが行われている。

　

このようなサービスは、昭和57年に開始された

テレビジョン音声多重放送（ステレオ）が最初であ

り、その後、テレビジョン文字多重放送、FM文字

多重放送、テレビジョンデータ多重放送が開始さ

れた（（図表①）。これらは従来、既存のテレビジョ

ン放送やFM放送とは異なる放送とされていたが、

９年及び11年の放送法改正により、テレビジョン

図表①

　

多重放送の沿革

　　

テレビジョン音声多重放送

　　

昭和５７年

テレビジョン文字多重放送

FM文字多重放送

テレビジョンデータ多重放送

昭和６０年

放送又はFM放送のｰ部として放送することが可能

となった(3-2-2参照)｡

　

また、郵政省は、視聴覚障害若を対象とした字

幕放送及び解説放送について、その普及に努めて

きたところであるが(3-5-1(訓参照)、11年７月の

調査時点における字幕放送の実施状況については

図表②のとおりとなっており、ＮＨＫのほか、地｡ﾋ

民放事業者においても127社中115社において放送

が行われている。

1

1

1

1

1

１

平成６年

平成８年

｜

｜

……－一一争

　

1－－－－－一一一一争

　

｜

　

1

　

I………争

　

｜
９年※１

Ｗ

樫

淡

貰

２

※１

　

９年の放送法改正により､これまで多重放送の免許が必要とされていたサービスのうち､テレビジョン放送の映像又はFM放

　　

送の主音声に伴うもの(例えば､ステレオ放送､２か国語放送)は､テレビジョン放送又はFM放送として放送することが可能と

　　

なった。

※２

　

１１年の放送法改正により､これまで多重放送の免許が必要とされていたサービスのうち､テレビジョン放送の映像又はFM放

　　

送の主音声に併せ送るもの(例えば､文字多重放送におけるニュース､天気予報)は､テレビジョン放送又はFM放送として放送

　　

することが可能となった(テレビジョン音声多重放送に該当するものを除く。)。

図表②
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8.43
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ＮＨＫは総合テレビ､民放は関東牛－５局合計を集計｡放送時間は調査対象期間の1週間Ｏ]年度についてはら月２８日～フ

　　

月４日)の字幕放送時間の合計(再放送等を除く｡几
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BS ・ CSともに 契約件数は順調に推移

①ＢＳ放送

　

現在提供されているサービスは、BSAT-la (BS-4

先発機)を用いたアナログ放送のみである。

　

テレビジョン放送については、ＮＨＫによる２チ

ャンネル、日本衛星放送(ＷＯＷＯＷ)による１チャ

ンネル及びハイビジョン実用化試験放送の１チャ

ンネルの計４チャンネルとなっている。試験放送

チャンネルは、ＮＨＫ及び民間放送７社が交互に放

送を行う分割免許により実施されている。

　

このほかに、衛星デジタル音楽放送(セント・ギ

ガ)がＷＯＷＯＷの無線設備を共用して、PCM

(PulseCode Modulation)音声放送を実施している。

　

契約件数は、11年度末現在、ＮＨＫが1006.9万(対

前年同期比6.4%増)、ＷＯＷＯＷが250.2万(同1.3%

図表①

　

衛星放送の契約件数の推移

(万契約)

1,200

1,000
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０

　　　　

元

　

２

　　

３

　　

４

　　

５

　　

６

図表①､②

　

郵政省資料により作成

７ ８ ９

減)である([図表①]。

②ＣＳ放送

　

デジタル放送については、現在、スカイパーフ

ェクＴＶがＪＣＳＡＴ-3及びＪＣＳＡＴぺを用いて、デイレ

クＴＶがスーパーバードーＣを用いて、番組を提供し

ている(図表②)。

　

アナログ放送については、現在、ＪＣＳＡＴ-2を利用

した１社がＰＣＭ音声放送を提供しているのみであ

り、テレビジョン放送については10年にすべての

委託放送事業者が業務を廃止した。

　

契約件数については、11年度末現在、スカイパ

ーフェクＴＶが182.3万(対前年同期比63.9%増)、デ

イレクＴＶが42.5万(同63.5%増)である(図表①)。

図表② CＳ放送（標準テレビジョン放送）の

内容別番組数（11年３月末現在）

番組情報

　　　　

４

　

その他

　　　　

６

趣味

２6

情報

４3

ニュース

２７

　　

／

108社298番組

娯楽

1６５

教育･教養
２７

５

10

　

11(年度末)



大規模で自主放送を行うケーブルテレビ施設が着実に増加

　

ケーブルテレビは、地上系テレビジョン放送の

難視聴解消のための再送信を中心とした補完的な

メディアとして誕生したが、近年では、衛星放送

の番組の再送仁や自上制作番組の放送を行う大規

模な施設が増加しており、ケーブルテレビのサー

ビスは多様化してきている、

①加入契約数

　

10年度末現在、加入契約総数は1,58↓.7万契約はj゛

前年度比9.2%増八このうち白iﾐ放送を行うものの

加人契約数は793.6万契約（同18.1%増）となってお

り、どちらも着実に増加しているー

　

この自主放送

を行う施設の契約数については、10年度に初めて

総契約数の５割を超えた（図表土卜

②施設規模別契約数

　

引込端r一数が501以しの比較的規模の人きな施設

図表①

　

自主放送を行う施設の契約数の推移

　　　　　　　　　　　　　

（万契約）
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二許可施設刈………………

□二]届出施設蛇………………

ロコ小規模施設（BI…………

　　　

合計……………………………

□二)自主放送を行う施設‥‥

(許可施設)の契約数が増加している､、総契約数に

占める割合も年々増加し、10年度には総契約数の

6よO％を占めている巾|衣２)ﾕ

　

このほか、ケーブルテレビをめぐる動向として

は、弔独のケーブルテレビ事業行が複数の施設を

運営し、広域的な事業展開を行うMSO (Multiple

System Operator)化に進腱傾向が見られる(3-3-4(5)

参照)、また、最近ではケーブルテレビのネットワ

ークを用いて、インターネット接続サービスや

ＣＡＴＶ電話等の通信サービスを提供するフルサービ

ス化か進んでおり、第一種電気通信事業の許可を

取得しているケーブルテレビ事業者は、10年度木

では66事業者であったが、11年度末にはH5事業者

となっている｡｡、
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…5,000,579………6,719,744………7,936,093

ぞ･］

※２

※３

※４

　　

ム

　

自主放送を行う施設の契約割合(総契約数比)

　

==○一自主放送を行う施設の契約割合(全国総世帯数比)：(％)※４

許可施設…引込端子数501以上の施設。

届出施設…引込端子数引以上５００以下の施設及び引込端子数50以下の施設で自主放送を行う施設

小規模施設…引込端子数50以下の施設で、同時再送信のみを行う施設。

全国総世帯数については､｢住民基本台帳人口要覧｣(自治省)による(各年度末時点)。

図表②

　

施設規模別にみた加入契約割合の推移

（年度）６

　　　　

７

　　　　

８

　　　　

９

　　　

１０

6.1%　　　　45.5% 48.4%

5.9%　　　　　43.7% 50.4%

5.4%　　　　　39.1%　　　　　　　1　　　　　　　　　55.5%

4.9叫　　　　　34.9% 60.3%

4.り％　　　　　32.5% 63.0%

　　　　　　　　

0

　　　　　　　

20

図表干､②

　

郵政省資料により作成

40 60 80 100(％)

10.0

０

ロコ]許可施設

|ニ.届出施設

▽‾コ小規模施設
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Ｋ

衛星放送受信契約が1,000万を突破

　

ＮＨＫは、1925年（大正14年）３月、当時の（社）東

京放送局として我が国初の放送（ラジオ）を行い、

その後1950年（昭和25年）には、放送法に基づき設

立される公共放送を行うための法人となって今日

に至っているっ現在、ＮＨＫは、地上波ではテレビ

ジョン（総合及び教育）及びラジオ（第１、第２及

びFM）の５チャンネル、衛星放送（BS）ではテレビ

ジョン（第１及び第２）の２チャンネルによる放送

及びハイビジョン実用化試験放送を実施している。

①受信契約数

　

ＮＨＫの運営財源は、受信契約者が公平に負担す

る受信料によって賄われている。 12年３月末現在、

受信契約総数は3.687.8万であり、このうち一般受

図表

　

Ｎ

二

　

(万)

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

　

500

　　　

0

信契約(有料受信契約のうち衛星放送契約を除く。)

数は2.680.9万(対前年度比1.2%減)、衛星放送受信

契約(衛星契約に特別契約を加えたもの)数は

1,006.9万(同6.4%増)となり、11年度において1,000

万を突破した(図表八

②放送時間数

　

11年度における１日の放送時間は、総合テレビ

ジョン放送、ラジオ第１放送、FMラジオ放送、衛

星第１放送及び衛星第２放送で24時間、教育テレ

ビジョン放送で21時間(12年４月からは24時間)、

ラジオ第２放送は18時間30分(12年10月からは20時

間の予定)である(資料22参照)。

　　　　　　　　　　

５

　　　　　

６

　　　　　

７

　　　　　

８

普通契約……………1,039,792…………970,555…………865,815………799,631

一 一 一

　　　　　　

９

　　　　　　

１０

　　　　　

１１（年度）

………733,101…………667,229…………610,479

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

。

　　　　

--'ﾇ‾‾‾

　　　　

ミ'ﾐｱ●●W

　　　

二カラー契約………27,798,686…27,475,680…27,136,595 26,844,744……26,753,715････26,465,617･････26,198,692

　　　

［ニコ衛星契約……………5,849,485………6,566,667………7,358,788……8,155,854………8,780,647……9,451,022……10,055,635

　　　

二特別契約…………………13,045……………14,267……………16,097…………15,794……………15,391……………13,249……………13,548

※１

　

普通契約：衛星系によるテレビジョン放送の受信及び地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を除く放送受信契

　　　

約。

※２

　

カラー契約１衛星系によるテレビジョン放送の受信を除き,地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を含む放送

　　　

受信契約。

※３

　

衛星契約：衛星系及び地上系によるテレビジョン放送(カラー又は普通)の放送受信契約。

※４

　

特別契約：地上系によるテレビジョン放送の自然の地形による難視聴地域又は列車,電車その他営業用の移動体にお

　　　　

いて,地上系によるテレビジョン放送の受信を除き,衛星系によるテレビジョン放送の受信を含む放送受信契約。

ＮＨＫ資料により作成



多彩な放送メディアを利用して、生涯学習の推進に貢献

　

昭和58年４月、放送大学学園が設置した放送大

学は、東京放送局（東京タワー）と群馬放送局を開

設して、同60年４月から地十｡系テレビジョン放送

及び超短波放送の２系統による関東広域圏（１都６

県）を対象とした授業放送を開始した。10年１月か

らは、東京放送局（東京タワー）からの放送と同じ

放送が、CSデジタル放送により全国で視聴可能と

なっている。ケーブルテレビにおいては、地上放

送及びCSデジタル放送の再送信が行われている。

　

また、全川49か所には学習センターが設置され、

図表

　

放送大学の学生数の推移

　　　　　　　　　　　

(人)

　　　　　　　　　　

80,000

　　　　　　　　　　

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

　　

0

学習指導、番組再視聴、単位認定試験等が行われ

ており、さらに11年４月には、旭川市と北九朴レド

にサテライトスペースが設置され、学習センター

のブランチセンターとして、当面は番組再視聴と

単位認定試験が実施されている､。

　

11年度における１日の放送時間は、庖ヒ系テレ

ビジョン放送、超短波放送及びCSデジタル放送と

も、６時から24時までの18時間で、11年度第１学

期における学生数は73.446名(対前年度同期比＆O％

増)である。

　　　　　　　　　　　　

6

　　　　　　　

7

　　　　　　　

8

　　　　　　　

9

　　　　　　

10

　　　　　　

11(年度(第1学期))

　　

卜二全科駝生………26,050……………25,763……………25,744……………26,449……………26,892……………37,322

　　

0選科履修生………14,697……………20,163……………23,611……………26,271……………25,886……………23,279

　　

0科目履修生…………8,660………………10,120………………10,736………………12,058……………13,691………………11,166

　　

ご研究生……………………59……………………317…………………34……………………37……………………451…………………39

　　

□二]特別聴講学生………2,145………………1,896………………1,906………………1,166………………1,476………………1,640

　　　　　

合計…………………51,611……………57,979……………62,031……………65,981……………67,990……………73,446

※1

　

全科履修生て

　　　

業が認定され,学士(教養)の学位が授与される者。

※２

　

選科履修生(期間１年),科目履修生(期間１学期卜卒業を目的とせす,自分の学習したいテーマに基づいて特定の科目

　　　

を選択して履修する者。

※３

　

研究生Ｉ大学卒業又はこれと同等以上の学力を有する者で,特定事項についてさらに専門的知識を深めるため。１年間

　　　

に渡０選任教員の指導により研究を行う者。

※４

　

特別聴講学生：他の大学・短期大学の学生で,当該大学･短期大字と放送大学との協議の結果,履修を認め弓机仁者。

放送大学資料により作成

　　　　　　　　　　　　　　　　

関連サイト：放送大学(httｐ://ｗｗｗ.u-air.ａｃ.jｐ/hp/)
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ＮＨＫの映像国際放送及び番組配信が、１日24時間に延長

　

外国における受信を目的とした我が国の国際放

送については、ＮＨＫが、短波国際放送である｢ラジ

オ日本｣及び衛星テレビジョン放送による映像国際

放送である｢ＮＨＫワールドＴＶ｣を行っている。

　

また、ＮＨＫ及び民間放送事業者が、ニュース・

情報、娯楽番組等を外国放送事業者又は外国ケー

ブルテレビ事業者に提供する番組配信により、外

国向けの番組提供を行っている､、

①国際放送

(i)短波国際放送(資料23参照)

　

ＮＨＫのラジオ日本は、11年度において、１日延

べ65時間(一般向け:31時間、地域向け:34時間)、

日本語、英語を含む全部で22の言語で、海外各地

の中継局を経由して全世界に向けて放送を行った。

12年２月には、ラジオ日本のニュースをインターネ

ットで音声配信するサービスを試行的に開始した。

(ii)映像国際放送(資料24参照)

　

ＮＨＫは、10年４月から、アジア・太平洋地域を

対象にデジタル方式による映像国際放送を開始し

ており、同年10月からは、アフリカ西部・南部を

除く全世界に放送地域を拡大した([叉1表几11年10

図表

　

ＮＨＫの映像国際放送のエリア(１１年度末現在)

郵政省資料により作成

月には、１日の放送時間を24時間に延長した(月曜

日のＯ時から６時は休止几

　

なお、本放送は、ノンスクランブルの無料放送

である。

②番組配信(資料25参照)

(i)NHK(NHKワールド・プレミアム)

　

11年10月から配信エリアを拡大レ世界67の国

と地域の外国放送事業者又は外国ケーブルテレビ

事業者65社に対して、デジタル方式による番組配

信を行っている。これと同時に、配信時間を１日

24時間に延長した。

(ii)民間放送事業者

　

我が国の事業者が共同出資するＪＥＴＴＶ(ＪａＰａｎ

Entertainment Television)は、台湾のケーブルテレビ

事業者等に対する番組配信を行っている。

　

個別の放送事業者の取組としては、11年７月か

ら、TBSが台湾に向けて、１日約10分のニュース素

材の配信を開始した、これにより、海外に向けて

番組を配信する民問放送事業者は、日本テレビ、

フジテレビとあわせて３社となった。

　　

Astra

　　　　　　

PAS ４　　　　　　PAS８　　　　　　PAS ５

バルト水尹匹
Echo



生活時間帯の変化･多様化に伴い、テレビジョン放送の視聴時間に変化

　

ＮＨＫ放送文化研究所が実施している｢全国仙人視

聴率訓介｣から、11年６月の放送視聴･聴取の現状

を10年前(平成元年６月)及び20年前(昭和54年６

月)と比較すると、以ﾄﾞのとおりとなった、

①視聴･聴取時間((灯衣千)

　

皿年調査によれば、１日当たりのテレビジョン

放送視聴時間(週平均川よ３時間35分となった｡10

年前及び20年前と㈲様、ＮＨＫの視聴時間が約１時

間でほとんど変化がないのに対し、民放の視聴時

問は10年前からは18分、20年前からは27分延びて

２時問35分となった､上一方、１日肖たりのラジオ

放送聴取時間(週ヽﾄﾞ均)は39分であり、10年前及び

20年前と同様、ＮＨＫが15分前後、民放が25分前後

となっている｡

②時間帯別視聴率巾|五口､資料26参照)

　

11年調査から、テレビジョン放送の時間帯別視

聴率(平目)をみると、朝のピークである７時台は、

図表(①

　

放送視聴・聴取時間の推移

10年前及び20年前と比較して低ドし、内訳では、

ＮＨＫ総付加大幅に低ドしたのに対し、民放はト昇

した、また、８時以降午前中の視聴率は令体とし

て上昇している。

　　

リムかつては深夜時問帯に属すると認識され

ていた23待台以降に、１日を締めくくる情報番組

だけでなく、一一般向けのバラエティ番組等が放送

されるようになるなど、この時則帯の視聴率が上

昇した、このほか、この10年間で民放の24時間放

送が定着し、Ｏ時以降の深夜時間帯には、各放送

事業者が幅広い層を対象とする番組ではなく、特

色のある個性的な番組巾心の編成を敷いており、

視聴率はわずかではあるが上昇した｡

　

これらのことから、生活の夜･型傾向が定着する

など、生活時間の変化･多様化が進腱したことに伴

い、テレビジョン放送の視聴に変化が生じたこと

が推測できる｡

＼
テレビジョン放送 ラジオ放送

NHK 民　放 全　局 NHK 民　放 全　局

平成11年 1時間 2時間35分 3時間35分 13分 26分 39分

平成元年 1時間6分 2時間17分 3時間23分 16分 24分 40分

昭和54年 １時間3分 2時間8分 3時間11分 15分 26分 41分

図表②

　

時間帯別視聴率の比較
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図表①､②

　

１１年については｢平成11年６月ラジオ・テレビ番組個人視聴率調査全国結果表｣及び｢放送研究と調査(1999

　　　　　　

年９月号)｣､元年については｢放送研究と調査(1989年10月号)｣､昭和５４年については｢文研月報(1979年

　　　　　　

１０月号)｣(すべてＮＨＫ放送文化研究所)により作成
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地上デジタル放送開始を間近に控え、ＨＤＴＶでの番組制作を開始

　

最近10年問の民放ローカル局の開局や衛星放送

開始等により、特にテレビジョン放送の多メディ

ア多チャンネル化か全国的に進展し、多種多様な

放送番組加提供されるようになった。ここでは、

放送番組の動向について、視聴者に最も身近な地

上テレビジョン放送、多チャンネルのCSデジタル

放送及び高精細度テレビジョンであるハイビジョ

ン(ＨＤＴＶ)を取りトげる｡、

①地上テレビジョン放送における地域密着型番組

　

地[lテレビジョン放送については、郵政省が｢全

国で民放４チャンネル化｣を目標に掲げた昭和63年

度末に25都道府県であった達成数が、11年度末に

は33都道府県となった( 2-3-6参照)。ほとんどの

民放ローカル局が在京キーＭ(５局)の系列に加わ

っていることから(資料27参照八キー局が全国ネ

ットで放送する番組が、特定地域においてのみ視

聴できないという状況は少なくなった。一方、11

図表

　

ＣＳデジタル放送の認定番組数の推移

　　　　　　　　　　　　　

(番組数)

　　　　　　　　　　　　　　　

800

600

400

ロデータ放送

口超短波放送

200

　　

0

年４月の調査では、都道府県別の民放ローカル局

の自社制作番組比率は、独立Ｕ局を有する関東、

東海、近畿圏が高いものの、元年同時期と比較す

るとすべての都道府県で低下した(資料28参照)。

　

また、10年度におけるＮＨＫの地域放送番組(県域

又は広域の放送として、地域に密着したニュー

ス・情報番組、気象情報、教養番組等)は、全国52

の地方放送局の平均で１日当たり２時間16分放送

された(資料29参照)。

②メディア･リテラシー番組の放送

　

11年６月の｢青少年と放送に関する専門家会合｣

において、青少年と放送の良好な関係を保つとと

もに、権利の主体としての青少年の自立しか判断

能力を高めるためのメデイアリテラシー(メデイア

を選択し、主体的に読み解き、自己発信する能力)

の必要性とその普及啓発の重要性が指摘された(3-

5-5参照)。これを受けて、(社)日本民間放送連盟

ニ

　

8

　　　　　　　

9

……20……………………37…………

･…106……………………136…………

コ標準テレビジョン放送…………………99………

　

１０

‥63

17４

193…………………309

11

　　　

（年度末）

62

174

312

ぶ

　

８年度末はパーフェクＴＶのみ｡９年度末はパーフェクＴＶとディレクＴＶの合算｡10年度末及び川年度末はスカイパ

　　

ーフェクＴＶとティレクＴＶの合算。

関連サイト）社｣日本民間放送連盟(http://ｗｗｗ.ｎａｂ.ｏr.jp/)



は、メデイア･リテラシー教育用番組として｢てれ

びキッス探偵団～テレビとの上手なっきあい方～｣

を制作し、11年11月から12月に全国の民放テレビ

ジョン放送127社で順次放送した。、この番組は小学

校高学年を上な対象に、テレビ番組制作の什組み

を説明するとともに、｢テレビの世界｣が｢現実の世

界｣をそのまま映しているものではないことが理解

されるように作られている(写真寸卜

③ＣＳデジタル放送の認定番組数

　

８年10月のレくーフェクＴＶ(現在のスカイパーフ

ェクＴＶ)｣、9年12月の｢デイレクＴＶ｣開局により、

放送の多チャンネル化か進展した。この２つのプ

ラットフォームには、映画、ドラマ、アニメ、音

楽、スポーツ、趣味、学習等の様々な分野の専門

チャンネルが用意され、受信契約者は、これらの

中から好みのチャンネル・番組を選択して視聴す

写真①

　

メディアリテラシー番組｢てれびキッス探偵団｣

ることができる。11年度末現在の認定喬組数は548

となっている(図式)｡、

④ハイビジョン(ＨＤＴＶ)制作による番組

　

ハイビジョンは、現行の標章テレビジョン放送

(ＳＤＴＶ: Standard Definition Television)の走杏線を

２倍以上の1.125本に、川面の縦横比を16: 9にし

た高精細度テレビジョン放送【HDTV : High

DefinitionＴｅ】evision)である　現在、ＮＨＫと民放７

社が共同で、BS-4先発機を利用したアナログによ

る実用化試験放送を実施しているが、12年12月の

BSデジタル放送開始以降、デジタルに移行する予

定である、このほかBSデジタル放送では、民放６

番組がＨＤＴＶ方式によることとされており、これに

備えて、ＮＨＫ及び民放は、ＨＤＴＶ方式による番組

制作に取り組んでいる(写真今、２－コラム３参照ト

写真②

　

全編ハイビジョン制作･放送のＮＨＫ大河ドラマ

　　　　

｢葵

　

徳川三代｣の収録風景
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コラム３

　

放送機器・放送局設備

デジタル放送開始に向け、機器・設備のデジタル化か加速

　

1926年（人正15年）７月にラジオ本放送が、そし

て1953年２月にテレビ本放送が、ともにＮＨＫによ

り開始されて以来、放送技術は着実に進歩を遂げ

てきている。とりわけ、映像によって、日本はも

とより世界中で起こる出来事を、視聴者に瞬時に

伝えることのできるテレビジョン放送は、20世紀

を代表する情報通信メディアであり、放送番組の

取材（撮影）･制作、編集、送出の各段階において、

その時代の最先端の放送技術を結集した放送機器

が重要な役割を果たしてきた。我が国においても、

12年12月のBSデジタル放送を皮切りに本格的なデ

ジタル放送時代が到来することから、放送機器･放

送設備のデジタル化の動きが加速している、ここ

では、主な放送機器･放送局設備についてデジタル

化への対応状況を概観する。

　

1970年代の後半、従来のフィルム取材に代わっ

て、取材現場で撮影から記録、編集までの作業が

可能な小型･高性能のＵ－マチック(3/4インチ）が開

発され、ENG (ElectronicNews Gathering)と呼ばれ

るビデオによるニュース取材システムが確立した。

1980年代には、小型･軽量化と撮影スタッフ削減を

目的に開発されたカメラ一体型ＶＴＲ（1/2インチ）の

使川が一般化し、撮影から編集、番組送出までを

同一一規格のＶＴＲを使って行うことが可能な編集機

写真：テレビ東京の天王洲スタジオ

ニフ雫『|

能付きレコーダーが普及した。 1990年代に入ると、

衛星デジタル放送の開始に端を発する放送デジタ

ル化の流れの中で、デジタル方式によるＶＴＲが開

発され、普及してきた。デジタル放送時代への過

渡期にある今日では、過去の資産である放送番組

ライブラリを活かすため、デジタル方式でありな

がら従来のアナログ方式のテープが再生可能な据

置型ＶＴＲが普及する一方、デジタル方式のカメラ

　

ー体型ＶＴＲ(1/2又は1/4インチ)が投人されており、

既に放送局が保有するＶＴＲの多くがデジタル方式

となっている。

　

放送局設備では、放送関連機器のデジタル化の

加速に伴い、即座に必要な情報にアクセスできる

ハードディスク等が記録メディアとして採用され

てきている。民放では、ＣＭ送出業務の効率化と特

別番組の挿入等に弾力的に対応していくため、CM

素材をデジタル化し、従来のテープではなくサー

バーに登録しておき、放送時に直接送出できるシ

ステムの導入が進んでいる。

　

また、デジタル放送時代を間近に控え、現行の

ＳＤＴＶに比べ、高品質の映像を用いるＨＤＴＶでの番

組制作等を目的とする放送機器･放送局設備も登場

しており、在京キー局等においては、ＨＤＴＶ対応の

スタジオが建設されている(2-5-9参照)。



第6節 郵便サービス

肺,貼Eあ

総引受郵便物数は過去最高、小包は４年ぶりに増加

　

総引受郵便物数(内国郵便物数と国際引受郵便物

数の今計)の推移についてみると､11年度は261億通

(対前年度比0.9%増)と過去最高である((図表二資

料30参照)。

　

内国郵便物数の推移についてみると､11年度は通

常が257億通([司0.9%増]で５年連続の増加､小包が

３億1,900万個(同1.0％増)で４年ぶりに増加となっ

た([図表才､資料31参照几また､11年度の国際郵便

図表①

　

引受郵便物数の推移

　

(億通)
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100

　

50

　　

0
２

物数の推移については､引受物数は減少しているが、

到着物故は増加している(図表うト

　

1998年度における各国の総引そ郵便物数を比較

すると､我が国は米川に次いで世界第2位である(囚

表十)。しかし､1998年度における国民１人当たり

の年間差出郵便物数を比較すると､我が国は世界第

18位となっており、第1位の米国1人当たりの差出郵

便物数は､我が国の約3.6倍となっている(図表剛｡

３

図表②

　

内国郵便物数の推移
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図表③

　

国際郵便物数の推移

(百万通)
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図表④

　

各国の引受郵便物数(1998年度：上位２０か国)
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コラム４「２０世紀デザイン切手」シリーズの発行

　

郵政省では、我が国の20世紀を象徴し、21世

紀へ向けて、夢と希望のある題材を各種ジャン

ルに求めて楽しいデザインのシリーズ切手(全17

第1集（８月２３日）

29‘Tぶ乙ご

≒≒言ｻｿ回盈I

鰐iノレ。
犬･ﾆ

蔽

蔽診｡吽
半肩it

ﾉ

○●●a幽　　　■　.　■　　■

1901年～1909年

　　

「みだれ髪」から

第５集（1月21日）

1927年～1928年

　　

「昭和」始まる

第２集（９月２２日）

29
j勿必をjｙずｙン4タフ

1９１０年～1913年

　　

明治から大正へ

第６集（２月９日）

曰破滅?:^3>'y.ンが尹口己

'.1

訟

'４

1929年～1932年

「昭和初期の浅間山」から

集汀20世紀デザイン切于」を11年８月から12年12

月まで、原則として毎川「ふみの目」（23巾に発

行している､、

第３集（10月２２日）

=

裕

II･II -･I･,-･･

J渇ｅダダル･必ケＳＥ

1914年～1920年

　

「東京駅開業」から

第７集（２月２３日）

1932年～1936年

　　

「大言海」から

ｌ ；

関連サイト：ゆうびんホームページ(http://ｗｗｗ.postal.mpt.９０.jp/)

第４集（１２月２２日）

EMS eo/ffiを/尹ダｙンが７

槌|

1920年～1925年

「箱根駅伝始まる」から

第８集（３月２３日）

j汐乙をｙ'ゲｙツがヂ日1□

　　

1937年～1940年

｢ヘレン･ケラー女史初来日｣から
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「ゆうびんホームページ」で、郵便物の送達日数の調査が可能に

　

郵便サービスは、なるべく安い料金で、あまね

く公平に提供されている、､また、利用者ニーズの

変化や多様化にきめ細かく対応するため、毎年、

各種サービス改善が行われている(資料32参照)

ｎ年度のサービス改善･実施には、∩りこち｣から

阻y間、時間帯｣へのよりきめ網かな郵便サービス

の実現を目指すもの、それらの内容をインターネ

ットを使って周知し問い合わせに対応するもの、

メモリアルイヤーとしての西暦2000年を記念する

ものなどがある。

①新郵便日数表の｢ゆうびんホームページ｣への掲

　

載等

　

郵便物の送達口数を表示した｢郵便[]数表]を全

面改訂し、11年６月から全国の郵便局窓口に掲出

した。この｢新郵便日数表｣は、令集配郵便局相互

間を対象としており、全国の86の主要郵便局から

主要都市までを対象とした従来のものに比べ、約

5.000倍のマトリクスとなっている。同年11月から

は、｢新郵便口数表｣を｢ゆうびんホームページ｣に

掲載し、郵便物の配達予定口(小包等は配達予定時

間帯も)を、白宅や職場のパソコンから、差し出す

場所とあて先の郵便番弓･を人力して調べることを

可能にした、さらに12年２月から、お客さまが希

望される口･時問帯までに郵便物が届くようにする

には、いつまでに郵便物を差し出せばよいかをイ

ンターネットで簡単に調べることができるように

した｡

　

また、主要45か国(51都市)あて国際エクスプレ

スメール(EMS)郵便物及び航空通常郵便物(手紙)

の送達日数を示す｢国際郵便日数衣｣の内容を更新

し、11年10月から国際郵便交換局(８局)、集配普

通郵便局、その他国際郵便の利用の多い郵便局の

窓円及び｢ゆうびんホームページ｣において公表し

た､‥、

②郵便サービス水準(送達日数に対する達成割合)

　

の公表等

　

郵便サービス水準のII{確な情報を公衣し、郵便

図表①

　

郵便サービス水準(送達日数に対す

サービスの一屑の向上を図るため、郵便物の送達

日数に対する達成割合について10年度の調査結果

を11年６月に公表した、11年度も調査を行うとと

もに、達成吽の目標を設定し、より安定した郵便

サービスの長供に努めることとしている(図表①)。

③ゆうパックの配達時間帯指定サービスの拡充

　

ゆうパック(郵便小包)の配達時間帯は、差し出

し時に｢午前(９時～12時頃)｣、｢午後(13時～16時

頃)｣及び｢夜間(汀時～20時頃∩のいずれかを指定

できることとなっていたが、12年３月から、｢夜

間｣を１時間延長するとともに｢夕方(17時～19時

頃)｣及び｢ｲうと問(19時～21時頃㈹に細区分し、｢午

前｣、｢午後｣とあわせて４区分の配達時間帯から指

定できるようにサービスを拡充した。

　

なお、受取人不在のため配達できなかった郵便

物(小包、書留、配達記録及び郵便受箱に入らない

大型郵便物)についても、指定できる再配達時間帯

を｢午前、午後、夜間｣から｢午前、午後、夕方、夜

間｣に拡充した。

④国際エクスプレスメール(ＥＭＳ)タイムサーデン

　

サービスの実施

　

｢国際エクスプレスメール(ＥＭＳ)配達時間保証

(タイムサーデン)サービス｣は、現行のＥＭＳに配達

時間保証及び配達通知サービスを付加したもので、

12年３月からシンガポール及び香港との問で実施

するとともに、韓国(ソウル市)との間で試行を開

始した。外国あてについては、東京都内８区及び

大阪市内３区の指定された郵便局で、引受締め切

り時刻までに引き受けたＥＭＳ(書類のみ)を、シン

ガポール及び香港については引受翌日午前９時(現

地時問)までに、また韓国については引受翌日午後

２時(現地時問)までに配達する。さらに、外国来

については、束京都内８区又は大阪市内３区あて

のＥＭＳを、航空機到着当日の午後２時までに配達

するほか、全国の都道府県庁所在地及び政令指定

都市の行政区(一部地域を除く)あてを、｢翌朝10時

郵便｣で航空機到着翌日午前10時までに配達する

目標

年　度 同一都道府県あて 隣接都道府県あて その他の都道府県あて

10(調査結果) 96.8% 93.7% 95.6%

11(目標) 97.5% 95.5% 96.5%

そ･｜

　

刀零.となる郵便物は.丿子昿何及ひ相金計器別納とした定形郵便物で,郵便局の窓口に午後３時までに差し出されたもの又はポストから午後３

　　　

特手てにぎ便局に集められたもの

そぐ｢同一郎戸門印あて｣及川‾隣接都府往ｙあて且二郵便物を出,す場合は原則翌日配達寸その他の都道府県あて｣の場合は翌日又は翌々日配達．

郵政省資料より作成



巾|長j=)､、

⑤｢2000.1 .1｣押印サービスの実施

　

12年(西暦2000年)の年賀は、西暦が1000年紀か

ら2000年紀に移行する時期となることから、1000

年に一度のサービスとして、11年12月20日までに

差し出された年賀郵便物に｢2000.1.！年賀｣の押印

サービスを行った､、また、郵便物の配達を受け持

つ全国1,256局の普通郵便局において、郵便申し込

み(郵頼)によって｢2000.1バ｣を意匠に取り入れた

小型記念通信日付印による引受消印サービスを実

施した(図表③)｡、

⑥｢ゆうびんホームサービス｣追跡サービス(配達状

　

況を調べる)のｉモード対応開始

　

お客さまサービスのｰ層の向上を図るため、｢ゆ

うびんホームページ｣で、９年４月から提供してい

る迫跡サービスを12年３月からＮＴＴドコモグルー

プのｉモード対応の携帯電話からも利用できるよ

うにした｡

⑦インターネットによる｢ふるさと小包｣申込みサ

　

ービス

　

｢ふるさと小包｣の申込みは、従来から郵便岫の

窓目から郵便振替等により行われているが、イン

ターネット利用者の増加を踏まえ、９年９月から、

(財)ポスタルサービスセンターが開設したホーム

ページから[pし込むことが可能になっているっ12

年度末現在、2.483品目の｢ふるさと小包｣の申込み

が可能で、郵便局に出向いて代金を支払う于数が

かからず、申込みから商品送達までの目数短縮に

つながっている｡、

図表②

　

外国来ＥＭＳ配達時間保証(タイムサーデン)サービスの概要

香港

シンガポール

=軸日

図表③

　

「2000.1.1」押印サービスの例
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轡
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すべての項目で価格指数が低ド

　

７年の企業向けサービス価格指数(日本銀行調査)

を100とすると、11年第４四半期時点の総平均は

97.0と、3.0ポイント低下している､上･方、国内・

国際電気通信の価格指数は88.8と、11.2ポイント低

下しており、国内・国際電気通信の価格指数は企

業向けサービス価格指数の総平均に比べて、低下

が進んでいることが分かる(図表寸土

　

品目別にみても、国内・岡際電気通信のすべて

の項目で、７年から価格指数が低下している(資料

33参照卜

　

また、国内電話について、昭和60年４月の電気

通信自由化時の料金と比較すると、東京一大阪間

の通話料金が最人約84％低廉化、国際電話料金に

ついては、とりわけ10年10月以降、エムシーア

イ・ワールドコム・ジャパン及び第二電電の参入

を契機に急激な低廉化が図られており、最大約

93％の大幅な低廉化がみられる（図表曾）。

図表①

　

企業向けサービス価格指数(国内・国際電気通信)の推移(７年平均を１００とする)
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※

　

国内電話等は各種割引料金を採用。

｢物価指数月報｣(日本銀行)により作成

図表僑=

　

国内電話、国際電話の料金の低廉化
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携帯電話の価格指数の大幅な低廉化が続く

　

７年の企業向けサービス価格指数(日本銀行調査)

　

り(資料34参照ハ移動通信全体の価恪指数の低ド

を100とすると、11年第４四牛期時点の移動通信の

　

の要囚となっている、

価格指数は58.9と、4ロポイント低下している。こ

　　　

PHS及び無線呼出しについて、11年第４四｀ﾄ期は

のように、移動通信の価格指数は企業向けサービ

　

７年に比べると、それぞれ9.3ポイント、15.8ボイ

ス価格指数の総平均に比べて、過去数年間にわた

　

ント低下している｡

り人幅に低下していることが分かる([図表土ト、

　　　　

なお、800MHzデジタル方式の携帯電話サービス

　

品目別にみると、特に大幅に低ドしているのは

　

が開始された５年３月の料金と比較すると、携帯

携帯電話の価格指数であり、11年第４四半期にお

　

電話の基本料は最人約74％、通話料は最大約69％

いて、７年からほぼ半減の53.6と大きく低ドしてお

　　

と大幅に低廉化している([図表わ。

図表①

　

企業向けサービス価格指数(移動通信)の推移(フ年平均を１００とする)

110

100

90

80

麺70

　　

60

　　

50

　　

40

　　

30

｜

=Ｏ=総平均………………………

18,000

16,000

14,000

12,000

10,000

　

8,000

　

6,000

　

4,000

　

2,000

　　　　

0

無線呼出し

第
７
節

料
金

１

電
気
通
信
料
金

165

　

7年

100.0…………………

ら

しj

8年

98.1…………………

て移動通信全体………………100.0………………………82.3………

≒レ携帯電話………………………100.0………………………79.0………

　

ＰＨＳ……………………………100.0………………………94.2………

100.0…………

　　

11年１

ＮＴＴコ

ドコモ料金

98.9

2月末現在

　

ＮＣＣ料金

一

一

ビ し

こ ｡ ■

㎜

■

■

■

㎜

9年

99.5

………………91.1

……………96.9

300

250

200

150

100

　

50

０

260円

こここに

　

○

'ペシご二=ここ.、.

10年

/~-
；リ

11年

97.0

58.9

53.6

67.3…………………

61.4…………………

63.1

56.6

90.7

95.2

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥90.7

‥‥‥‥‥‥‥‥‥84.2

【通話料(携帯一加入

　

県内平日昼間３分間)】

約62％～69％の低廉化

80円～
100円

5年3月
NTT料金

　　

11年12月末現在

ＮＴＴ二

　　

ＮＣＣ料金

ドコモ料金

※
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図表②

　

携帯電話の料金の低廉化
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国内電話料金(住宅用)は、他都市と比べ高い水準

　

10年度の国内電話の料金をＯＥＣＤモデル(注15)に

より比較すると、東京は住宅用でジュネーブを除

いた他都市に比べ最も高い水準にあるが、ニュー

ヨーク、ロンドン及びパリとの差は縮まりつつあ

る、また、事務用では通常料金で３番目に安い水

準である（図表①､②）。

　

個別料金でみると、加入時一時金及び基本料は

高い水準にあるが、長距離通話料金は中位の水準、

市内通話料金は最も安い水準にある（図表③）。

図表①

　

国内電話(住宅用)における内外価格差の推移(東京の料金を１００とする)
1２０
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L.5
85.8
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=○=デュッセルドルフ

１０(年度)

※Ｉ

　

ＯＥＣＤモデルによる通常料金の比較。

※２ﾌ年度調査は８年1月時点､８年度調査は9年3月時点､９年度の調査は10年2月時点､10年度調査は1］年2月時点の料金である。
※３ジュネーブについては10年度よ０調査開始。

図表②

　

ＯＥＣＤモデルによる比較（１０年度）
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図表③

　

個別料金による比較(10年度)
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デジタル1.5Mbpsは、６都市の中で東京が最も高い水準

　

10年度の国内専用線の料金をＯＥＣＤモデルは16)に

　

水準にある(図表巾､す㈲、

より比較すると、アナログ音声級回線については、

　　

なお、個別料金について、15km程度の比較的回

東京は４番目と、平均的な水準にある。一方、デ

　

線距離が短いものについてみると、東京は、アナ

ジタル回線については、64kbpsは最も安い水準に

　

ログ片声級{15km)、デジタル64kbps (15km)及び

ある。逆に1.5Mbpsは、価格差は縮小してきている

　

デジタル1.5Mbps (15km)のいずれも他都巾に比べ、

が、依然、他の５都市と比較して束京は最も高い

　

安い水準にある(㈲衣才几

図表①

　

国内専用線の

【国内専用（デジタル64kbps)】
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ジュネーブについては１０年度より調査開始。

デジタル方式については､東京は10年度から一般回線からデジタルアクセスへ比較対象サービスを変更している。

図表②

　

ＯＥＣＤモデルによる比較(１０年度)
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調査年度一都市によりバックアップや故障普及対応等のサービス品質水準が異なる場合かおる。
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個別料金による比較(１０年度)
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アナログ音声級は､ＮＴＴの一般専用サービス帯域品目3,4kHzとの比較。

デジタル64kbps及びデジタルト5Mbpsは､ＮＴＴの高速デジタル専用回線との比較。

二]アナログ音声級(１５ｋｍ)
ニデジタル64kbps(nBkm)
ニデジタルI.SMbps(lSkm)

２５０

３０３

３００

　　　　

３５０

（千円月）

デジタル64kbpsの東京の料金は｡デジタルアクセス64を11｣用した場合(一般回線を利用した場合は､フフ千円

　

月となる/･。

デジタルト5Mbpsの東京の相金は､デジタルアクセス]５００を利用した場合(一般回線を利用した揚合は､33フ千円

　

月とな石ト

バックアップや故障普及対応等のサービス品質水準は各都市によ０異なる。

図表干～③･

　

郵政省資料により作成
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通話料に関しては、６都市中１番割安

　

10年度の携帯・自動車電話料金の内外価格差に

ついて、東京モデル(注17)により比較すると、パリ

が１番安く、東京は２番目に安い水準にある(図表

　

また、個別料金については、東京は、加入時一

時金は２番目に安い水準であるが、基本料は概ね

中位の水準にある。通話料については、他の５都

市に比べ、最も安い水準にある(図表③)。

図表①

　

携帯・自動車電話(デジタル方式)における内外価格差の推移(東京の料金を１００とする)

※１

※２

※３

※４

※１

※２

･ぶ３

腹

1４０

12０

1０0

　

8０

136.0

84.5 o犬　丿腿立二

　　　

＿-.yJ乙ぐダ……J‾ブダ･ダ

　

82.1

58.6ひ'ﾆﾆｰ-‾‾

:レザ

- -

130.6

110Ｊ - ..づ二"

潔昌之ゴふ

　

○=ロンドン

　　

ニューヨーク

=ごＯ〒パリ

　　　　　　　　

７

　　　　　　　　　　　

８

　　　　　　　　　　　

９

　　　　　　　　　　　

１０（年度）

東京モテルによる比較。

フ年度調査は日年1月時点､８年度調査は９年3月時点､9年度調査は10年２月時点､１０年度調査は11年２月時点の料金。

ニューヨークにおけるデジタル方式携帯・自動車電話のサービス提供は､８年度から。

ジュネーブについては］○年度より調査開始。

図表②

　

東京モデルによる比較(１０年度)

　　　　　　　　

東京

ニューヨーク

　　

ロンドン

デュッセルドルフ

　　　

ジュネーブ

8,167

8,930

9,453

9,504

10,０00

パリ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5,880

　　　　　　　　　　　　　

0

　　　　　　　

2,０００

　　　　　　

４,000

東京は､Ｎ丁丁ドコモクIループの８００ＭＢＺデジタル方式プランＡ。

ニューヨークは､口吻tal Choice ２００.

ロンドンは､Regular Caller Plus Inclusive。

図表③

　

個別料金による比較(１０年度)

　　　　　

二加入時一時金二基本料(円／月)

※４

※５

※６

6,０００ 8,00０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(円／月)

パリは､Evolution。

デュッセルドルフは､Protel Standerd。

ジュネーブは､NatelsSwiss。

二通話料(平日昼間３分間)

　　　　　　　

3,000

　　　　　　　　　　　

＿

　　　　　

4,600[匹　　東京　　ロコ二二:二二コ100

　　　

6,5441

　　　　　　　　　　　　　　　

こ

　　　　　　　　

=J¬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

6,460

　　

‾聶こ

　

ロンドン

　　　　　　　　　　　　　　　

194

　　

｜

9,364口

　

6,413

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

パリ

　　

二二二二二二三]120

　　　　　　　　

＝

　　

－

　　　　　

匹レ

　

268

　　　　　　　　　　

'--･

　　　　　　

闇?0 7,000 6,000 5,000

そ･1

　

加入吟―賜金

　

谷⊇三ロシユ。－プ

4,0003,0002,0001,000　0

　　　

(Ｕ東京、ニューヨーク､ロンドン､ジュネーブのサービスは｡東京モデルと

　　　　

同し、パリは、Itinens(Affaire)、デュッセルドルフはProtel Standard。

　　　

(２メニューヨークは加入時一時金はないか、早問解約に対してペナルティー

　　　　

なある。

ぞ･２

　

基本桐

　　　

∩)東京は、Ｎ丁丁トコモクループの800MHzデジタル方式プランＡ。

　　　

(ぶニューヨークは、Ｄ㈲でal Choice2OOf2OO分間の通話相込みの料金)。

　　　

旧｡)ロンドンは、Regular Caller PlusliPフフボント分の通話料込みの料金)。

　　　

(弟パリは､Affaire。

　　　

価)デュッセルドルフは、Protel S砲ndard｡

　　　

ぐ引ジュネーブは、ＮａでelRSwiss、

図表ｉ～３

　

郵政省資料により作成
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０

※１

※２

※３

　　

50

　　

100

　　

150

　　

200

　　

250

　　

300

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(円)

携帯･自動車電話発固定電話着の料金の比較。

各都市のサービスは､基本料の場合と同じ

ニューヨークでは、基本料で通話できる時間(標準プランで２００分

月)を超過した場合の超過分の3分当たりの通話料、



我が国の公共放送の受信判･は主要国の中で平均水準

　

地上放送及び衛星放送における受信料及び料金

　

たりの年額を英国、フランス及びドイツと比較す

の体系については、12年３月末現在図衣十･のとお

　

ると、我が国の受信料に川勺勾的な料金水準といえ

りとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

る叶奸八千）、なお、米国には公共放送の受信料制

　

また、公共放送について、1999年４月現在の地

　

度は存在していない。

上系テレビジョン放送受信料づカラー）の１世帯当

図表①

　

放送の料金体系(１２年３月現在)

放送の種類 社数等 区分 受信料又は視聴料等(月額)

地
上
放
送

テレビジョン放送

NHK 受信料 1,395円※1

放送大学 無料 -

民放127社 無料 -

中波(AM)放送 ＮＨＫ･民放47社 無料 -

超短波放送　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ ＮＨＫ･放送大学･民放182社 無料 -

超短波文字多重放送 民放44社 一部有料 300～30,000円※２

短波放送 ＮＨＫ･民放1ﾈ士 無料 -

衛
星
放
送

BS放送

テレビジョン放送
NHK 受信料 2,340円※1

1社 有料 2,000円

テレビジョン音声多重放送 1社1番組 有料 600円

テレビジョンデータ多重放送 1社1番組 無料 -

ハイビジョン放送 ＮＨＫ･民放7社※３ 無料 -

CSアナログ放送 ＰＣＭ音声放送 １社17番組 有料 600～800円

ＣＳデジタル放送

標準テレビジョン放送 115社306番組※４

有料／無料※５ ※６超短波放送 11社174番組※４

データ放送 4社63番組

※Ｉ

　

ＮＨＫについては､地上放送は｢力う一契約｣､ＢＳ放送は｢衛星力うー契約｣､ともに訪問集金の場合。

※２

　

受信機購入時負担の社､加入金が必要な社､年額の社など様々な料金区分かおる。

※３

　

曜日別免許フ社､期間限定免許１社。

※４

　

放送大学の各1番組を含む。

※５

　

無料放送を提供している事業者もある。

やら

　

単番組契約､パック視聴､ペイパービューなど様々な料金区分がある。

郵政省資料により作成

図表②

　

公共放送の受信料の国際比較(地上系テレビジョン放送(カラー)：１世帯当たり年額)

※１

※２

※３

日本

英国

フランス

　　　　　　　　　　　　　　

13,764

ドイツ

　　　　　　　　　　　　　

0

　　　　

5,000

　　　

10,000

　　　

15,000

　　　

20,000

　　　

25,000(円)

日本はＮＨＫの｢力う一契約｣の月額受信料(訪問集金)を]2倍で換算。

英国は受信許可料､フランスはテレビ受信機使用権料、ドイツは受信料。

1999年の各国の料金(英国101ポンド､フランスフ４４フラン、ドイツ３３９マルク)を､1999年(川年)のIMF年平均為替レートを使用

して換算[1ポンド= 184.33円､１フラン＝]８石Ｏ円､１マルク＝62.05円八

ＮＨＫ資料により作成
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手紙とはがきの料金は、日本と米国では格差が大きく、ドイツでは格差は

ほとんどなく、英国とフランスでは同一料金

　

手紙とはがきの料金については、日本では80円

　

トによる円換算)ではに手紙については割高、はが

と50円、米国では33セントと20セントで格差が大

　

きについてはおおむね割安となっている。

きいが、ドイツではロマルクと１マルクで格差は

　　

一方、米国との比較(為替レートによる円換算)

ほとんどなく、英国では26ペンス、フランスでは

　

では、手紙、はがきとも割高となっている。

　

しか

３フランで汁一料金となっている。

　　　　　　　　　

しながら、米国では原則２～３日後の配達である

　

1999年における我が国の郵便料金は、欧伴|主要

　

のに対し、我が国では原則１～２日後の配達であ

国(英国、フランス及びドイツ)との比較(為替レー

　　

り、配達速度が異なっている。

図表

　

主要国における手紙･はがき内国料金の比較

【手紙料金】
(円)

100

　

90

　

80
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40

　

30

　

20

　

10

　　

0

　　　

現地通貨

Ｔコ為替レートによる円換算(円)

二購買力平価による円換算(円)

【はがき料金】
(円)

　

90

　

80

　

70

　

60

　

50

　

40

　

30

　

20

　

10

　

0

　　　

現地通貨

二為替レートによる円換算(円)

二購買力平価による円換算(円)

　

米国

33セント

　

38

　

53

　

米国

20セント

　　

23

　　

32

フランス

3フラン

56

73

　

英国

26ペンス

48

63

フランス

3フラン

56

73

　

ドイツ

1.1マルク

68

89

　

ドイツ

１マルク

62

81

日本

80円

　

80

　

80

日本

50円

　

50

　

50

※１

　

肩費税が課税されているのは､日本の郵便料金のみ。

ぼ･2

　

為替レートは,1999∩り年のIMF年間平均為替レートによる。

※３

　

購買力平価は､1999∩１）年のもの（出興：OECD MAIN ＥＣＯＮＯＭにINDICATORS ２０００年３月版のPurchasingPower Paritiesfor

　　　

ＧＤＰ几
必４「購買力平価」とは､日本と比較国との物価水準を等しくするような為替レートのこと。

　１ドル

(100セント)

　1ポンド

(100ペンス)
１フラン １マルク

為替ﾚｰﾄ(円) 113.91 184.33 18.50 62.05

購買力平価(n) 161.00 242.47 24.21 80.50

郵政省資料により作成



全産業に占める情報通信産業の研究開発費の割合は、30％を突破

　

10年度の我が国における情恨丿副､1分野（通信べ=に

子・電気計測器工業、ソフトウェア業及び通信産

業）の研究開発費は、３兆2.980億円（対前年度比

6ぶ％増）となり、６年度より増加傾向にある、ま

た、全産業に占める割合も６年度以降増加を続け。

↓O年度は、30.5%とシェアを拡大している（図表

口丿い

　

また、11年度における情報通信分野の従宸･抒１

万人当たりの研究本務者数は、1.329人、Ｈ）年度に

おける売上高に対する社内使用研究背の比率は、

6.2%といずれ訓告樅辿信分野は令産業平均を人き

く日目ドハ

　

研究開発に強く依存している分野とい

える（図表ｊ、3卦、

図表①

　

情報通信分野の研究開発費の推移と全産業に占める割合

　　　　　　　　

3000

ト

2500

2000

1500
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0

　　　　　　　　　　　

2年度

　　

3年度

　　

4年度

　　

5年度

　　

6年度

　　

7年度

二情報通信分野

　

2,461

　　

2,673

　　

2,567

　　

2,381

　　

2,387

　　

2,584

　　　

全産業

　　　　

9,267

　　

9,743

　　

9,561

　　

9,054

　　

8,980

　　

9,396

　　　　　　　

シェア(％)

　

26.6

　　　

27.4

　　　

26.8

　　　

26.3

　　

' 26.6　　　27.5

｢科学技術研究調査報告｣(総務庁)､｢通信産業実態調査｣(郵政省)により作成

図表②

　

従業者1万人当たり研究本務者数

　　　　　

(１１年４月１日現在)

　　

(人)

1400

1200

1000
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0

1,329

全産業 情報通信分野

ト

　

8年度

　

2,912

10,058

　

29.0

リ

　

9年度

　

3,104

10,658

　

29.1

ト

　　

(‰)
31.0

」

10年度

3,298

10,800

　

30.5

図表･奮

　

売上高に対する社内使用研究費の比率

　　　　　

(10年度)

(％j

7.0

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

3.2

全産業

図表②､③|｢科学技術研究調査報告｣(総務庁)､｢通信産業実態調査｣(郵政省)等により作成

　　

6.2
二千

情報通信分野
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日・米・欧にみる研究水準は、米国が断然優位

　

｢情報通信分野の研究開発環境に関する調査｣に

よると、日米欧における我が国の情報通信分野の

技術水準について、総合評価、及び端末系技術を

除く個別分野での評価ともに米国が優位との回答

結果となった、特に、ネットワーキング技術、コ

ンテンツ支援技術及び衛星ネットワーク技術では、

米国に大きく水を空けられている。

　

欧州との比較についてはいずれの設問に関して

も日本が上回っている回答結果となった([叉1表①几

　

一方、情報通信分野における学術活動の水準を、

IEEE主要論文誌(注18)における掲載論文数からみる

図表①･

　

日米欧の技術水準比較

端末系技術

光ネットワーク技術

移動ネットワーク技術

放送ネットワーク技術

電波利用技術

コンテンツ支援技術2.8

ネットワーキング技術2,2

総合評価

40

19.2

-

「゛

4.7

図表②

　

掲載論文数（著者数）の各国比較

フィンランド1.6%
14件
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鴛二､……jﾉ………:j万

４二

昌7.0％

　　

二

日本7.1%

　

_一
64件

ドイツ7.3%
66件

23.6 30.5
一

一一
34

と、1998年掲載分について、日本は著者数で米国、

ドイツに次いで第３位であるが、１位の米国に比

べると大幅に少なくなっている(図長音几

　

また、IEEEが制定している各種の賞のうち、情

報通信に関連する11の賞(注19)について1989年から

1998年の10年間の受賞者数をみると、米国の67名

に次いで、日本は８名と２番目に多いものの、や

はり米国が断然優位な結果となっており、水準の

高い研究を行っている研究者が米国に集中してい

ることが分かる(図長子)､つ
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大学と企業の研究テーマのすり合わせや、人学側では研究資金の確保等が課題

　

産学連携は、人学における学術研究のポテンシ

ャルを引き出し産業界等と連携・協力を進める

ことで新規事業創出への貞献が期待でき、大学が

研究成果を社会全体に還元する有効なシステムで

あることなどから、社会的にも有益性が高まって

いる。

　

特に情報通信技術については、研究開発の成果

が直接新規事業の創出に結びつきやすいため、産

学連携の効果が現れやすいと考えられる。

　

大学及び企業における情報通信分野の研究者に対

図表①

　

共同研究相手先(10年度)

ﾛコ国内企業

ﾛｺ国内大学

ﾛｺ公設試験研究機関

二]産学官

口海外大学

口海外企業

□その他

して実施した目肖根通信分野の研究開発環境に関

する調査｣によれば、10年度においては、大学が実

施している共同研究のうち44.9%、企業か実施して

いる共|可研究のうち33.4%がそれぞれ産学連携によ

り行われており、共同研究の形態として産学連携

が大きな位置を占めていることが分かる(図長①)｡。

　

産学連携において連携相手に提供できることと

しては、大学が｢技術的な指導・アドバイス｣

(74.0%)、｢ユニークなアイデア｣(57.8%)、｢知的

刺激｣(41.6%)、｢先端的な技術情報｣(39.6%)等を

□]国内企業

口国内大学

ﾛｺ公設試験研究機関

口産学官

ﾛｺ海外大学

□]海外企業

□その他

図表②

　

産学連携により相手に提供できること及び相手に提供してほしいこと（複数回答）

　　　　　　　　　

【提供できること】

　　　　　　　　　　　　　　　　

【提供して欲しいこと】
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「情報通信分野の研究開発環境に関する調査」により作成
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挙げているのに対し、企業では、「不得意領域の支

　

の目的が異なっている」（大学36.4%、企業39.6%)、

援］(33.5%)、「技術的な指導・アドバイス」(30.5%)、「産学連携のために費用を負担する国や自治体の制

「ユニークなアイデアレ」27.4%)、「研究資金」

　

度が不十分］大学34.4%、企業27.4%)、「連携への

(25.0%∩ぎが上位に挙がっている_逆に提供して

　

ニーズとシースを架橋する仕組みが整備されてい

欲しいこととして、大学では、（研究資公⊃76.6%)

　

ない」（大学30.5%、企業25.0%ト等が上位に挙かっ

か群を抜いており、企業では、「不得意領域の支援」

　

ている｡特に大学側での特徴として「産学連携を実

(49.4%)、「ユニークなアイデア」（↓↓｡5％）、「先端

　

施するための場所やスペースが十分でない」

的な技術情報ヤ44.5%)と続いており、各機関が期

　

(29.2%)といった回答をする割今も高く、今後、

待していることと提供できることは、ある程度マ

　

産学連携の推進に当たっては、大学と企業の研究

ッチしていると言える（図長勁、

　　　　　　　　　

テーマのすり合わせをしっかりと行うとともに

　

一方、産学連携の今後の課題としては、「企業・

　　

産学連携に対する公的資公供給の充実や、大学工

人学双方にとって、望ましいテーマの設定が困邨」

　

リアにおける産学連携研究のための施設・設備の

（人学31.2%、今業42.1%汗企業側と人学側の連携

　

整備が重要と考えられる（［図表=j∧ト

図表③

　

産学連携を推進するための問題点(複数回答)

　　　　

企業・大学双方にとって、望ましいテーマの設定か困難

　　　　　　　　　

企業側と大学側の連携の目的が異なっている

　　

産学連携のために費用を負担する国や自治体の制度か不十分

　

連携へのニーズとシースを架橋する仕組みが整備されていない

　　　　

成果の権利化に関する一般的なルールが確立していない

　　　　　

産学連携の成果を展開する仕組みか整備されていない

　　　　　　

守秘義務に関する一般的なルールが確立していない

産学連携に関する情報提供機関・提供ツールが整備されていない

　　　　

産学連携を実施するための場所やスペースが十分でない

　

相互に機器や設備を利用しあうためのルールが確立していない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

わからない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

特に問題はない

｢情報通信分野の研究開発環境に関する調査｣により作成

０ 20 40

ロコ大学

　

［コ］企業

(％)

60



企業におけるＬＡＮの利用率が90％を超えた

①企業調査

　

｢通信利川動向調査(企業調介川によれば令[IIの

(農業､林業､漁業及び鉱業を除くり従業者放300人

以上の企泉における通信網の利用動向及び迦仁ネ

ットワーク関係費用は以ﾄﾞのとおりである、

(i)企業における通信網の利用動向(図表丁)

　

各通仁綱の中ではよＡＮの利用が90.3% (対前年

度比乳Oポイント増)と最も高く、初めて90.0％を超

えた、

図表↑

　

企業における通信網の利用動向

(％)
100

90

80

=○＝ＬＡＮ

=○=インターネット

=Ｏ=電子メール

　　　

イントラネット

＝○＝ＥＤＩ

50.

　

53.1

40

30･

　　　

。･

　

1

25

タ

20j

　　　

/

10

０

し

90.

ザ

　

電r･メールの利川率は86.0% (対前年度比匯8ポイ

ント増トとなり、前年度と比較して晨も高い仲びを

示した

(ii)企業の通信ネットワーク関係費用(㈲長い

　

各費川のず均拙の巾では、レンタル・リース打が

最も高く(6.320万(町､次いでソフトウェア委託開

発費・賜人竹・使用料汪710万円)、第寸弘七気仙

信事業行川日|縦利用料(3､260万円)と続いている

図表ｔ

　

企業の通信ネットワーク関係費用の平均額

減価償却費

ト⊇⊇24.6

　　　　　　

ト‾‾‾･‾¬23.9

レンタル･

　

リース料

保守料
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63.2

∩

　　　　　

:18.4

　　

17.3

-

　　

20.3
一一

　　

第二種電気ｌ‾‾‾¬７８

　

通信事業者のー¬゜

　　　

情報通信¬一一｣8'0

サービス利用料ニー一7.1

人件費

外部要員人件費

みご6

6.4

7年度

　　

8年度

　　

9年度

　　

10年度

　

11年度

j唾乍三三三デレ

図表①､a･｢通信利用動向調査(企業調査)｣(郵政省)により作成
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②事業所調査

　

｢通信利用動向調査(事業所調査月によれば全国

の(郵便業及び通信業を除くＵ従業者数５人以上の

(ii)事業所の情報通信関連機器平均保有台数(図表

　

寸)

　

保有事業所の１事業所当たりの平均保有台数に

事業所の情報通信関連機器の保有状況は､以下のと

　

おいて､前年度と比較して最も特徴的なのは､PHSの

おりである。

(i)事業所の情報通信関連機器保有率(図表斗)

　

主な情報通信関連機器の保有率をみると､無線呼

出し(ポケベル)の減少が著しく、対前年度比10.0ポ

イント減少したことが特徴的である。

図表③

　

事業所の情報通信関連機器保有率

携帯電話

PHS

自動車電話

無線呼出し
(ポケベル)

ファクシミリ

ワープロ

パソコン

携帯情報端末

　

11.00

122

　

8.9

　

7.1ﾚ

4.5

　

3.7

　　　　

33.9二

95

　　

19.5

67.3

66.1

□
□

保有台数が前年度より1.3台､次いでパソコンの保有

台数が前年度より1.0台と増加していることである。

一方､自動車電話及び携帯情報端末の保有台数は前

年度より1.2台減少している､。

図表j

9年度

10年度

□]11ｕ
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14.1

[ ^'14.5
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０
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図表白、４｢通信利用動向調査(事業所調査)｣(郵政省)により作成



６割以[この世帯が携帯電話に加入している

　

家庭における情報通信の11年度の普及状況につい

て、「通信利川動向調査（叫帯調査）］をみると、世

帯における情報通信機器保有率は、ワープロを除

いて増加している（（図衣十）。

　　

ﾘﾌﾞ、情報通信ネットワーク加人率では／|青報

通信分野においてはPHSと無線呼出しは減少したも

図表① (世帯)の推移

　　　　　　　　　　　　　　

（％）60
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【情報通信】

レー携帯電話…………

【放送】

インターネット

ヶ－ブルテレビ

　　

7

42.6

のの、その他は増加している、特に、携帯電話の

伸びが著しく、11年度には64.2%に達し、31廿帯に

約２世帯が携帯電話に加入している状況にある。

また、放送分野においては、BS・CS放送が増加傾

向にある（図表２）。
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図表②

　

主な情報通信ネットワーク加入率(世帯)の推移
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図表①､②

　

｢通信利用動向調査(世帯調査)｣(郵政省)により作成
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移動通信料金が増加傾向

　

家庭における情報通信支出について、「通信利用

動向調作（世帯調査）］を基に推移をみると、通信・

　

最も平均支払金額が高い｢移動通信料金｣につい

ては、７年度から9,000円前後で推移していたが、

放送サービスに対する平均支払金額は、10年度か

　

11年度には10.000円を超えた。

ら11年度にかけて増加している（図表）。

図表

　

国内通信・放送サービスの利用料金の月平均支払金額※１

　　

(円)
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=〇こ加入電話料金…………

ノ:………一移動通信料金※２‥‥
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○ﾆﾆﾆﾆﾆﾆﾆﾆﾆＯ

－ ご○

９ １０

Ｕ

11(年度)

※

※２

※３

ぼ･４

………………7,580………7,850………6,745………7,202

………8,492………9,375………9,213………10,002

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－･-一
犬－パソコン通信･インターネット利用料金※3………………7

　

－

国内電気通信料金合計…………………

○

　

放送視聴料※４…………

3,648………3,900
…‥－………………－………12,561………14,323

2,088………2,424………2,412………2,429

調査実施月の直近の1か月間における利用料金を利用(支払)世帯で平均した支払額。

｢移動通信料金｣は携帯･自動車電話､ＰＨＳ及び無線呼出し(ポケベル)の通話料金と利用料金の合算(力[]入料金等を除く)。

｢パソコン通信･インターネット利用料金｣は月額基本料金印｣用時の通信料金を除く几

｢放送視聴料｣はＮＢＫ受信料金､衛星放送及びケーブルテレビ利用料金の合計(加入料金等を除く几

｢通信利用動向調査(世帯調査)｣(郵政省)により作成



情報通信支出は７年以降一貫して増加

　

｢家計調査｣(総務庁川こより、近年の景気動向と

情報通信支出Iの関係について、吐帯における消費

支出と情報通仁支出(注20)の変化をみると、以下の

とおりである､。

　

２年以降についてみると、消費支出は、概ね横

ばいの傾向にある、山、情報通信支出は、２年

から６年は概ね横ばいで推移していたが、７年よ

り増加に転じ、11年には大幅に増加した(図衣干=)｡、
図表①
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消費支出と情報通信支出の占める割合(年間月平均)
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情報通信支出の内訳(年間月平均)
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図表①～③「家計調査年報」
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情報通信支出の消費支出に占める比率について

は、７年以降、一貫して増加している（（ヌリリ）。

　

また、情報迦信支出Iの［大丿訳をみると、通話料等

の電話通信支出が増加している｡これは、近年に

おける家庭から電話回線を利用したインターネッ

トへのアクセスの増加や携帯電話の普及に起囚す

ると推測される（（図表±3）。
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……0.26

………0.30

………0.36

区分 内部部局 施設等機関 特別の機関 地方支分部局 合計

11年度接続台数

(10年度接続台数)

　42,351

(40,468)

　35,471

(27,883)

　24,132

(18,390)

　76,251

(48,170)

　178,205

(134,911)

11年度接続比率 93.2% 61.3% 68.9% 55.5% 64.6%

※

　

文部省の国立学校関係のパソコンについては､職員用と学生用の区別が困難であるため｡除外した。

図表①～す｢平成８年～11年度行政情報化基本調査｣(総務庁)により作成

関連サイト：平成11年度行政情報化基本調査報告書(httｐ://ｗｗｗ.somucho.ｇ０.jp/gyoukan/kanri/gyou 9900 .htm)

(単位:台)
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図表jﾄ

　

中央省庁等におけるパソコンのＬＡＮ接続状況
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内部部局におけるパソコンの配備台数は98％

　

｢平成11年度行政情報化基本調査｣(総務庁)によ

れば、11年４月現在で、26の中央省庁等(外局を含

むＵに配備されたパソコンは275.755台(対前年度

比19.9%増)となっている。このうち内部部局(注21)

は45,432台口才前年度比4.0%増)で、内部部局での

職員１人当たりのパソコンの配備率は0.98台と、ほ

ぼ１人１台となっている､、また、施設等機関、特

別の機関や地方支分部局の配備率も増加しており、

11年度には初めて50％を超えた(図表十､ヅ)。。

　

内部部局におけるパソコンのＬＡＮ接続率は93.2%

となっており、パソコンのネットワーク化かかな

図表①

　

中央省庁等におけるパソコン配備台数

り進んでいる。その他、ＬＡＮ接続率が施設等機関

においては６割、地方支分部局においては、５割

を超えている（図衣寸土。

　

また、国の行政機関等のＬＡＮを結ぶ省庁間ネッ

トワークである霞が関ＷＡＮでは、12年３月から省

庁問電子文書交換システムの運川を開始した。同

システムは、霞が関ＷＡＮを利用して省庁間で電子

的に送受信する文書を対象としており、対象文書

の送受信の迅速かつ確実性、交換時における内容

及び送受信者の真正性、交換時における内容の秘

密性の確保を図っていることが特徴である。

(単位:台､人)

区分 内部部局 施設等機関 特別の機関 地方支分部局 合計

11年度配備台数

(10年度配備台数)

　45,432

(43,702)

　57,843

(50,287)

　35,029

(31,016)

　137,451

(105,061)

　275,755

(230,066)

11年度職員数 46,329 112,500 59,801 222,213 440,843

図表②

　

中央省庁等における職員1人当たりのパソコン配備台数
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地方公共団体におけるパソコンの過半数がネットワーク化

　　

日ﾆJI政情報化（

れば、11年４月現在で、地方公共団体におけるパ

　　

また、地方公共団体において、庁内ＬＡＮの導人

ソコンの設置台数は、507,504台となっており、前

　

数をみると、年々、宝玉メール、電戸相示仮等の

年度と比較して36.8%増加している。このうちネッ

　

ＬＡＮシステムの片及が進んでいることが分かる巾|

トワークに接続されたパソコンの台数は277.624台

　

表々｡√j:｡）。

で、十数以上のパソコンがネットワーク化されて

図表①

　

地方公共団体におけるパソコン設置台数の推移
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図表②

　

地方公共団体における庁内ＬＡＮの利用状況(１１年４月現在)
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370,961
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(％)
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140
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20

１０

０

11（年度）

区　　分 導入団体数
利用する行政事務別のシステム数

電子メール 電子掲示板 施設等管理 文書管理 電子会議 電子決裁

都道府県 46 ( 43) 129(117) 101 ( 91) 48( 38) 46( 32) 32(24) 8（4）

市町村 1,683(1,221) 569 (334) 489(265) 351 (197) 302(186) 77 (40) ,　　35(25)

合　　計 1,729(1,264) 698(451) 590(356) 399(235) 348(218) 109(64) 43(29)

※

　

Ｏ　は１０年４月の状況。

図表③

　

地方公共団体における行政事務別システム導入の推移
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図表①～③｢行政情報化(ＯＡ化)の状況調査｣(自治省)により作成
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（３）教育分野

情報通信を利用した双方向の遠隔授業が本格化

　

情報通信技術の進歩により情報通信技術を利用

した多様な教育形態が普及しつつある。

①ネットワーク型授業

　

早稲田大学では、10年度から他人学の協力を得

て、テレビ会議システムを利用した双方向の共同

授業(リアルタイム共同授業)を実施してきたが、

11年９月より、毀文化コミュニケーションの講座

｢総合講座工:〈いま〉をどう読むか｣において、事前

にデジタル化した講義コンテンツを作成し、全国

７校の協力校キャンパスに分散した100名規模の学

生モニターに向けてインターネット等を通じて配

信する講義(ネットワーク型授業)を実施している。

　

この講義の特色は、受講者は原則として各自パ

ソコンを用いて講義に臨み、コンテンツ再生の前

後に担当教員によるオリエンテーションがインタ

ーネット放送でリアルタイムに送信されるほか、

コンテンツ再生後にはネットワーク上の電子掲示

板(ＢＢＳ)で全員参加のオンライン・ディスカッシ

ョンが行われる、また、ＢＢＳはコンテンツ再生中

も含めて24時間常時書き込み可能であり、受講者

は講義を受けながら、あるいは自宅のパソコンか

らいつでも好きなときに発言することができる。

　

ネットワーク型授業に対しては、学生の反応も

よく、早稲田大学が実施しかアンケートでは、約

65％の学生が抵抗感なく授業を受け入れており、

約77％の学生が学生同士のコミュニケーションは

通常の授業以卜に取れていると回答している。ま

た、約86％の学生が単位として認定されるならこ

のような授業を受けたいと回答した(図表)。なお、

12年度には３講座でネットワーク型授業を行う予

定である。

　

さらに、ISDN回線を利用した国内外の教室・研

究室を結ぶネットワーク型のゼミナールを11年度

から実施している。11年度には、同志社大学との

問で政治学の共同ゼミを実施し、毎回各大学から

１名ずつ報告を行い、双方のゼミ生かそれに対し

て質問等を行う形態で研究を進めてきた。

　

今後、早稲田大学では、教育を受ける機会の限

られた社会人から障害者、高齢者、過疎地に暮ら

す人々を対象に、本システムを活用した学習の場

を提供していく予定である。

②エル・ネット

　

オープンカレッジ

　

文部省は､同省の｢教育情報衛星通信ネットワー

ク(エル・ネット)｣を活用し､大学の公開講座や大

学院の講議を全川の公民館や図書館等の社会教育

施設に提供する｢エル・ネット

　

オープンカレッジ｣

を12年１月から開講している。受講会場は､全国に

約1.300か所以上設けられ､希望者は自宅近くの会場

に出向いて､全国各地にある大学の公開講座等を受

講できる仕組みとなっている。 12年１月現在､28の

大学等が参加している(資料35参照卜

図表

　

ネットワーク型授業実験アンケート調査結果(早稲田大学)

この形式の授業に抵抗感はありますか？

　

通常の授業と比較して、学生同士

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

のコミュニケーションは取れてい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ると思いますかワ

大いにある

　

無回答

少しある

33.9%

8.9%

特にない

29.8%

今回のような形式の授業を行い､単位と

して認定される場合､受けたいと思いま

すか(もちろん授業内容が自分の興味の

ある内容だとして)？

　　　　　

全くそう

　

無回答

　　　　　

思かS.V 1.6%
そう思わない0.0%

｢ネットワーク型授業実験アンケート調査｣(早稲田大学)による

　　　　　　　　　　　　　

関連サイト：早稲田大学デジタル化事業推進室(http /ｗｗｗ.wasedａ ａｃ.jp/ｄｃＣ)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

エル・ネット

　

オープンカレッジ(http://ｗｗｗ.opencol.ｇr.jp)



地域の患者や家族の通院等の負担を軽減

　

情報通信技術の発展・普及は、情報通信を利川

した映像により患者の病状等を伝送し遠隔地か

ら診断、指示等の医療行為を行う、いわゆる遠隔

診療の実用化を可能にした。

　

旭川医科大学附属病院は、11年４月に遠隔医療

センターを設ぐ/lし、全診療科で情報通信機器を活

用した遠隔医療を実施している((図表)。北海道に

おいては、高齢化の進行は著しく、2015年には道

民の４人に１人が65歳以上になると予測されてい

る。-方、高度な医療設備を備えた医療機関は都

牡部に集巾する傾向にあり、広人で冬季の気象条

件が厳しい北海道では、患者や家族の通院等の負

担が人きく、遠隔医療センターは地域間の医療格

差の足正に役立つものと期待されている。

　

肖センターは、国内外19か所の医療機関とISDN

回線で結ばれており、診療・検杏映像をリアルタ

イム動画として受信・記録し、コミュニケーショ

ンシステムにより遠隔地の病院等にいる患者や医

師と対面・会話をしながら診療や検査を行うこと

ができる。また、遠隔地の病院などから送信され

た病理映像をリアルタイムに表示することにより、

手術巾の病理診断も行え、さらに遠隔地の病院等

の顕微鏡をリモコン操作する機能を有している。

当システムには、①銀療情報や技術を地域の病院

と共有し、これを地域の病院に通院する患者に還

図表

　

遠隔医療の風景

元することができることや、ﾆか動画により遠隔地

から病理診断が可能なことから、掛り付けの身近

な地域の病院においても診療をすすめることがで

きるケースが増え、患者や家族の負担を軽減でき

ること等のメリットがある。最先端の技術を持つ

人学病院等ときめ細かな診療ができる地域の病院

とがそれぞれの強みを生かして必要に応じて補完

しあうことによって、医療の向｡卜と充実が図られ

るものと期待されている。

　

また、10年６月には、インターネット、パソコ

ン等を、医療、福祉、介護等の、社会性のある目

的にいかに利用していくべきかを検討・協議し

さらに利用者の権利、安全を確保するための倫理

基準を策定・運用することにより、インターネッ

ト医療（注22）の適正な利用を普及し、ひいては国民

の医療、福祉の向上に貢献することを目的として、

日本インターネット医療協議会りIMA : Japan

Internet Medical Association)が設置された､､11年度

は、！インターネットヒの医療情報の提供、利用

状況の実態調査、=ず医療情報の提供及び利用をめ

ぐる問題事例の調査分析、③「インターネット医療

情報の利用の手引き」の作成、（インターネット医

療の利用法、応用法の研究等を行った。12年度は、

電子メール上の相談における個人情報の扱いにつ

いての手引き等を作成していく予定である。

関連サイト：旭川医科大学附属病院

　

遠隔医療センター（http /ＷＷＷ.asahikawa-med.ａＣ.jp/hospital/astec/)

　　　　　　　

日本インターネット医療協議会（httｐ://ＷｗＷ.jima.０ｒ.ｊp/）
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テレビ、専用サービスによるデータ伝送が20世紀の消費情報量増加に寄与

①1青報流通量等の10年間の推移

　

目青報流通センサス調査｣(資料36参照バこよれば、

各情報流通量の過去10年間(昭和63年度～平成10年

度)の年平均増減率は、原発信情報量が17.0％、発

信情報量が13.6%、選択可能情報量が8.3％、消費

可能情報量が5マ％、消費情報量が8.4%、情報スト

ック量が3.8%となっている。これに対し、各情報

量の７年度から10年度の３年間の年平均増減率は、

原発信情報量が28.3%、発信情報量が23.4%、選択

可能情報量が13.1%、消費可能情報量が7.5%、消

費情報量が14.8%及び情報ストック量が2.5%とな

っており、近年では原発信情報量、発信情報量の

伸びが著しい(図表①)。これは、｢専用サービス

(データ伝送)｣、｢ISDN(データ伝送)｣、｢デジタル

データ伝送サービス｣等の電気通信系パーソナルメ

ディアによる情報流通量が、ネットワーク化の進

展に伴い急増しているためである(2-10-1(2)参照)。

図表①

　

情報流通量等の推移(昭和６３年度を１００とする)
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情報ストック量

　　　

実質国内総生産

＝○＝総人□

　

９年度では選択可能情報量の対前年度増減率

(20.5%)が、消費情報量の対前年度増減率(14.2%)

を大きく上回ったが、10年度では対前年度増減率

は選択可能情報量が12.8%、消費情報量が13.5%と

なり、やや消費情報量のほうが高いもののほぼ同

じ程度となった。これは、９年度において大きな動

きを見せたケーブルテレビの選択可能情報量の増

加傾向が、10年度ではやや落ち着いたためである。

　

10年度では実質国内総生産がマイナス成長を示

したが、情報流通量の増減には大きな影響を及ぼ

してはいない。

②消費情報量の推移からみた２０世紀(図表②､③)

　

10年度の調査では、2000年という節目に当たっ

て、消費情報量について1901年までさかのぼって

推計し、100年間の動きについて概観することとし

た。消費情報量の100年間の変化をみると、人々の

情報の消費は飛躍的に拡大したことが分かる。
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201止紀初頭、消費できる情報は日常生活の対話

や学校教育以外では、はがきや封書等の郵便物か、

新聞や書籍等の出版物に限られていた。

　

1925年ラジオ放送が開始され、消費情報量は比

較的緩やかに増加し始めたが、1953年にテレビ放

送が開始されると急速な増加に転じた-

　

ＮＨＫラジオ受信契約数が1931年に100万件を超え

た後、1952年に1000万件を超えるのに20年以上要

したのに対し、ＮＨＫテレビ受信契約数は1958年に

100万件を超えたわずか３年後の1961年に1000万件

を超えた。このことからもいかにテレビが急速に

普及し消費情報量の増加に貢献したかがうかが

える。高度経済成長による国民所得の増人もテレ

ビの普及促進の一因であった。

　

しかし、1973年の第１次オイルショックを過ぎ

たあたりから、消費情報量の増加の速度が鈍化し

た。1975年にはカラーテレビの普及率は90％を超

えており、1970年代後｀|こにはテレビの消費情報量

は飽和状態にあり、テレビによる消費情報昂:の急

速な拡人は終わりを迎えたー

　

テレビの次に消費情報量の牽引役を務めたのは

専用サービスによるデータ伝送であった.、ヴ用サ

ービスによるデータ伝送の消賞情催には1980年代

中頃より急速に拡人した.1980年代巾頃は、一般

家庭にパソコンの普及が始まった時期であり、経

済も｀11導体等ハイテク関運所業が景気をリードし

た時期であった、このような時期に企業において

は専川サービスによるデータ伝送への需要が増加

し、消費情報砂が急速に拡人した．

　

データ伝送による消費情樅量の拡人は、1990年

代後十になって更に加速した1990年代後牛では、

専用サービスによるデータ伝送の拡人に加え、デ

ジタルデータ伝送サービスやISDNによるデータ伝

送が拡大した．消費情報量の増加にIりめるデジタ

計測量 単位 昭和63 －冗 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10
平均増減率

(H10/H7)

平均増減率

(H10/S63)

原発信情報量 ﾜｰﾄﾞ
4.51×10155.09×1015

(12.9%)

5.78×1015

(13.7%)

6.16×1015

　(6.4%)

6.55×1015

　(6.4%)

7.09×1015

　(8.2%)

7.86×1015

(10.8%)

1.02×1016

(30.1%)

1.42×1016

(39.3%)

1.78×1016

(25.3%)

2.16×1016

(21烈)
28.3% 17.0%

発信情報量 ﾜｰﾄﾞ
6.97×10157.75×1015

　(11.2%)

8.61×1015

(11.1%)

9.10×w

　(5.6%)

9.44×w

　(3.7%)

9.97×101

　(5.6%)

1.08×Tr
　(8.0%)

1.32×w

(22.9%)

1.74×To"

(31.5%)

2.11×1016

(21.1%)

2.49×1016

(17.9%)
23.4% 13.6%

選択可能情報量 ﾜｰﾄﾞ
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　(6.7%)

3.31×101

　(4.9%)

3.50×101

　(5.8%)

3.67×To"

　(4.7%)

3.94×10“
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13.1% 8.3%
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7.5% 5.7%

消費情報量 ﾜｰﾄﾞ
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　(6.7%)

1.76×101゛

　(5.0%)
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2,70×w
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3.09×1015

(14.2%)
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14.8% 8.4%
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　･(4.0%)
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1.35×Tr
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実質国内総生産10億円
3.73×1053.96×10゛

(6.0%)
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　(4.4%)

4.36×1

(5.5%

)5 4.49×105
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4.69×105
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2.3% 2.7%

総人口 人
1.22×1081.23×106
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　(0.4%)
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(0.3%
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ルデータ伝送サービスやISDNの増加分の割合は専

用サービスよりも小さいが、徐々に大きくなって

きている。

　

このように、1980年代中頃までは、新聞、ラジ

オ、テレビ等、マスメディアを中心として生活者の情

図表②

　

２０世紀における消費情報量の推移

（ワード) 4.00×1016

　　　　　　

3.50×10"

　　　　　　

3.00×1016

　　　　　　

2.50×1016

　　　　　　

2.00×10"

　　　　　　

1.50×10"

　　　　　　

1.00×10"

　　　　　　

5.00×1015

　　　　　　

0.00×10

図表③
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報消費の主体となるメディアが消費情報量を牽引

してきたが、これに加えて1980年代中頃以降はネ

ットワーク化などを背景に、専用サービスによる

データ伝送等、主として企業が情報消費の主体と

なるメディアが消費情報量を牽引し始めている。
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データか利用できない年度や、大きく外れた値を示す年度は除いてグラフ化した。

※２

　

寄与率の合計は１００％となる、ある年において消費情報量が増加したメディアの寄与率の合計が１００％を超える場合には、他のメディアの

　　　

情報量は減少しており、寄与率はその分マイナスとなっている。

図表j.、ぽ

　

「情報流通センサス調査」により作成



（２）発信情報量

データ伝送用電気通信系パーソナルメディアの増加が
発信情報量の増加に寄与

　

発信情報量とは、各メディアの情報発信者が１

年問に送り出した情報の総量(複製を行って発信し

た場合及び同べ)情報を繰り返し発信した場合も

含む｡)を計測したものである。10年度の発信情報

量は、2.49×1016ワード(対前年皮比17.9%増)とな

った。

①シェア([ﾇ1表土]

　

メディア別シェアをみると、｢今用サービス(デ

ータ伝送)｣が66.2%と最も大きく、続く｢新聞｣

(8.8％)を人きく引き離している。｢新聞｣や３番目

に人きい｢対話｣(8.7%)等は、発信情報量全体が人

きく増加する中、あまり増加していないため、

年々シェアを下げてきている。

　

このほか上位５メ

ディアには｢ISDN(データ伝送)](6.5%)、｢デジタ

ルデータ伝送サービス｣ぽ2％)といったデータ伝

送用電気通信系パーソナルメディアがランクされ

ている。

②増加に対する寄与率(図表②)

　

寄与率をみると、最も貢献したメディアは｢ヴ用

図表①

　

シェア
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※（

　

）内は､９年度シェア

図表②

　

増加に対する寄与率
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図表①～③「情報流通センサス調査」により作成

サービス（データ伝送）］(65,6%)で、次いで「ISDN

（データ伝送）」(21.1%)、「デジタルデータ伝送サ

ービス」（に3％）であった。これらシェアの大きい

３つのデータ伝送用電λ通信系パーソナルメディ

アで発仁情報量の増加のほとんどを批っていると

いえる（寄ケ率合計99.0%ト今後も企業の情報化、

ネットワーク化に伴い、データ伝送を行う回線の

大容量化か急速に進展し、データ伝送用電気通信

系パーソナルメディアが拡大し、発信情報量を増

加させていくと考えられる､。

③増減率巾|表子）

　

メディア別増減率をみると、田ＶＤソフト」が晨

も人きく伸び、215.3%となった。［ＤＶＤソフト］は

８年度に発売が開始されたばかりの新しいメディ

アであり、立ち上がり期にあるため、増減率が大

きくなっている。「ＤＶＤソフト」以外では「CSデジ

タルテレビ放送」(148.4%八「デジタルデータ伝送

サービス」(136.3%)が人きく伸びた。

ＩＳＤＮ(データ伝送)

ｌ

　　　

対話

50 60

図表③

　

増減率
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(３) 選択可能情報量

｢ケーブルテレビ放送｣等の普及が選択可能情報量の増加に寄与

　

選択可能情報量とは、各メディアの情報受信点

　

を電気通信系マスメディア（放送系）が占める結果

において、１年間に情報消費者が選択可能なかた

　

となった。

ちで提供された情報の総量を計測したものである。

　

②増加に対する寄与率（（ﾇ1表口））

10年度の選択可能情報量は、5.69×1017ワード（対

　　

寄与宰をみると10年度の選択可能情報量の増加

前年度比12.8%)となった。

　　　　　　　　　　　　　　

は、電気通信系マスメディア（放送系）の増加によ

①シェア（［jぐ1表①］

　　　　　　　　　　　　　　　　

るところが大きく、上位５メディアのうち、４メ

　

メディア別シェアをみると、「地上波テレビ放送」

　

ディアが電気通信系マスメディア（放送系）である。

が32.3%と９年度より3.7ポイント低下しだのに対

　

特に「ケーブルテレビ放送」の寄与率が64.6%と大

し、（ヶ－ブルテレビ放送バ45.4%)は９年度より

　　

きく、次いで「CSデジタルテレビ放送」が19.3%と

シェアを高めており、９年度に引き続き「ケーブル

　

なっている。

テレビ放送」は［地上波テレビ放送］を上回った、③増減率（［図表③］

その他では、「ＡＭラジオ放送」(5.3%)、「CSデジタ

　　

増減率をみると、「ＤＶＤソフト」や「デジタルデ

ルテレビ放送」(4.5%)、（FMラジオ放送バ4.0%)

　

一タ伝送サービス」が大きく仲び、それぞれ増減率

のシェアが比較的大きく、上位５メディアすべて

　

は215.3%、136.3%となった。

図表①

　

シェア

０ 10

ケーブルテレビ放送

45.4
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20

※（

　

）内は、９年度シェア

図表②

　

増加に対する寄与率
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デジタルデータ伝送用電気通信系パーソナルメディアの増加が

消費情報量の増加に寄与

　

消費情報量とは、各メディアを通じて、１年間

に情報の消費者が実際に受け取り、消費した情報

の総数を計測したものである。10年度の消費情報

量は、3.50×1016ワード（対前年度比13.5%増）とな

った。

①シェア（（図表①）

　

メディア別シェアをみると、「専用サービス（デ

ータ伝送）」が46,9%と最も大きく、半分近くを占

めている。次いで「地上波テレビ放送」(13.9%)が

大きく、第４位の（ケーブルテレビ放送ム7.1%)を

上回っている。消費される段階では「ケーブルテレ

ビ放送」よりも「地上波テレビ放送」の情報量の方

が多いことが分かる。

②増加に対する寄与率（［図表②］

　

寄与率をみると、電気通信系メディアの寄与率

図表①

　

シェア
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図表②

　

増加に対する寄与率

専用サービス

(データ伝送)

　

(デーぷl謝二19.1

デジタルデータ

　

伝送サービス
ロ11.1

　

ﾗぷ畠）7

パソコンソフトロ4.8

“）｀Ｕ

が94.3%となっており、消費情報量の増加は電気通

信系メディアによってもたらされているといえる。

電気通信系メディアの中でも「専用サービス（デー

タ伝送）」の寄与率が最も高く、59.1%と高い値を

示している。次いで「ISDN（データ伝送）」が高く、

19.1%となった。「デジタルデータ伝送サービス」

は寄与率10.7%を示しており、昨年度寄与率第３位

たった「ケーブルテレビ放送」を抜いて第３位にな

っている。輸送系では「パソコンソフト」が寄与率

4.8%と健闘している。

③増減率（［図表③］

　

増減率をみると、「デジタルデータ伝送サービス」

が最も大きく伸び、136.3%となった。「デジタルデ

ータ伝送サービス」以外にも「ＤＶＤソフト」「ISDN」

関連のデジタルメディアの伸びは著しい。

ケーブルテレビ放送

地上波テレビ放送

30 40

　

13.9

　

(15.8)

50 60

対話

12.4
(14.0)

-

図表③

　

増減率

　

デジタルデータ

　　

伝送サービス

7｡1
(7.3)

0｡3
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70(％)

図表①～③「情報流通センサス調査」により作成
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4｡6
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０
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依然｢CD-ROM｣、｢書籍｣などの輸送系メディアの寄与率が高い

　

情報ストック量とは、各メデイアで過去に情報

流通過程に乗った情報のうち、情報の保存及び将

来的な再利用を目的として、情報の発信側若しく

は受信側で保存されている情報の総量を計測した

ものである。 10年度の情報ストック量は、1.36×

1015ワード(対前年度比5.9%増)となった。

①シェア((図表①)

　

メデイア別シェアをみると、｢書籍｣が64.6%と

最も大きく、次いで｢手書き文書｣(6.2%)が大きい。

他の情報流通量では電気通信系メデイアが大きな

シェアを占めているのに対し、情報ストック量で

は輸送系のメデイアが大きなシェアを占めている。

②増加に対する寄与率((図表⑦)

　

寄ヅ率をみると、｢書籍｣が55.9%と最も大きく、

図表①

　

シェア

書籍

次いで「ＣＤ-ＲＯＭ」（30.1％）が大きい。「書籍」と

「ＣＤ-ＲＯＭ」との寄与率合計は86.0％に達しており、

情報ストック量の増加のほとんどはこの２つのメ

ディアによってもたらされたといえる。輸送系以

外のメディアでは電気通信系の「ケーブルテレビ放

送」の寄与率が3.9%と第３位にあかっている。

③増減率（図表③）

　

増減率では、「ＤＶＤソフト」が277.6%と非常に高

い伸びを示しており、今後情報ストック量に占め

る役割を急速に増していくものと考えられる。

「ISDN（ファクシミリ）」「CSデジタルテレビ放送」

「ＣＤ-ＲＯＭ」「インターネット」等のデジタル系電気

通信系メディアも高い伸びを示している。

　　　

地上波テレビ放送一

手書き文書

　

データベース

CD-ROM
ｉ

　　

その他

5｡8
(6.2)
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０
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増加に対する寄与率
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東京都が全体の19.4%と依然突出

　

10年度における発信情報量の各祁道府県別のシ

ェア([xgl表]をみると、東京都が19.4%と突出して

おり、２位の大阪府(7.3%)の2.7倍となっている．、

以ド、神奈川県㈲2％)、愛知県(4.8%)、ﾆﾄ葉県

(4.7%)と続き、上位7都道府県で全体の50％を占

めている、祁道府県の順位は、徳島県が41位から

34位、岡山県が19位から15位と変動したほかは前

年とほぼ同じである

　

シェアについても、１位の

東京都が0.8ポイント減少、Ｔ葉県が0.5ポイント増

加したほかは前年とほぼ同じであり、大きな変動

図表

　

都道府県別発信情報量

(％)
20

１５

10

５

０

東大神愛千埼北

　　

奈

　　　　

海
京阪川知葉玉道

兵福静群京広茨岡岐長新宮奈福石栃

庫岡岡馬都島城山阜野潟城良島川木

※

　

発信情報量の総量に占める各都道府県の占有率を示す。

「情報流通センサス調査」により作成

はない。

　

また、10年度におけるジニ係数(注23)は、前年度

と同水準の0.504となり、発信情報にの地域格差は

依然として人きい。

　

一ノム都道府県別の１人肖たりの発信情報量を

みると、東京都が全祁道府県平均の2.1倍となって

いるのに次いで、石川県(L5倍)、群馬県皿4倍)、

徳島県(1.2倍)、奈良県(1.2倍)と続いており、束

京都が他府県をひき離している(資料37参照)｡

ｌ 三愛山青熊大長岩滋徳富秋山沖香

重媛口森本分崎手賀島山田形縄川

ｌ 宮山福島高佐島

崎梨井根知賀取
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都道府県の順位・シェアとも、大きな変動はない

　

10年度における、選択可能情報量の各都道府県

別のシェアをみると、東京都が12.9%と最高で、２

位の大阪府が8.2%、神奈川県が7.7%、埼玉県が

6.7%と続き、上位７都道府県で全体の50％を占め

ている。都道府県の順位、シェアとも、前年度と

ほぼ同じで大きな変動はない。

　

また、10年度におけるジニ係数は、前年度と同

図表

　

都道府県別1人当たり選択可能情報量

　

(倍)
2.0

1.5

１．０

０．５

0.0

水準の0.522となり、選択可能情報量の地域格差は

依然として大きい(資料37参照)。

　

一方、都道府県別の１人当たりの選択可能情報

量をみると、山梨県(全都道府県平均の1.6倍)、東

京都(同1.4倍)、長野県([司1.4倍]、三重県(同1.3倍)、

埼玉県(同1.2倍)となっている(図表)。

(倍)

,4.0

2.0

1,0

0.0

　　　

山東長三埼愛兵大神千岡徳福岐栃群山京広香奈宮静石福島愛北島大長茨新佐和高滋富山青岩熊福秋鹿宮沖

　　　

梨京野重玉知庫阪
m

葉山島井阜木馬口都島川良城岡川岡取媛温根分崎城潟賀l知賀山形森手本島田逞崎縄

※１

　

１０年度全都道府県平均比は､全国４フ都道府県の平均に対する比率を倍数で示したもの。

※２

　

１０年度／昭和６３年度比は､昭和６３年度から１０年度の間に１人当たりの選択可能情報量が何倍になったかを倍数で

　　　

示したもの。

「情報流通センサス調査」により作成



都道府県の順位・シェアとも、大きな変動はない

　

10年度における情報ストック量の各都道府県別

のシェアをみると、東京都が15.4%と最高で、以下、

神奈川県(8.6%)、大阪府(7.8%八千柴県(6.5%八

埼玉県(5.5％)と続き、|こ位７都道府県で全体の

50％を占めている.．都道府県の順位やシェアに人

きな変動は見られない．

　

また、10年度におけるジニ係数は、前年度と同

図表

　

都道府県別1人当たりの情報ストック量

(倍)
2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

水準の0.522となり、情報ストック量の地域間格差

は依然として大きい(資料37参照)。

　

一方、都道府県別の１人肖たりの情報ストック

量をみると、東京都(全都道府県平均の1.6倍八千

葉県(同1.4倍八神奈川県巾n.3倍)、栃木県([司1.2

倍]、石川県(同1.2倍)となっており、大きな変化

はない(図表)。

(倍)
１．６

1.5

１．４

1.3

1.2

1.1

東千神

　　

奈
京葉川

栃石兵大山青

木川庫阪形森

｜ 岐山埼奈広静岡滋三烏

阜口玉良島岡山賀重取

ｌ 香岩徳長山愛島熊高大宮富

川手島野梨媛根本知分城山

１ 佐宮京群愛長茨福沖福新秋福

賀崎都馬知崎城岡縄島潟田井

※１

　

１０年度全都道府県平均比は、全国４フ都道府県の平均に対する比率を倍数で示したもの。

※２

　

１０年度ノ昭和ら3年度比は、昭和６３年度から１０年度の間にコ人当た０の情報ストック量が何倍になったかを倍数で

　　　

示したもの。

「情報流通センサス調査」により作成
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電気通信事業者の業界の垣根を越えた買収や合併が相次ぐ

　

米国は世界最大の電気通信市場である。2000年

１月にFCC (Federal Communications Commission:米

国連邦通信委員会)が発表したアジェンダにおいて

も剛Access (接続)、(2) Broad band (広帯域卜(3)

Competition (競争)、の３項目を挙げ、今後も情報

通信分野の競争促進や国際通信網の拡大など世界

をリードする姿勢をみせている。こうした中、米

国の電気通信事業者は激しい競争を展開しており、

これに対応するためにアメリカ・オンライン(ＡＯＬ)

とタイムワーナーのように業態の垣根を越えた大

型買収や合併が相次いでいる(図表千卜

　

また、米国政府は情報通信政策についても以下

のとおり積極的に展開している。

①IT2(lnforｍａtｉｏｎ Technology for the 21st

　

ＣｅｎtＵrｙ)計画

　

米国政府は1999年１月、2000年度予算要求に併

せ、情報通信分野の研究開発計画｢IT- (Information

Technology for the 21｀１Century)]を発表した。この

中で、｢ITは、米国の成長のみならず、雇用創出、

生産性、国際競争力強化にとって重大なインパク

トがある｣と位置付け、長期的なIT研究、先進的コ

ンピューティング、IT革命の社会経済との関わり

合いの研究等の実施を盛り込んでいる。

②デジタル・ディバイドに関する商務省レポート

　

米国商務省は、99年７月、デジタル・ディバイ

ド(情報格差)に関するレポート｢Falling Through the

Ｎｅt:Definingthe DigitalDivide]を発表した｡本レポ

ートでは、米国国民のコンピュータやインターネ

ットの利用が急激な伸びを示している中で、情報

を持てる者と持たざる者との格差が広がりつつあ

る状況を米国の４万8.000世帯を対象に人種、所得、

学歴Ｕ

ンターネットアクセスについて分析・指摘してい

図表①

　

1999年度の米国における主な買収・合併等の動き

る(図表②㈲

　

こうした中、クリントン大統領は、2000年１月

に行なった一般教書演説で、社会経済のデジタル

化に伴う｢デジタル・ディバイド｣の解消を行なう

ことを強調し、対応措置として、新しく採用する

教師には、コンピュータやインターネットアクセ

スに関する技術などを身につけていることを前提

条件とすることや、成人に情報技術を教育するた

め、全米1000か所に地域技術センターを設立する

ことなどを提案している。

③２０００年問題訴訟制限法

　

2000年問題訴訟制限法が1999年７月クリントン

米大統領署名の下、制定された。主な内容は、(i)

2000年問題に関連した訴訟をおこす場合は最長90

日の通告期間を義務付け、企業に問題解決の時間

を与える、(li)被告が、個人や従業員数50人未満の

巾小企業の場合は、賠償金の上限を実際の損害額

の３倍または25万ドル(約3000万円)の少ない方と

する、(iii)和解による解決を奨励し、集団訴訟は制

限する、(iv)2003年１月１[|までの時限立法、とな

っている｡｡

④電子署名法

　

1999年11月には、｢電子署名に通常の署名と同等

の法的効力を与える電子署名法案｣が、米国上院及

び下院の両院で可決された。なお、上院の法案が

契約に関する署名のみにおいて、デジタル署名に

手書き署名と同等の効力をりえるものであるのに

対し、ド院の法案は、上院の法案の趣旨に加え、

デジタル署名により例えば消費者が委任状なしで

も税金明細書の請求をすることを可能とするなど、

広い範囲でデジタル署名の効力を認めることとし

ているものであり、両院の案の調整を図ることが

謀題となっている。

連携の

形　態

　企　　業　　名

(買収の場合は買収企業名)
業態

　　企　業　名

(買収の場合は被買収企業名)
業　態

成立･発表

　年月

買収金額(ドル)

または合併比率

提携 AT&T社 長距離 タイム･ワーナー社 CATV･コンテンツ 1999.2.発表 -

買収 AT&T社 長距離 メディア･ワン社 CATV 1999.5.発表 買収金額　580億ドル

買収 MCIワールドコム杜 長距離 スプリント社 長距離 1999.10.発表 買収金額1,290億ドル

買収 SBCｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ社(RBOCs) 地域 アメリテック社(ＲＢＯＣｓ) 地域 1999.10.成立 買収金額　620億ドル

合併 AOL社 ISP タイム･ワーナー社 CATV･コンテンツ 2000.1.発表 合併比率　55:45

買収 クェスト･コミュニケーションズ社 長距離 USウエスト社(RBOCs) 地域 2000.3波立 買収金額　350億ドル

※

　

買収金額等については､報道によ０若干の相違かおる。

各種資料により作成



⑤暗号技術管理の規制緩和

　

商務省は、2000年１月、暗じ･技術製品の輸出に

関する規制緩和を発表した、

　

内容としては、これまで56ビット以トの暗号技

術製品を輸出する場合には、政府の許可が必要と

されてきたが、今後は原則として、あらゆる強度

の暗け技術製品を一般企業、個人などの非政府系

ユーザーに対して政府の許可なしに輸出すること

ができることとなった､、ただし、７か国（イラン、

イラク、リビア、シリア、スーダン、北朝鮮、キ

ューバ）については、ビット長にかかわらず暗号技

術製品の輸出規制を継続することとしている。

⑥21世紀に向けたサイバーセキュリティ

　

クリントン人統領は、2000年１月「情報システム

図表②米国におけるインターネット世帯普及率

　　　　

所

　

得

二二コ米国全体
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方
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(%)
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‥

　

８．１
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7.2

…

　

6.8

10,000-
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・7.4

‥

　

6.0

7.9

‥

　

8.1

防衛計画｣の実施と、什会インフラやコンピュータ

システム、ネットワークへの脅威に対する防衛強

化のための新たな予算案を発表した

　

剔り経済に

とって最も重要な分野である電力、電気通信、銀

行及び金融、交通、エマージェンシーサービスド

ついては、ハッカーやテロリスト等から破壊的な

攻撃を受ける恐れがあることから、これらの社会

インフラ防衛のため、2001年度の則

比べて16％増の20.3億ドルを割り当てることを提案

している、また、この｢情報システム防衛計圃｣は、

バージョン・ワンとも呼ばれ、政府を情怖セキュ

リティのモデルとすること及び米国のインフラを

防御するために官民の連携関係を築くことを目指

している(図衣3卜

15,000-
19,999ドル

　　　

9.8

‥‥

　

8.4

　

10.3

‥

　

11.0

図表③「21世紀に向けたサイバーセキュリティ」の概要

＜情報セキュリティのモデルとしての連邦政府＞

20,000-
24.999ドル

　　

12.1

　　

10.0

　　

12.9

　　

14.4

25,000-
34.999ドル

　　　

19.1

　　　

15.4

　　　

20.4

　　　

22.5

35,000-
49.999ドル

　　　

29.5

　　　

26.4

　　　

30.6

　　　

31.8

50,000-
74.999ドル

　　　

43.9

　　　

38.7

　　　

45.7

　　　

44.0

75,000
以上

ドル

60.3

53.7

62.0

59.7

予算項目 2001年度予算 主な施策内容

政府のIT専門家の育成 2500万ドル
(人事管理局及び全米科学財団)

・政府の業務に就くことを条件にIT教育の学費を政府が負担

連邦機関の脆弱性分析の実施及び重要インフラ防
護計画の展開

500万ドル(商務省＜国家情報
科学技術局＞)

・同計画を開発する商務省国立標準技術研究所のエキスパートレビューチーム(ERT)を恒久化する

連邦侵入検知ネットワークの開発 1000万ドル ・政府の非軍事機関における重要システムを、サイバー攻撃から防護し、既知のソフトウェア欠陥
　について早期の修正を実行する等のシステムを開発

公開鍵暗号システムの試験的配備 700万ドル ・異なった連邦機関での公開鍵暗号の実証実験計画

連邦機関における研究開発の実施 6億600万ドル ・研究機関その他での、コンピュータセキュリティの研究開発予算を32％増とする

情報インフラ防護のための組織 5000万ドル ・官民の連携による情報インフラ保護を行う研究所を創設する

＜官民の連携＞

重要インフラセキュリティにおけ

る連携

デイリー国防長官の呼びかけにより､フォーチュン誌の上位500社のうち90社以上からなる企業連携が1999年12月に立

ち上がり､情報セキュリティに関する公共教育の提供や民間との協力を実施。

情報共有･分析センター
6つのコンピュータセキュリティセンター設立が提案されているが、このうち2つのコンピュータが既に設立され、

他の4つについても2000年度中の運用開始が目標。

国家インフラ保障委員会 IT産業､経済界主要分野､学界の有識者からなる諮問委員会を設立。

図表②､③

　

米国政府資料より作成
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欧州統合により域内事業者の再編が進展

　

欧州では、欧州統合によりＥＵ域内市場の統合

も進み、電気通信事業者の再編が加速している。

かつて代表的国営通信事業者であったドイツ・テ

レコム(ＤＴ：Deutsche Telecom)、フランス・テレコム

(FT : France Telecom)等は多様な買収・合併活動に

よって、ＥＵ域内の他の国々に進出している(図表

千卜また、ＥＵは情報通信政策についても、規制の

枠組みの見直しや電子商取引にかかる法整備を中

心に以下のとおり積極的に展開している。

①電気通信事業者とＣＡＴＶ事業運営の分離に関す

　

る指令

　

欧州委員会は、1999年６月、ＥＵ加盟各国に対す

る電気通信事業とケーブルテレビ事業運営の分離

に関する指令を採択した。本指令は来るべきデジ

タル経済社会に向けて、欧州市民のネットワーク

へのアクセス環境を改善するため、90年６月に採

択された｢電気通信サービス市場における競争に関

する指令｣を改正したものであり、通信事業者が以

ドに定義する条件に該当する場合は、同じ法人が

ＣＡＴＶネットワークを所有することを禁止すべきで

あるとしている、

(ｉ)その事業者がＥＵの加盟国(即ち政府)等によっ

　　

て保有されている。

(ii)その事業者が公衆通信ネットワーク及び公衆音

　　

声電話市場の相当な部分で支配的位置にある、

(面同じ地域内で特別及び排他的権利をもって

　　

ＣＡＴＶネットワークを運営している。

　

この指令が発出された理由は、特定事業者が通

信ネットワークとＣＡＴＶネットワークの双方を保有

した場合、地域アクセス市場において競争力が低

下したり、マルチメディア・インフラの発展が遅

図表①･

　

iggg年の欧州での主な買収・合併等の動き

れ、消費者、サービス・プロバイダー、または欧

州経済全体に弊害をもたらす恐れがあると判断さ

れたためである。なお、本指令は、2002年12月ま

でにすべての加盟国で達成させることを規定して

いる。

②EUによる電気通信規制枠組みの見直し

　

1999年11月、欧州委員会は４つのコミュニケー

ションを採択し、現行の規制枠組みの包括的な見

直しを行なうことを公表した。

　

４つのコミュニケ

ーションとは、(1) 1999年コミュニケーションレビ

ュー(通信インフラストラクチャーと関連サービス

の新たなフレームワークを目指してパii)電気通信

規制パッケージの実施に関する第５次レポート、

(iii)EUにおけるデジタルテレビ市場の発展、(iv)

周波数政策における次のステップ、である。また、

欧件|委員会はこれらのコミュニケーションを踏ま

えて規制枠組みの見直しを行い(図表章)、最終的

にはＥＵの情報通信関連の法規定を、現行の20から

６に統合し、簡素化を図ることを提案している。

なお、1999年12月には、｢デジタル時代のオーディ

オビジュアル政策に関する原則と指針｣と題するコ

ミュニケーションを採択し、コンテンツ分野の現

行の規則と支援に関しても、見直しを行うことを

公表した｡、

③電子商取引に関する指令案

　

1999年12月、ＥＵ閣僚理事会は、｢電子商取引に関

する指令案｣について、｢共通の立場｣を採択し同指

令案を承認した。同指令案では、ＥＵ域内の電子商

取引について、原則的に商品やサービスを提供す

る企業の所在地の法律を適用する一方で、消費者

側の懸念を考慮し、消費者保護の観点から必要と

連携の形態企業名(耶の豺は買収企業)国籍(本社) 業態 企業名(駒の場合は被買収企業)国籍(本社) 業態 成立･発表年月買収金額または合併比率

合併 テリア社 スウェーデン総合 テレノア社 ノルウェイ 総合 1999.1発表 合併比率60:40

買収 オリベッティ社 イタリア IT･電気 テレコムイタリア社 イタリア 総合 1999.5発表 買収金額315億ドル

買収 NTL社 英国 ＭＳＯ引ｹづﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾜｲﾔﾚｽ･

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ社(CATV部門)

英国 CATV 1999.7発表 買収金額63億ポンド

買収 ドイツテレコム社 ﾄﾞｲﾂ 総合 ワンツーワン社 英国 移動 1999.8発表 買収金額69億ポンド

買収 フランステレコム社 フランス 総合 イープラス社 ﾄﾞｲﾂ 移動 1999.10発表 買収金額74億ユーロ

買収 マンネスマン社 ﾄﾞｲﾂ 移動 オレンジ社 英国 移動 1999.10発表 買収金額185億ﾎﾟﾝﾄﾞ

買収 NTL社 英国 ＭＳＯ引ケーブルコム

･ホールディングス社

スイス CATV 1999.12発表 買収金額37億ドル

買収 フランステレコム社 フランス 総合 グローバルワン社 ベルギー データ通信 2000.1.発表 買収金額38億8,200万ドル

買収 ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝｴｱﾀｯﾁ社 英国 移動 マンネスマン社 ドイツ 移動 2000.2発表 買収金額1,809億5,000万ﾄﾞﾙ

い

ぞ･２

MSO = MultipleSystem Operator (C∧ＴＶ統括運営会社)

買収金額については報道によ０若干の相直かおる、

各種資料により作成



認められる場合には、消費者が住む加盟国が例外

的に制限を課すことができるとするものである､、

また、将来の技術進歩に即するため3年以内の見直

しを条項に盛り込んでいる。今後は、欧州議会で

審議されていく予定である。

④電子署名の共通枠組に関する指令

　

ＥＵは、1999年12月に｢電子署名の共通枠組に関

する指令｣を発出した。本指令の内容は、電子署名

と手書き署名を同等と認めることや、電子署名の

使用対象についても商取引だけではなく、幅広い

サービスと商品を対象としており、電了署名にか

かる登録、タイムスタンプ、コンサルタントサー

ビス等にも適用されるものである。

　

また、電子署名を認定する条件として(i)電子署

名は｢先進的電子署名｣であること、(田認可され

図表②

　

規制枠組み見直しの内容

た認証に基づくものであること、扇Ｕ安令な署yl

生成機により作られること、を挙げており、E U

加盟諸国はこの指令に介わせて、2001年７月まで

にこの指令に合致するように、各国の関係法令を

整備する義務が課せられている｡、なお、2000年３

月現在ドイツ及びイタリアで卜Uﾝﾄ署名法]が成立

している､、

⑤eEurope計画

　

欧州委員会のプローディ委員長は、1999年12月

のＡヽルシンキＥＵサミットで、｢eEurope｣について発

表した、ｅ Europe計画とは、欧什|の人々が情報化

社会で利益を享受できるような体制づくりをする

ため、教育や輸送、ヘルスケア、障害者対応等の

優先的な10分野を定め、それぞれの分野における

努力目標を提示したものである(図表寸)、

項　　目 内　　容

①インターネット インターネット伝送サービスは従来どおり､他の伝送サービスと同様に扱う

②免許付与･認可 現行枠組みでは個別免許によるサービス提供となっているが､新しい枠組みでは一般認可制とする

③アクセスおよび相互接続 すべての通信インフラについてアクセス及び相互接続に関する共通の規制を設ける

④周波数 周波数政策専門グループを設置し､EUレベルでの政策を策定する

⑤ユニバーサルサービス
現段階ではユニバーサルサービスの現行の定義と範囲を継続する方針であるが､範囲拡大の可能性を含め､定

期的見直し実施を法制化する

⑥ローカルループの競争
加入者回線における競争を促進するための緊急の措置が必要とされる｡委員会としては､勧告の形で場合によっ

ては条約の競争ルールに基づく権限を行使して､EU全域を通じてローカルループのアンバンドリングを促進する

⑦EUレベルでの一貫した

　規制措置

法規定の適用に一貫性がないことが､効果的な競争と汎欧州サービスの展開を妨げており､委員会と各国規制機

関との協力体制を早急に改善する必要がある

図表③

　

e Europe計画における優先的１０分野の概要

優先的10分野 目標内容(一部抜粋)

①デジタル時代に対応した欧州の若

　者の育成

2001年末までにすべての学校がインターネットに接続できるようにする

②安価なインターネットアクセス 2000年末までに専用線価格を下げる

③電子商取引を加速する 2000年末までにEUが行う調達において全て電子的手段を用いるようにする

④研究者や学生に高遠インターネット 2000年末までに欧州の研究者や学生のために高遠インターネットの基盤整備を進める

⑤電子的なアクセス向けのスマートカ

　ードの確立

2000年末までにスマートカードに関する共通仕様を策定する

⑥ハイテク中小企業のための資本 2000年末までにハイテクに対する融資に関し､既存の枠組みの統一を図るため加盟国間で見直しを行う

⑦障害者が参加できる電子社会 2001年末までに､障害者も容易に利用できるような公的なウェブサイトをつくる

⑧オンラインによるヘルスケア 2000年末までに各種ヘルスケアの優先順位を決める

⑨インテリジェントな輸送 2001年末までに欧州全市民がEU域内どこでも多言語サポートが可能とし､緊急サービス用の112コー

ル体制を整える　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜

⑩電子政府化 2000年末までに①法律･行政情報.②文化情報､③環境情報､④交通･渋滞情報等の公共情報につい

てネットワークで容易にアクセスできるようにする

図表②､③

　

ＥＵ資料により作成
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通貨・経済危機を克服し、電気通信市場の自由化や通信網の整備計画を推進

　

1997年以来のアジアにおける通貨・経済危機を、

1999年に入ってほとんど克服したアジア諸国は、

電気通信市場の自由化や通信網の整備計画を一一層

推し進めている、

①､中国

　

中田の電気通信市場は、拡大を続けている。携

帯電話の普及は著しく、1999年12月末における契

約者数は4,000万人を超えており、我が国の契約者

故に迫る勢いである((ｽﾞ1表１)。

　

また、市場の改革も進められている。1999年3月、

巾国電信の独占体制を打破し市場の活性化を図

るため、中田電信の分割案が国務院で承認され、

同年末までに中国電信は固定通信部門の｢中国電信

集団公司｣、携帯電話の｢中国移動通信集団公司｣、

衛星通信の｢巾国衛星通信集団公司｣及びヘーシン

クの｢中国尋呼通信集団公司｣の４事業体に分割さ

れた､つ

　

さらに1999年４月、鉄道部、中国科学院、広播

電影電視総局、上海巾政府が出資して、中国網絡

通信有限公司(網通)が設立され、国務院の承認を

受けた。網通は中国の主要15都市を結ぶ叩バック

ボーンの建設を進めており、2000年中に開業予定

である。

　

中岡には現在、電気通信分野全体を規制する原

則を定めた法律が存在しないため、信息産業部で

は｢電信法｣の起草作業を進めており、その前段階

として｢電信管理条令｣を2000年前半に発布する予

定である｡

図表①

　

携帯電話契約数の推移（日中比較）

2000

1000

　　　

0

　　　　　　　　　　　　

1991年

　

1992年

　

1993年

　　　　　　

=○==中国

　　

4.8………17.7………63.8

　　　　　　

よｏ＝日本

　

137.8………171.3………213.1

ぞ･

　

1999年については１２月末の数値を掲載

中国政府資料及び郵政省資料により作成

②香港

　

香港は、1999年５月に新たな電気通信の自由化

を発表した。2001年１月から無線固定ネットワー

ク、ビル内ネットワーク及び衛星ネットワークに

ついて、新規事業者に免許を与えることとした。

　

一方、有線固定通信事業については現在、香港

テレコム社(Ｃ＆ＷＨＫＴ)のほか、95年から新規参人

したハチソン・コミュニケーション社、ニュー

Ｔ＆Ｔ香港社及びニュー・ワールド・テレホン社の

４社が存在するが、新規３社の事業拡大を条件に

この４社の競争体制を2002年末まで維持すること

としている。

　

また、域外回線設備を自由化し、2001年１月か

ら無線通信事業者の新規免許申請を受け付けるこ

ととし、さらに近年の域外ケーブル需要の高まり

に応えるため、香港へのケーブル敷設に直接投資

する者に限って2003年１月まで免許申請を受け付

けることとしている。このように域内・域外通信

分野ともに自由化を促進する施策を展開しており、

中国返還後も香港はアジア有数の自由化された通

信市場を維持している。

　

なお、香港テレコム社の親会社である英国ケー

ブルアンドワイヤレス社(c&w)は、2000年夏をめ

どに同社を地元の新興インターネット・ベンチャ

ー企業であるパシフィック・センチュリー・サイ

バーワークス社(ＰＣＣＷ)に売却する予定である。

1994年

　

1995年

　

1996年

‥156.8‥‥‥‥362.9……685.3

‥433.1‥‥‥‥1020.4-･2087.7

1997年

　

1998年

　

1999年(年度)

･1323.5…2356.9…4323.8

･3152.7‥‥‥‥4153‥‥‥‥4847.6

　　　　　　　　　　　　

(単位1万契約)



③韓国

　

韓国政府は1999年９月、次世代インターネット

や光通信等の研究開発を偕む情報通信技術開発５

か年計画（2000年から2004年まで）を発表した｡∧外こ

計画では電気通信分野での技術開発費として４兆

1.400億ウォン（約4.074億円）を投人するとしており、

この技術開発の成果によって電気通信関連輸出額

は、1998年末の300億ドル（約3兆3,000億円）から、

2004年末までに1.000億ドル（約11兆円）に達すると

予測している。

　

また、同政府は1999年４月、「CYBER KOREA ２１」

を発衣した。これは創造的地域基盤川家の建設を

目標に、知識情報の創出、蓄積、活川能力の先進

化を行うもので、2002年には世界で10位圏の情報

化先進国になることを目標とする国家計川である。

さらに2000年１月には、そのｰ部である「国家情報

化計|帽を前倒しすることを発表した｡本計画では、

2005年までほぼ全世帯がマルチメディア・データ

をいつでもどこでも送信できる国内高速インター

ネット・インフラの建設に40兆ウォン（約３兆

9,360億円）を投人するとしており、肖初2010年ま

での完了を予定していたが、近年のインターネッ

ト需要の高まりに対応するため前倒しすることと

したものである、

④シンガポール

　

シンガポール政府は、電気通信自由化の時期を

2002年４月から２年早め、2000年４月に前倒しす

る方針を発表した。これにより、現在シンガポー

ルテレコム社が独占している固定通仁市場に競争

が導人されたほか、すべての通信事業者の外貨制

限が撤廃されることとなった。

　

こうした中、2000年４月よりスターハブ社が新

規に固定通信、移動通信サービスを開始した。同

社には、地元資本と炎国のBT什、我が国のＮＴＴが

資本参加している

⑤マレイシア

　

マレイシアでは、政府によるマルチメデイア・

スーパー・コリドー(MSC)叶川が95年から進めら

れており、同計［Illiに参加する介業や、開発のため

に重要あるいは戦略的な貢献を行う企哀肛に対し

て「ＭＳＣステータス」と呼ばれる認定」､い乍を設け、

基準を満たした企袁に対し税制面での優遇措置な

どを与えている一

　

認定のための基準は３つあり（団

表言）、これらをクリアした今叉数は19叩年10月時

点で243社となっており、これは１年前(1998年10

月）より64社も増加している

　

こうした今泉の中に

は、サンマイクロシステムズ・マレイシア社、

ＮＴＴ・ＭＳＣ社、オラクルＭＳＣ札及びインテル・マ

レイシア・デザイン・センター・ＭＳＣ札片レ世界

の有力情報通信関連企業がﾀ1前を連ねているｰ

　

ま

た、1999年７月にはＭＳＣの中核をなすインテリジ

ェント部市である「サイバージャヤ」が正式にオー

プンした

⑥ASEAN

　

1999年11月、ＡＳＥＡＮ首脳と民同企業による合同

会議は、ＡＳＥＡＮ諸国の情報通信技術のための包括

的なアクションプランやグローバルな帖搬化経済

の中で競争力を強化するための諮問機関として、ｅ-

ＡＳＥＡＮタスクフォースを設皿することを発衣した

　

本タスクフォースでは、（川丁マーケットの創出、

(ii)インフラの高度化、（iii）ん材開発、(iv) Eコマ

ースの促進、（Ｖ）電ｆ政府の支持、を視案している

具体的な協定内容は2000年帽Jにミャンマーで開

催されるASEAN経済担当椙公議で視小され、同年

11月にシンガ｀ポールで開催される非公式のASEAN

首脳会議で調印される予定である｡、

図表②

　

マレイシアのＭＳＣ計画の「ＭＳＣステータス」認定基準

認定基準 認定基準内容

基準1 マルチメディア製品やサービスの提供者あるいはヘビーユーザーであること。

基準2 多数の知識労働者を雇用していること。

基準3 マレイシアに自社の技術や知識をどのように移転するか､あるいはマルチメディア

スーパーコリドーやマレイシア経済にどのような貢献を果たすのか､具体的な方策

を有していること。

マレイシア政府資料により作成
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業態の垣根を越えた再編が進む

①電気通信

　

1999年の最大の動きとしては、米国内の同じ長距

離電話会社ＭＣＩワールドコムによるスプリントの

買収が挙げられる。［司時に、スプリントがドイツ

テレコム（ＤＴ）、フランステレコム（ＦＴ）とともに

出資する国際通信アライアンス「グローバルワン」

は、スプリントがＭＣＩワールドコムに買収された

ことに加え、ＤＴとＦＴのパートナーシップ崩壊（株

式持ち合い解消等、関係が希薄化）が表面化し、FT

はグローバルワンについてスプリントとＤＴが保有

するすべての株式の買取りについて合意、今後の

動向か注目される。

　

また、ＡＴ＆Ｔ、ブ｀リティッシュテレコム（ＢＴ）によ

る国際通信サービスの合弁会社コンサートが2000

年１月に設立された。

　

その他、国内の電気通信事業者を巻き込んだ動き

としては、ＡＴ＆Ｔ、ＢＴによる日本テレコムへの出

資、ケーブルアンドワイヤレスによるＩＤＣの買収が

ある、

図表①

　

グローバルアライアンスの進展(電気通信)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

診罪卜・２

　　

ＢＴクループ

　

Ｗ

　　

･ＡＴ＆Ｔ

　

づ

　　　　

Ｃ＆Ｗ
㎜㎜㎜㎜■㎜㎜

　　　　　

■

　　　　

BT

　

’･-

ワールドコム

　

ＭＣＩワールドコム

　　　

買収

　

スプリント

出資関係

提携関係

AＴ＆Ｔ

賃刀？

図表②

　

グローバルアライアンスの進展(放送)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

米国

②放送

　

1999年における再編の中心はケーブルテレビ

（ＣＡＴＶ）事業者である。これはインターネットの

普及に伴い、映像やデータ等大量の情報を送受信

する際に、電話回線よりも高速・大容量通信が可

能であるＣＡＴＶ回線への需要が世界的に高まってい

ること等が背景にある。

　

とりわけ、ＣＡＴＶ回線を用いて高速通信技術の拡

充を進め、ソフトやコンテンツ事業における新サ

ービスの可能性を検討している、世界最大のソフ

トウェア開発会社マイクロソフト（MS）による

ＣＡＴＶ事業に対する進出意欲は旺盛である。英国の

ＣＡＴＶ事業者２社（ＮＴＬ及びテレウェスト）への出

資のほか、MSが資本・業務提携関係にあるＡＴ＆Ｔ

の傘下企業であるメデイアワンが筆頭株主となっ

ている、我が国のＣＡＴＶ事業者タイタスコミュニケ

ーションズの買収も検討が行われており、今後の

動向か注目される。
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コラム５

　

廃棄される情報通信機器

パソコンと携帯電話･ＰＨＳの廃棄等が新たな課題に

　

13(2001)年４月、｢特定家庭用機器再商品化法

[家電リサイクル法］が施行される。同法の対象

となる情報通信機器はテレビ受像機だけである

が、家庭における情報通信利用が進む中で、他

の情報通信機器の廃棄･リサイクルについても、

21世紀の新たな課題のひとつと考えられる。

　

｢生活の情報化調査｣の結果から、使用しなく

なった家電製品、パソコン及び携帯電話･PHSの

処理方法をみると、家電製品については、｢粗大

ゴミに出しか｣(66.1%)、｢販売店等に引き取っ

てもらった｣(55.3%)の割合が高くなっているが、

パソコン及び携帯電話･PHSについては、｢家にお

いてある｣(パソコン:42.3%、携帯電話･PHS

:50.3%)がそれぞれ最も高い(図表)。

　

主なパソコンメーカーにおいては、主に企業

に直接販売したパソコンを中心に回収及びリサ

イクルを行なってきたが、これはあくまで各社

独自の取り組みで、全国的に統一した取組、と

りわけ一般家庭向けのものは行われていない。

こうした現状を踏まえ、(社)日本電子工業振興協

会は、12年１月、パソコンについて｢3R (Reduce:

廃棄物の抑制、Reuse:再使川、Recycle:再資源

化∩を目指す自上行動計画を発表した。この計

画に賛同したパソコンメーカーは22社で、今後、

一般家庭から排出されるパソコンの回収システ

ムについて、実施案と運用開始時期を公表する

こととしている。

　

一方、携帯電話･PHSについては、新型端末が

次々と開発･発売されていることや、電池交換に

要する費用が機種変更に要する費用に比べ割高

であることから、今後、不要となる端末の増加

が予想される。現在、電気通信事業者は、端末

販売店において機種変更を受け付ける際、希望

に応じて旧端末を回収しているが、事業者変更

の際には回収されないことから、この場合、不

要になった端末が自宅に放置される可能性が高

い。現在、一一部の事業者においては、不要にな

った端末の回収キャンペーンを実施しているが、

今後は不要になった端末の回収･廃棄について、

電気通信事業者間で統一的な対応が求められる、

図表

　

使用しなくなった家電製品、パソコン及び携帯電話･ＰＨＳの処理方法(複数回答)

　　　　　　　　　　　　　　　　

0

　　　　

10

　　　

20

　　　

30

　　　

40

　　　

50

家に置いてある

人に譲った

粗大ゴミに出した

販売店等に引き取ってもらった

リサイクル業者に渡した

その他

｢生活の情報化調査｣により作成

60
一 一 一 一 一

50.3

70

一一一一一

66.1

‾･‾Ｉ家電製品
__._.

Ｔ‾‾ﾊﾟｿｺﾝ
一一一一一一一

二‾▽携帯電話・PHS

80(％)
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99年も各国で新たなネットワークテストベッドが構築

　

近年、インターネットをけじめとするネットワ

ークの利用が世界的に盛んになってきており、今

後もその普及が急速に進むと予測される。また、

多様化するネットワークの利用方法に対応するた

め、高速・高品質の次世代超高速ネットワークを

実現することが、急務となっている。

　

こうした中、世界の先進各国では、人学、産業

界、政府が一体となって、高度情報通信社会の最

も重要な基盤となる次世代超高速ネットワークを

実現するための各種プロジェクトを進めており、

各研究開発用ネットワークの相互接続も推進され

ている（図表）。

　

我が国においても、21世紀における超高速ネッ

トワークの実現に向け、次世代インターネット技

術をけじめとする超高速ネットワーク技術や高度

アプリケーション等の研究開発のためのオープン

テストベッドである［研究開発用ギガビットネット

ワーク］（旧Ｎ :Japan Gigabit Network)の運用が11年

度から開始されており、広く一般の研究開発のた

めに開放されているところである（3ヰ3参照几

　

北米、欧州における上要な研究開発用ネットワ

ークの概要は以ドのとおりである。

①北米

　

米川では、クリントン人:統領のリーダーシップ

による次世代インターネット(NGI: ＮｅχtGeneration

Internet)計画のもと、NSF (全米科学財団）が整備

した超高速ネットワークvBNS等各種の政府プロ

ジェクトが有機的に統括され研究が進んでいる、

1999年６月には、vBNSの利川資格を全米の教育機

関すべてに広げ、NSFの認定を必要とせず利用でき

る､･ＢＮＳ十を、ＭＣＩワールドコムが提供することが

発衣されている、さらに、1999年夏には、DARPA

(米国国防総省)が八東海岸及び西海岸にある地域

テストベッドを相互接続するために、SuperNetと呼

ばれる次世代ネットワークテストベッドを構築し、

プロトコルの実証実験や、ネットワーキング技術

の研究開発のために開放している。また、全米の

170校を超える大学が参画するInternet2プロジェク

トでは、Abileneと呼ばれる学術研究用超高速ネッ

トワークを活用して、次世代インターネットのア

プリケーション等の研究開発を実施している。

　

一方、カナダにおける次世代超高速ネットワー

クの研究開発は、カナダ連邦政府補助の下、産学

官で構成されるCANARIE Inc.によって主導されて

いる。主流となる研究開発用ネットワークは、

CA*net2であり、カナダ国内の13か所にある地域ネ

ットワーク相互接続ポイントをＡＴＭネットワーク

で結んでいる。米国の接続ポイントを介し、米国、

欧州、アジアとも接続されている。また、1998年

からは、ペル・カナダを中心とする企業コンソー

シアムにより、次世代インターネットのためのＷ

ＤＭネットワークであるCA*net3の運用が開始され

ている。

②欧州

　

欧州では、英国のＪＡＮＥＴ、ドイツのB-WiN、オ

ランダのSURFnet4、イタリアのGARR-B、スペイ

ンのRelRIS、北欧のNORDUnet等、各国において研

究開発川ネットワークが構築されている。一方、

欧州全域を対象とするものとしては、欧州各国の

研究者のための国際的なネットワークTEN-155が

1998年12月から運用開始されている。 1999年７月

現在、TEN-155のメンバーとして認定され、接続さ

れている欧州域内の国は17か国となっている。
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英国、米国に続き、スウェーデンでも放送開始

　

世界各国において地口

されており、英国、米国及びスウェーデンにおい

ては、既に地上デジタルテレビジョン放送が開始

されるなど、全放送メデイアのデジタル化は世界

の潮流となっている([ﾇ1表①]。英国、米国及びス

ウェーデンにおける地上デジタルテレビジョン放

送の概要は、以下のとおりである、

①英国

　

英国では、公共放送であるＢＢＣと既存アナログ

放送事業者のＴＶ３、S4C、チャンネル４及びチャン

ネル５に優先的に地上｡デジタル放送用の周波数が

割り当てられ、1998年９月にＢＢＣが標準テレビジ

ョン(ＳＤＴＶ)番組による多チャンネル放送サービ

スを開始した。 ＢＢＣは、デジタル放送の特長を活

かして、インターネットを利用した双方向サービ

ス等の実施を検討中である。

　

また、新規商業放送事業者であるON digitalにも

デジタル放送用周波数が割り当てられ、1998年11

月から有料･･多チャンネル放送サービスを開始した

([図表々土既に有料･多チャンネルの衛星デジタル

放送を実施していたBSkyBが、1999年５月に受信

に必要なセットトップボックスの無償配布を発表

したため、当初、199ポンドでセットトフプボック

スを販売していたON digitalも、BSkyBに対抗して

図表①

　

海外の放送デジタル化の進展状況

セットトップボックスの無償配布を行い、激しい

受信契約者獲得競争を展開した。これにより、ON

digitalは順調に加入者数を伸ばし、1999年12月末現

在の加入件数は55万2,000件となっている。 ON

digitalはヽ16チャンネル以上のＳＤＴＶ番組による多

チャンネル放送サービスを行っており、セットト

ップボックスから電話回線に接続して、電子商取

引等を行う双方向サービスも登場している。

　

英国においては、1999年末現在で70％以上の世

帯が地上デジタル放送の受信が可能になっており、

2006年から2010年までにデジタル放送に移行する

ことを目標としている。

②米国

　

米国では、1998年11月に主要20都市の42の放送

局で地上デジタル放送が開始され、2000年１月末

現在で全米44都市の117局で高精細度テレビジョン

(ＨＤＴＶ)番組を含むデジタル放送を実施している。

ＦＣＣ(連邦通信委員会)が、1999年11月までに主要

30都市で４大ネットワークによる地上｡デジタル放

送を義務づけたこともあり、1999年中に人口カバ

ー率は60％を超えている。米国の地上｡デジタル放

送の特徴は､ＨＤＴＶ方式の採用による高画質志向で、

ＡＢＣ、ＣＢＳ及びＮＢＣの上要ネットワークがＨＤＴＶ番

組を放送しているほか、公共放送であるPBSも、

国　名 衛　　星 地　　上 CATV

米国 1994年開始(ディレクTV等) 1998年開始 1997年開始(TCI)

英国 1998年開始(B Sky B) 1998年開始(BBC等) 1999年開始(CWC等)

ドイツ 1996年開始(DF1等) 2000年以降作業開始 1997年開始(ドイツテレコム)

フランス 1996年開始(カナルサテリット等) 未定 1996年開始(CGV)

スウェーデン1998年開始(カナルデジタル) 1999年開始(SVT等) 1997年開始(テリア)



HＤＴＶ番組を放送している。なお、ＡＢＣやＮＢＣは、

　

る。米国においては、2006年のアナログ放送廃|ト

デジタル放送の特長を活かした電了･商取引サービ

　

を目標としている。

スや、インターネットと連携した双方向サービス

　

③スウェーデン

を開始している（［叉1衣才］。

　　　　　　　　　　　　　　　

スウェーデンでは、1999年４月に公共放送であ

　

当初、地上デジタル放送開始時のＨＤＴＶ方式のデ

　

るＳＶＴ等がＳＤＴＶによる多チャンネル放送を開始し

ジタル放送受像器が7､000ドル以llと高価であった

　

ている｡､セットトップボックスは約5,000クローネ

が、徐々に低廉化が進み、CEA (Consumei･　（約6.7万円）であるが、月当たり99クロー考でレン

Electronics Associaticn：全米家電協会）の発表によ　　タルも実施されている。スウェーデンにおけるア

れば、米国におけるデジタル放送受像器の販売台

　

ナログ放送は、デジタル放送開始後、10年を超え

数は、1999年末までの累計で134,402台に達してい

　

ない範囲で終了することとされている。

図表②

　

英国及び米国における地上デジタル放送サービスの実施状況

英　　　国 米　　　国

ﾁｬﾝﾈﾙ 事業者 SDTV番組等 ﾈｯﾄﾜｰｸ HDTV番組等

１ BBC ＢＢＣＩ／ＢＢＣ２(以上サイマル放送)/BBCニュース

２４／ＢＢＣチョイス／ＢＢＣパーラメント(音声のみ)／

ＢＢＣナレジジ/BBCテキスト

ABC O1998年11月1日に｢101匹わんちやん大行進｣をHDTVで倣送、

　その後毎週2回､ディズニーのアニメ映画や劇場映画をHDT

　Vで放送

O1999年9月からは､フットボール中継(HDTV)を開始するとと

　もに､インターネットと連動した双方向サービスを実施

○デジタルテレビでのEc(電子商取引)サービスも実施中

２ デジタル

　3＆4

チャンネル3(サイマル放送)/ITV2/チャンネル4(サ

イマル放送)／フイルム4(有料)／デジタルテレテキ

スト

Ａ SDN チャンネル5(サイマル放送)/S4C(サイマル放送)

/BBCナレッジ

CBS O1998年10月29日にスペースシャトル打ち上げ中継､その後ド

　ラマ､スポーツ中継をHDTVで放送

O1999年8月にHDTV番組のプライムタイム放送スケジュール

　を公表

O1999年9月から､新番組を含む15のHDTV連続ドラマ番組(週

　12時間)を放送開始

○全米オープンテニスの準決勝(10/10)、決勝(10/12)を

　放送

Ｂ

Ｃ

Ｄ

ON digital

(有料放送)

○基本チャンネル

　ブリﾃｨｯｼｭ･ﾕｰﾛｽﾎﾟ-ﾂ／ｶｰﾙﾄﾝ･ｼﾈﾏ／ｶｰﾙﾄﾝ･

　フード･ﾈｯﾄﾜｰｸ／ｶｰﾙﾄﾝ･ｷｯｽｿｶｰﾙﾄﾝ･ｾﾚｸﾄ／

　ｶｰﾙﾄﾝ･ﾜｰﾙﾄｿｶｰﾄｳｰﾝ･ﾈｯﾄﾜｰｸ／ｸ'ﾗﾅﾀﾞ･ﾌ'ﾘ

　ｰｽｿｸ'ﾗﾅﾀﾞﾒﾝ&ﾓｰﾀｰｽ／グラナダ･ﾌﾟﾗｽ/MTV/

　ｽｶｲﾜﾝ/UKｺﾞｰルド/UKﾎﾗｲｽ'ﾝ/UKﾌﾟﾚｲ/UKス

　タイル(無料ボーナスチャンネルとしてファースト･オ

　ンテ･シ･タル情報／オンテ.｀ジタルショップ!の2番組)

※視聴料

　6チャンネル選択…10ポンド(約1,800円)

　全基本チャンネル…12ポンド(約2,160円)

○プレミアムチャンネル

　スカイムービーマックス／スカイプレミア／スカイス

　ポ－ツ1/スカイスポーツ3/フイルム4

○セットトップボックス(電話回線と接続)を活用したE

　C(電子商取引)サービス等を検討中

NBC O1999年4月から､深夜トークショーの「トウナイトショー･ウィス≒

　ジエイ･ﾚﾉ」（月～金）をHDTVで放送

O1999年9月からは､フットボール中継をHDTVで放送

○上記番組の関連情報をデジタルテレビシ’ョンで受信でき、

　かつインターネットにより受信する双方向サービスを実施

○経済情報を提供するデータサービスも実施

FOX HDTV番組の放送予定は未発表

PBS O1998年11月から､ﾃﾞジタル･ウィークとして汀チフリ･オーバー･

　ベニス｣、｢フランク･ロイド･ライト｣を放送

○月1回の割合でHDTV番組を放送

○インターネットと連動したサービスも実施

み
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